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1 業務の目的 
経済産業省では、化学物質管理に関連する国連の多国間条約である、「残留性有機汚染物質に関

するストックホルム条約」（以下、「POPs 条約」という。）1、「国際貿易の対象となる特定の有害な

化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の手続に関するロッテルダム条約」

（以下、「PIC 条約」という。）2に対応すべく、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（以

下、「化審法」という。）等の施行を通じて、化学物質の製造・使用・貿易等に係る規制措置を実施

している。各条約に新たな物質が追加された場合には、国内の法制度等に適切に反映する必要が

あるため、これら条約の動向を迅速かつ適切にフォローすることが重要である。 

また、国内における化学物質管理が、国際的な議論・動向との整合性を有するものとなるよう、

OECD における化学物質規制動向や、主に経済産業省で担当する化学物質の製造・使用・貿易等

に関する規制の国際動向に注目した情報収集をすることが重要である。 

本事業では、POPs 条約及び PIC 条約に関係する国際会議における検討状況を調査するととも

に、これらの条約の着実な国内実施のために必要な基礎情報を収集・整理した。また、POPs 候補

物質に関する国際会議における検討状況の詳細を踏まえつつ、必要に応じて、POPs 及び POPs と

類似の性状を有する高懸念化学物質等に関する国際機関及び諸外国での規制等に関する情報を収

集した。さらに、OECD における化学物質管理についての検討状況を調査するとともに、規制化

学物質に関する海外情報の収集と整理を行った。 

 
2 調査内容及び実施方法 

 

2.1 POPs 条約及び PIC 条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査 

 

2.1.1 POPs 候補物質に関する調査 

 

(1) POPs 条約の規制候補物質に関する調査 
規制候補物質（POPs 候補物質）の検討を行う POPs 条約締約国会議 COP10（第二部）及び

POPs 条約検討委員会 POPRC18 に向けて、以下の POPs 候補物質の性状や管理方法等につい

て記載された会議文書案を準備した。また、会期間作業において、会議文書案の他にも追加

情報を提供した。会議文書案や追加情報、これらで引用されている文献等を調査し、整理、

分析を行った。事業期間中は化学物質管理課の指示に従って進捗状況を適宜報告し、その上

で更なる具体的な検討を要する項目等を定めて調査した。 

 

 
1 環境中での残留性、生物蓄積性、人や生物への毒性、長距離移動性が懸念される有機化学物質（残留性有機汚

染物質）の製造及び使用の廃絶・制限、排出の削減、これらの物質を含む廃棄物等の適正処理等を規定してい

る。我が国は２００２年に締結。（http://chm.pops.int/） 
2 特定の有害な化学物質の輸出入に関する手続を規定し、その決定を締約国に周知することにより、環境の悪化

と人の健康に悪影響を及ぼすことを防ぐ。我が国は２００４年に締結。（http://www.pic.int/） 
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 ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質 
POPs 条約 COP10（第二部）に向けて、PFHxS とその塩及び関連物質に関する議題及び

文書案の有無を確認し、諸外国における規制や代替方法等に関する新たな情報が存在した

場合はその内容について確認することとした。 

 

 デクロランプラス（DP）、UV-328 
上記の物質について、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用

除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等

に関する情報を収集し整理した。 

 

 中鎖塩素化パラフィン、長鎖ペルフルオロカルボン酸とその塩及び関連物質、クロルピ

リホス 
上記の物質について、作成されるリスクプロファイルに関して発生源情報等に関する情

報を調査するとともに、分解性、生物蓄積性等の情報の懸念点や問題点を抽出した。また、

将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除外の必要性について検

討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関する情報を収集し整

理する。 

 

 新規提案物質 
POPRC18 において、新規に POPs 候補物質は提案されなかった。 

 

 ペルフルオロオクタン酸とその塩及び関連物質の例示リスト 
例示リストの改訂案が提供された場合、追加または削除された物質に関する根拠資料等

を収集し整理する。 

 

2.1.2 POPs 候補物質に係る国内企業に対する調査及び検討 
経済産業省が国内企業に対し POPs 規制候補物質（中鎖塩素化パラフィン、長鎖ペルフルオロ

カルボン酸とその塩及び関連物質）の使用状況等に関して実施する調査について、その結果を

分析して必要な情報を抽出・整理した。また、その分析結果に基づき POPs 条約事務局への情報

提供資料案を作成した。必要な情報の抽出・整理に当たっては、適宜、経済産業省を通じて関

連する業界団体等からの情報収集を行った。 

 

2.1.3 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査 
POPRC18 では、新規に POPs 候補物質が提案されたため、2.1.1(1)5)の新規提案物質に特化し

た調査を行った。 

 

2.2 POPs 条約及び PIC 条約の関連会議における対応 
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2.2.1 第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10（第二部）） 
令和 4 年 6 月 6 日～6 月 10 日、ジュネーブ（スイス）にて対面形式で開催された第 10 回 POPs

条約締約国会議（COP10）（第二部）では、静岡大学の金原和秀教授を国内有識者として参加さ

せ、参加に伴う事務的な作業、検討状況などの最新情報の入手、必要に応じた資料作成、金原

教授への説明等を行った。 

 

2.2.2 第 18 回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC18） 
令和 4 年 9 月 26 日～30 日にローマ（イタリア）にて開催された第 18 回 POPs 検討委員会（以

下、「POPRC18」という。）に出席するとともに、静岡大学の金原和秀教授を専門家として参加

させ、会議における検討状況を整理するほか、参加に係る事務的作業、検討状況等の最新情報

の入手、必要に応じた資料作成、金原教授への支援等を行った。また、会期間作業における議

論についても状況を把握し、情報収集・分析等の必要な支援を行うとともに、必要に応じて関

連資料の翻訳、概要作成を行った。 

 

2.2.3 第 18 回化学物質検討委員会（CRC18） 
令和 4 年 9 月 19 日～23 日にローマ（イタリア）にて開催された第 18 回化学物質検討委員会

（以下、「CRC18」という。）に出席した。また、会議における検討状況を整理したほか、参加に

係る事務的作業、検討状況等の最新情報の入手、資料作成等の必要な支援を行い、必要に応じ

て関連資料の翻訳、概要作成を行った。 

 

2.2.4 国内検討会議の開催 
大学教授や研究機関などの専門家ら有識者による非公開の検討会議を POPRC18 の前に２回

開催し、POPRC18 に向けて行われている会期間作業の動向・議論を踏まえ、POPRC18 におけ

る対応について有識者の意見を聴取し、取りまとめた。経済産業省からの推薦により選定した

国内検討会議の委員は表 2.2-1 のとおり。 

 

表 2.2-1 国内検討会議のメンバー 

氏 名 所 属 ・ 役 職 

木村 信忠 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 環境安全本部 環境安全部（兼務）生

物プロセス研究部門 次長 

金原 和秀 静岡大学 学術院工学領域 教授 

茅島 孝和 一般財団法人 化学物質評価研究機構 安全性評価技術研究所 評価事業部 

部長 

高月 峰夫 元早稲田大学 客員教授 

武吉 正博 一般財団法人 化学物質評価研究機構 安全性評価技術研究所 副所長 
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山下 信義 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 環境創成研究部門  

環境計測技術研究グループ 上級主任研究員 

 

 

2.3 OECD における化学物質規制動向 

 

2.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD 化学バイオ委員会）の公式・

非公式会合 
令和 4 年 11 月 9 日～10 日に WEB 会議形式にて開催された OECD 化学品・バイオ技術委員

会（以下、「CBC」という。）に出席した。また、議事録を作成して会議における検討状況を整理

したほか、参加に係る事務的作業、検討状況等の最新情報の入手、資料作成等の必要に応じた

支援を行い、必要に応じて関連資料の翻訳、概要作成を行った。 
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3 業務の結果 
 

3.1 POPs 条約及び PIC 条約の規制対象物質及び規制候補物質に関する国際的な動向調査 

 

3.1.1 POPs 候補物質に関する調査 

 

(1) POPs 条約の規制候補物質に関する調査 

 
 ペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及び関連物質 

PFHxS とその塩及び関連物質については、COP10（第二部）に向けた会議文書案等の提

供があったものの、POPRC で検討されたリスク管理評価における情報の概要を取りまとめ

たものであり、例示リストについても会議資料として提供されていなかったことから、諸

外国における規制や代替方法等に関する新たな情報は存在しなかった。 

 

 デクロランプラス 
デクロランプラスについて POPRC18 でリスク管理評価に関して検討されたことから、

将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除外の必要性について検

討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関する情報を収集し整

理した。 

 

ア．国内での使用状況 
デクロランプラス（官報公示整理番号 4-296）は、化審法による製造輸入数量の届出対象

物質となっていることから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。 

 

年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2016 X 

2017 X 

2018 X 

2019 X 

2020 X 
X：届出がなされている物質ではあるが、届出事業者数が２社以下の場合 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2023 年

3 月 24 日確認）より 

 

イ．用途に関する情報 
デクロランプラスの用途については、リスク管理評価案において、ポリ塩化ビニル系難

燃剤、接着剤、シーラント、ポリマーの難燃剤、グリース中の極圧添加剤としての使用や、

自動車（オートバイ、農業・建設用車両、産業用トラックなど、陸上車両におけるすべて
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の用途を含む）、航空宇宙・防衛用途、電気・電子機器、船舶、園芸、林業、農業、建設機

械、家電製品、医療・放射線治療といった産業分野での使用が記載されている。さらに、

NITE「化学物質総合情報提供システム(CHRIP)」にも塩素系難燃剤との情報があることか

ら、国内においても難燃剤として使用されているものと考えられる。 

また、リスク管理評価案では、寿命の長い既存の商品/製品の修理を可能にするために、

補給用部品に使用するための時間制限のある免除が必要として、以下の商品/製品を挙げて

いる。 

(1) 全ての陸上車両を対象とする自動車（例：自動車、オートバイ、農業・建設車両、産

業用トラック） 

(2) 農業・建設に使用する産業機械 

(3) 林業機械を含む船舶、園芸、屋外用動力装置 

(4) 航空機エンジンファンケースラビングストリップ製品などの航空宇宙・防衛用途 

(5) 医療用画像・放射線療法装置・設備 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

デクロランプラスの代替物質に関する情報については、欧州 REACH 規則に基づく本物

質の制限のためのレポート 3において、次のようなステップで代替物質を選定している。 

ステップ 1：既存文献のレビューに基づく可能性のある代替品の初期リストを作成。 

ステップ 2：これらの代替品の適性を評価―同じく既存文献のレビューに基づく。 

ステップ 3：最初の代替品リストのハザード基準を用いて、難分解性、生物蓄積性、毒性

（PBT）または発がん性、変異原性、生殖毒性（CMR）のある物質を選別

し、可能な限り DP の代替品選定において残念な代替とないようにする。

（ただし、本評価は物質がその時点でどのように指定または分類されてい

るかに基づく。） 

代替物質の評価の結果、難燃剤として使用される DP の代替物質としては、ポリりん酸

アンモニウム、水酸化アルミニウム、エタン-1,2-ビス(ペンタブロモフェニル)の 3 つが「潜

在的に適切」であることが示されている（但し、エタン-1,2-ビス(ペンタブロモフェニル)は、

PBT/vPvB の疑いがあり、総トン数が多く、広範囲への分散使用される物質のため「残念な

代替品」となる可能性が指摘されている）。また、極圧添加剤として使用されるデクロラン

プラスに適する可能性がある 2 つの代替物質として、長鎖塩素化パラフィンとりん酸トリ

クレジルが見出されている（但し、どちらの代替物質も、その特性により「残念な代替品」

になる可能性が指摘されている）。 

 

 
3 ECHA (2022). RAC & SEAC (draft) Annex to the Background document to the Opinion on the Annex XV dossier proposing 

restrictions on 1,6,7,8,9,14,15,16,17,17,18,18-Dodecachloropentacyclo [12.2.1.16,9.02,13.05,10] octadeca-7,15-diene 
(“Dechlorane Plus”TM) [covering any of its individual anti- and syn-isomers or any combination thereof] - Revision 1 of 
21/01/2022. https://echa.europa.eu/documents/10162/cfbcfefd-c6ba-923a-72ff-b70b2786ff70 
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表 3.1-1 デクロランプラスの代替物質の評価結果 

物質 利用可能性 有害性 技術的な 

実現可能性 
経済的な 

実現可能性 
総合的な 

適性 
Alternatives to DP as a flame retardant 

無水クロレンド酸 
Chlorendic anhydride Potentially 

similar 
Potentially 

similar 
Potentially 

similar 
Potentially 

worse 

不適の可能性 
Potentially 

worse 
ポリりん酸アンモニウム 
Ammonium polyphosphate 

Potentially 
similar 

 
Clearly better 

Potentially 
similar 

Potentially 
better 

明らかに適 
Clearly better 

水酸化アルミニウム 
Aluminium hydroxide 

Potentially 
similar 

 
Clearly better 

Potentially 
similar Clearly better 明らかに適 

Clearly better 
エタン-1,2-ビス(ペンタブロモ

フェニル) 
Ethane-1,2-bis (pentabromophenyl) 

Potentially 
similar 

Potentially 
similar 

Potentially 
similar Clearly better 

適の可能性 
Potentially 

better 
Alternatives to DP as an extreme pressure additive 

長鎖塩素化パラフィン 
Long chain chlorinated paraffins Potentially 

similar 
Potentially 

similar 
Potentially 

similar Unknown 
同等の可能性 

Potentially 
similar 

りん酸トリクレジル 
Tricresyl phosphate Potentially 

similar 
Potentially 

similar 
Potentially 

similar Unknown 
同等の可能性 

Potentially 
similar 

クロレンド酸ジアリル 
Diallyl chlorendate Potentially 

worse 
Potentially 

similar 
Potentially 

similar Unknown 
不適の可能性 

Potentially 
worse 

ECHA(2022)3を改変。 

 

 UV-328 
UV-328 について POPRC18 でリスク管理評価に関して検討されたことから、将来規制さ

れることが決定した場合の社会経済的影響、及び適用除外の必要性について検討するため、

当該物質の国内での使用状況及びその代替可能性等に関する情報を収集し整理した。 

 

ア．国内での使用状況 
UV-328 は２－［２－ヒドロキシ－３，５－ジ－アルキル（Ｃ＝４，５）フェニル］ベン

ゾトリアゾール（官報公示整理番号 5-3604）として、化審法による製造輸入数量の届出対

象物質となっていることから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。 

 

年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2016 1,000 未満 

2017 1,000 未満 

2018 1,000 未満 

2019 1,000 未満 

2020 1000 未満 
1,000 未満：1 以上～1,000 未満 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2023 年

3 月 24 日確認）より 
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イ．用途に関する情報 
リスク管理評価案には、UV-328 が、紫外線による劣化や変色から材料を保護するための

紫外線吸収剤として、以下の幅広い用途に使用されているとの記載がある。また、NITE「化

学物質総合情報提供システム(CHRIP)」には、UV-328 の用途としてベンゾトリアゾール系

紫外線吸収剤と記載されていることから、国内でも同様に幅広い用途に使用されているも

のと考えられる。 

 自動車用の塗料、コーティング剤、シーラント、接着剤、プラスチック、ゴム、様々な

自動車用液体（冷却液、油圧液、モーターオイル中の潤滑油など）など 

 屋外家具、建材、食品包装（非食品接触層）、木製品などのプラスチックやゴムへの添

加剤 

 印刷インキ 

 皮革や繊維 

 化粧品 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

リスク管理評価案には、UV-328 の代替物質が多数あり、例えば他のフェノール系ベンゾ

トリアゾール、ベンゾフェノン、ヒンダードアミン系光安定剤（HALS）、オキサラニリド、

シアノアクリレートなどが記載されている。 

 

 中鎖塩素化パラフィン 
中鎖塩素化パラフィン（MCCPs）について、将来規制されることが決定した場合の社会

経済的影響、及び適用除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況

及びその代替可能性等に関する情報を収集し整理するとともに、作成された中鎖塩素化パ

ラフィンのリスクプロファイル案に関して発生源情報等に関する情報を調査するとともに、

分解性、生物蓄積性等の情報の懸念点や問題点を抽出した。 

 

ア．国内での使用状況 
MCCPs に該当するものとしては、モノ（又はポリ）クロロアルカン（Ｃ＝１４～１７、

直鎖型）（官報公示整理番号 2-68）が、化審法による製造輸入数量の届出対象物質となって

いることから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。 

 

年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2016 3000 

2017 2000 

2018 1,000 未満 

2019 X 

2020 X 
X：届出がなされている物質ではあるが、届出事業者数が２社以下の場合 
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1,000 未満：1 以上～1,000 未満 
2000：2,000 以上～3,000 未満 
3000：3,000 以上～4,000 未満 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2022 年

3 月 22 日確認）より 

 

イ．用途に関する情報 
リスクプロファイル案には、MCCPs が、以下の用途に使用されているとの記載がある。

また、NITE「化学物質総合情報提供システム(CHRIP)」には、中鎖塩素化パラフィンの用途

として難燃性樹脂原料と記載されていることから、国内でも同様の用途に使用されている

ものと考えられる。 

 PVC、接着剤、シーラント、塗料およびコーティングの二次可塑剤 

 塩化ビニルコンパウンドやその他のポリマー、接着材、シーリング材、塗料や塗装、

繊維製品の難燃剤 

 金属加工油用の極圧潤滑剤や接着防止剤 

 塗料、塗装、繊維製品の防水剤 

 製紙における発色剤用の担体溶媒 

 革加工用の加脂剤 

 カーボンレスコピー用紙 

さらに、リスクプロファイル案では、中鎖塩素化パラフィンが検出された製品として以

下のものを挙げている。 

 食品関連製品用、玩具用、動物飼料用を含む高分子包装材（例：ポリエチレンテレ

フタレート、ポリプロピレン、ポリエチレン） 

 ヘッドホンなどの消費者向けケーブル、ゴム製アヒルを含む玩具、キッチン用品、

ふきん（家庭用キッチンでの使用後）、携帯電話の保護ケース、プールマットや縄跳

びなどのポリ塩化ビニル製品、衣類などの成形品 

 プラスチック製の運動コートや人工芝 

 単一コンポーネントポリウレタンフォーム DIY 用スプレー 

 廃棄物（家具用繊維製品、使用済み自動車、廃電気・電子機器（WEEE）、PVC ケー

ブル、その他いくつかの PVC 製品） 

 リサイクル品や再生品（使用済み自動車タイヤ、自動車タイヤから作られた粒状ゴ

ム、粒状ゴムから作られた遊び場のタイル） 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

中鎖塩素化パラフィンの代替物質に関する情報について、提案文書及びリスクプロファ

イル案の記載内容のなかには見つからなかった。 

中鎖塩素化パラフィンを主に金属加工油用の極圧潤滑剤として使用していると想定され

る事業者からなる全国工作油剤工業組合が、短鎖塩素化パラフィン（SCCPs）が POPs 条約

の候補物質となった際に会員 32 社に行った塩素系加工油剤削減の取組に関するアンケー
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ト 4では、塩素系加工油剤の削減を進める際の問題点について「塑性加工の代替はかなり困

難」との回答もあり、SCCPs から MCCPs を含む他の塩素系加工油剤への代替があった可

能性が推察される。リスクプロファイル案にも同様の記載がある（エラー! 参照元が見つ

かりません。参照）。 

 

エ．リスクプロファイル案における中鎖塩素化パラフィンの発生源等に関する情報 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、発生源等に関する主な情報を整理した（エ

ラー! 参照元が見つかりません。）。なお、リスクプロファイル案に記載された発生源等に

関する情報については、資料 1 に取りまとめた。 

 

表 3.1-2 リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する主な情報 

 発生源等に関する主な情報 

製造、流通  MCCPs と LCCPs は、POPs 条約に SCCP が掲載後、短期的または中期的に

SCCPs に代わる用途で使用されている。 

 中国は、C14-17 鎖長を含む塩素化パラフィン（CP）製品を生産する主要国で

ある（2019 年に年間 450,200 トンを供給）。 

 C14-17 鎖長を持つ CP の現在の世界生産量は、年間 80 万トン程度になる可能

性がある。 

用途、規制  主な用途は二次可塑剤、難燃剤。 

 高分子包装材、様々な成形品などから検出。廃棄物、リサイクル品や再生品か

らも検出。 

 欧州では REACH 規則に基づき、その PBT/vPvB により SVHC に指定され

ており 5、2022 年にはその規制案が提案されている。また RoHS 指令に基

づき、電気・電子機器に含有される MCCPs の規制が 2018 年に提案されて

いる。 

 カナダ環境省とカナダ保健省は、1999 年に、今回提案の MCCPs を含む「分

子式 CnHxCl(2n+2-x)で 10≦n≦20 の塩素化アルカン」が、カナダ環境保護法

64 項(a)(c)で定義されている「有毒(toxic)」と結論付けている。 

環境への排出  製造時、工業プロセスでの使用、消費者製品の使用、廃棄などのライフサイク

ルを通して環境に放出される可能性がある。 

 EU の使用パターンと排出規制が世界全体で同様であると仮定すると、世界規

模での環境への排出量は年間 2,400~24,000 トン。 

 

オ．リスクプロファイル案における中鎖塩素化パラフィンの分解性等に関する情報の懸念

点や問題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、分解性等に関する主な情報を整理した（エ

 
4 http://www.zenkoyu.or.jp/enso.html 
5 指定された MCCPs の定義は、炭素鎖長 C14～C17 の直鎖クロロアルカンを 80％以上含む UVCB 物質（Substances 

of Unknown or Variable composition, Complex reaction products or Biological materials）である。 
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ラー! 参照元が見つかりません。）。なお、リスクプロファイル案に記載された分解性等に

関する情報については、資料 2 に取りまとめた。 

 

表 3.1-3 リスクプロファイル案における MCCPs の分解性等に関する情報の懸念点等 

 分解性等に関する主な情報 懸念点等 

半減期 ・AOPWIN v1.92 による推定大気中半減期：

30.8~140.0 時間 

・C14 n-アルカン（50 wt.% Cl）の OECD TG 

308 試験（好気的条件、GLP） 

－2 種類の底質の半減期：120 日超（12℃） 

－塩素数 3～13 のモデル推定半減期：120

日超～10000 日超 

附属書 D の残留性のスクリーニング基

準の適合性 

・大気中半減期 60 日超には適合しない 

・底質中半減期 6 カ月については試験

期間が最長 4 カ月でのデータしかな

いが、塩素数によっては 180 日超で

あることを推定 

以上より、C14（塩素数 5～13）の MCCP

は難分解性であると考えられる。 

モニタリン

グデータ 

・堆積物コアのモニタリング 

－近年堆積した地層での MCCPs 濃度

が、同じコアの 8 年以前の堆積層と同

じ桁の濃度 

8 年以上経っても（嫌気的な）堆積物に

残留することを示しているが、8 年前の

層の当初濃度が不明のため、本物質の

残留性の判断は困難。 

 

カ．リスクプロファイル案における中鎖塩素化パラフィンの生物蓄積性等に関する情報の

懸念点や問題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、生物蓄積性等に関する主な情報を整理した

（エラー! 参照元が見つかりません。）。なお、リスクプロファイル案に記載された生物蓄

積性等に関する情報については、資料 3 に取りまとめた。 

 

表 3.1-4 リスクプロファイル案における MCCPs の生物蓄積性等に関する情報の懸念点等 

 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

BCF/BAF 

(logKOW) 

・信頼できる研究による logKOW 

－C14（50 wt.% Cl）：6.6 

－C14～C16（50.4～61.0 wt.% Cl）：5.56～8.68 

－C14～C17（46.7 wt.% Cl）：5.57～7.90 

・魚類の生物濃縮係数（BCF） 

－C14：14 600 L/kg（脂質、成長補正あり） 

C14 の実測 BCF が附属書 D の

スクリーニング基準（5000 L/kg 

ww）に適合するとともに、C14

～17 で log KOWが 5 を超えてお

り、MCCP の生物蓄積性が明確

に示されていると考えられる。 

その他の

情報 

・野外での生物蓄積の研究 

－BMF 又は TMF：1.0 前後 

・魚類の生物増幅係数（BMF） 

－C14：0.468（脂質、成長補正あり） 

BMF 又は TMF が 1 前後である

ことから、本物質の生物蓄積性

を支持する内容と考えられる。 

モニタリ ・野外研究により、最上位種や鳥類の卵のような高感 野外の上位捕食者で検出され
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 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

ングデー

タ 

受性のライフステージを含め、極域、汚染源に近い

場所で生息や摂食する広範な生物で検出されてい

る 

ており、本物質の生物蓄積性の

可能性を示唆する内容と考え

られる。 

 
 長鎖ペルフルオロカルボン酸とその塩及び関連物質 

長鎖ペルフルオロカルボン酸（長鎖 PFCA）について、将来規制されることが決定した場

合の社会経済的影響、及び適用除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での

使用状況及びその代替可能性等に関する情報を収集し整理するとともに、作成された中鎖

塩素化パラフィンのリスクプロファイル案に関して発生源情報等に関する情報を調査する

とともに、分解性、生物蓄積性等の情報の懸念点や問題点を抽出した。 

 

ア．国内での使用状況 
長鎖 PFCA に該当するものとしては、パーフルオロアルキルカンボン酸（Ｃ＝７～１３）

（官報公示整理番号 2-2659）が、化審法による製造輸入数量の届出対象物質となっている

ことから、下表に過去 5 年間における届出数量の状況を整理した。なお、炭素鎖長 C14～

C20 のペルフルオロカルボン酸に該当するフルオロアルキル（Ｃ＝１１～２０）カルボン

酸（官報公示整理番号 2-2658）は届出対象になっていない。 

 

年度 年度計 

製造・輸入数量(t) 

2016 X 

2017 － 

2018 X 

2019 － 

2020 X 
X：届出がなされている物質ではあるが、届出事業者数が２社以下の場合 
－：届出対象外 
出典：https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/information/volume_general.html（2022 年

3 月 22 日確認）より 

 

イ．用途に関する情報 
リスクプロファイル案には、長鎖 PFCA とその塩及び関連物質が、以下の非常に広範な

用途に使用されている又は使用されていた可能性があるとの記載がある。 

 化学物質や化学製品の製造などへの工業的利用 

 電子部品、医療機器、フォトイメージング 

 自動車ケア製品 

 食品接触材料、調理器具、家庭用品 

 印刷用インク 

 建築・建設資材 
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 泡消火剤 

 スキーワックス 

 パーソナルケア及びその他の消費者製品 

 繊維・アパレル 

また、NITE「化学物質総合情報提供システム(CHRIP)」には、以下の用途が記載されてい

ることから、国内でも界面活性剤としての機能性から上記と同様の用途に使用されている

ものと考えられる。 

C9 PFCA (PFNA)：界面活性剤 

C12 PFCA (PFDoDA)～C16 PFCA (PFHxDA)：フッ素系界面活性剤 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

長鎖 PFCA の代替物質に関する情報について、提案文書及びリスクプロファイル案の記

載内容のなかには見つからなかった。 

2022 年 6 月に公表されたホワイトハウス声明 6によると、連邦航空局（FAA）は国防総

省（DOD）と共同で、緊急時に空港で使用する PFAS フリー泡消火剤の研究を実施してい

る。 

EU では、PFAS（定義は以下のとおり）を対象として REACH 規則に基づく制限が提案さ

れており、提案文書 7において、各セクターごとに代替可能性を評価している（表 3.1-5 参

照）。これによると、いくつかの用途において代替可能性が低いもの又は代替に時間がかか

るものがあることが示されている。 

完全にフッ素化されたメチル（CF3-）またはメチレン（-CF2-）炭素原子（H/Cl/Br/I が付いて

いない）を少なくとも 1 つ含む物質。 

以下の構造要素のみを含む物質は、制限案の範囲から除外される： 

CF3-X または X-CF2-X' 

ここで、X は-OR または-NRR'であり 

X'はメチル基（-CH3）、メチレン基（-CH2-）、芳香族基、カルボニル基（-

C(O)-）、-OR''、-SR''または-NR''R'''； 

R／R'／R''／R'''は、水素（-H）、メチル基（-CH3）、メチレン基（-CH2-）、

芳香族基またはカルボニル基（-(O)-） 

 

表 3.1-5 REACH 規則で 18 ヶ月の移行期間後に全面禁止する制限を実施した場合の代替評価 

用途の分野 代替評価の概要 

繊維製品、布製

家具、皮革製

品、衣料品、

・家庭用繊維製品 

・消費者向け衣料品 

・業務用スポーツウェアやフットウェア 

代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替品（左欄で挙

げられていた例を以下に列挙）が存在

 
6 FACT SHEET: Biden-Harris Administration Combatting PFAS Pollution to Safeguard Clean Drinking Water for All 

Americans” JUNE 15, 2022・STATEMENTS AND RELEASES. https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-
releases/2022/06/15/fact-sheet-biden-harris-administration-combatting-pfas-pollution-to-safeguard-clean-drinking-water-
for-all-americans/ 

7 https://echa.europa.eu/documents/10162/f605d4b5-7c17-7414-8823-b49b9fd43aea 
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用途の分野 代替評価の概要 

カーペット 

(TULAC; 

Textiles, 

Upholstery, 

Leather, 

Apparel and 

Carpets) 

・個人用防護具 

・屋外用工業用布 

・皮革製品 

・その他：家庭用織物の処理（スプレー） 

することを示す十分な証拠あり 

デンドリマー、ハイブリッドブレンド

（シリコーン／炭化水素）、炭化水素、

ポリウレタン、シリコーン 

・医療用繊維 代替可能性が不明確 

すべての用途で技術的に実現可能な代

替品が存在するかどうかについては、

結論が出ていない 

・高機能膜 

・その他：自動車エンジンルーム用繊維

製品（防音・防振） 

代替可能性が低い 

すべての用途について技術的に実現可

能な代替品が存在しない 

又は 

技術的に実現可能な代替品が存在する

ことを示す弱い証拠あり 

食品接触材料

および包装 

・家庭用調理器具 

・紙及び板紙の包装 

・プラスチック包装 

・その他の包装用途 

代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替品（左欄で挙

げられていた例を以下に列挙）が存在

することを示す十分な証拠あり 

セラミックコーティング、陽極酸化ア

ルミニウム、ステンレス鋼 

・工業用の食品・飼料の製造 

・工業用および業務用耐熱容器の非粘着

性被覆 

代替可能性が低い 

技術的に実現可能な代替品が直ちには

利用できない 

又は 

すべての用途について技術的に実現可

能な代替品が存在しない 

金属めっき、金

属製品製造 

・クロムによる装飾めっき 

・プラスチックへのめっき 

代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替品が存在する

ことを示す十分な証拠あり 

・硬質クロムめっき セクター全体では代替可能性が高い

が、一部で低い 

・クロム以外の金属によるめっき 代替可能性が低い 

技術的に実現可能な代替品が存在する

ことを示す弱い証拠あり 

・他のセクターに含まれない金属製品の

製造 

証拠が確認されていない 

消費者向け混 ・洗浄剤（ガラス、金属、セラミック、 代替可能性が高い 
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用途の分野 代替評価の概要 

合物 カーペット、布製家具用） 

・ワックスや艶出し剤（例えば家具、床、

車など用） 

・食洗器用品（泡切れ改善として） 

・車用フロントガラスの処理およびワイ

パー液 

・ギターの弦 

技術的に実現可能な代替品（左欄で挙

げられていた例を以下に列挙）が存在

することを示す十分な証拠あり 

シリコーン、車研磨用カルナバワック

ス、鉱物油 

・ピアノへの使用 利用可能な証拠がない 

化粧品 ・全体 代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替案が存在する

という十分な根拠がある 

スキーワック

ス 

・全体 代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替案が存在する

という十分な根拠がある 

フッ素系ガス

の用途 

・家庭用、商業用、工業用冷蔵庫 

・家庭用エアコン、回転式乾燥機、業務

用エアコン、産業用エアコン 

・多様な用途での液体噴霧高圧ガス 

・マグネシウム鋳造でのカバーガス 

・一部の消火剤 

・ほとんどの電気機器の絶縁ガス 

代替可能性が高い 

技術的に実現可能な代替案（左欄で挙

げられていた例を以下に列挙）が存在

する 

自然冷媒、炭化水素系冷媒、HFC134a、

乾燥空気（窒素と酸素を混合） 

・ほとんどの発泡剤 代替可能性が高い 

市場の一部にフッ素系ガスの使用から

脱却する動きあり 

代替品（例は下記参照）もあるが、難燃

性、エネルギー効率、耐久性に関連した

性能上の制約あり 

ハイドロフルオロオレフィン（HFO） 

・50 度以下の低温冷凍の冷媒 

・実験・計測機器に含まれる冷媒 

・医療現場などで使用される冷凍遠心分

離機の冷媒 

・家庭用エアコン（炭化水素系冷媒の使

用が制限される場合） 

・発泡ウレタンスプレー中の発泡剤 

・産業用精密洗浄液 

・酸素濃縮環境下で使用する洗浄液 

代替可能性が低い 

代替品がないなど 
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用途の分野 代替評価の概要 

・3D プリンター用途の溶媒 

・ニッチな産業（例：エアダスターの供

給業、工業環境で特定の仕上げ剤や潤

滑剤などを塗布するための推進剤/溶

剤の供給業）でのエアゾール 

・用途によって代替品が欠点となる場合

の消火剤（CO2 による窒息リスク、水

による保護資産の損傷可能性、作用速

度が遅いこと） 

・紙媒体の文化財の保存 

・高電圧スイッチギア（145kV 以上）の

絶縁ガス 

医療機器 ・定量吸入器（MDI）の液体噴霧用高圧

ガス 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替案が存在する

という十分な根拠がある 

・滅菌ガス 代替可能性は高い 

技術的な実現性については不確実な部

分がある 

・植込み型医療機器（メッシュ、創傷治

療製品、チューブ・カテーテルは含ま

ない） 

・チューブ・カテーテル 

・定量吸入器のコーティング 

・診断用ラボラトリー検査 

代替可能性は低い 

技術的に実現可能な代替案が一般的に

利用できないことを示す十分な根拠が

ある 

・ヘルニア手術用メッシュ 

・創傷処置用製品 

・その他の医療機器のコーティング 

・洗浄や熱伝導用の人工流体 

・硬質ガス透過性(RGP)コンタクトレン

ズ、眼科用レンズ 

・医療機器からの排気用メンブレン 

代替可能性は低い 

技術的に実現可能な代替案が一般的に

利用できないことを示す根拠に乏しい 

・PCTFE（三フッ化塩化エチレン樹脂(３

フッ化)）をベースとした医薬品、医療

機器、分子診断薬などの包装 

・PTFE（四フッ化エチレン樹脂(４フッ

化)）の眼科用薬液の包装 

・末端滅菌された医療機器の包装 

代替可能性は低い 

技術的に実現可能な代替案が一般的に

利用できないことを示す弱い根拠があ

る 
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用途の分野 代替評価の概要 

輸送 ・電気自動車、ハイブリッド車の可搬性

エアコンの冷媒 

・海洋用途の輸送用冷凍装置 

代替可能性は高い 

代替品が使用可能 

輸送用冷凍装置：アクティブとパッシ

ブの CO2 システムと NH3 システム 

 ・本制限案の他の部分（例えば、潤滑油、

電子機器、TULAC）で扱われていない

範囲で、自動車の安全性に関連する適

切な機能に影響を与え、運転者、乗客

または商品の安全に影響を与える用途 

・油圧作動油 

・機械式コンプレッサーのあるエンジン

車の可搬性エアコンの冷媒 

・海洋用途以外の輸送用冷凍装置 

・軍用の可搬性エアコンや輸送用冷凍装

置の冷媒 

代替可能性は低い 

代替品の開発、試験、認証の必要性を考

えると、全面禁止は短期間で実現不可

能 

電子機器、半導

体 

・浸漬冷却用熱伝導媒体と液晶ディスプ

レイ 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替品（例は下記

参照）が存在することを示す十分な強

度の証拠がある 

シアノ基 

・フォトリソグラフィー（光酸発生剤） 

・チップ製造に使用されるフッ素ゴム 

・半導体デバイスの液浸冷却 

・プラスチックの難燃性 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替品が存在する

ことを示す弱い証拠がある 

・半導体製造工程でのいくつかの用途 代替可能性は低い 

代替品がない 

・すべての封止剤用途、電線絶縁用途、

その他すべての用途におけるフッ素エ

ラストマー 

代替可能性は不明 

エネルギー分

野 

・太陽電池のバックシート 

・ポリマー電解質膜(PEM)燃料電池の封

止材の一部の用途 

・原子力発電所のガスケット材、非 PEM

電解技術に関連して使用されるガス

ケット、チューブ、インライナー 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替品が存在する

という十分な根拠がある 

又は 

技術的に実現可能な代替品が存在する

という弱い根拠がある 

・PEM 燃料電池のメンブレンや補強材 代替可能性は低い 

・その他のエネルギー分野の用途 代替可能性は不明 
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用途の分野 代替評価の概要 

建設用資材 ・建築用の塗装及び塗料 

・風力発電用ブレードの塗装 

・コイル塗装 

・建築用メンブレン（トップコートの複

合メンブレン、単一フッ素樹脂） 

・温室用 ETFE（四フッ化エチレン・エチ

レン共重合樹脂）フィルム/フォイル 

・窓枠（フッ素樹脂積層板） 

・橋梁や建築用のベアリング 

・熱可塑性、熱硬化性樹脂の製造のため

の加工助剤 

・表面保護/封止剤に使用される側鎖フッ

素系樹脂 

・湿潤剤・レベリング剤としてのフッ素

系界面活性剤 

・非重合体系 PFAS 処理助剤で製造され

た建築用膜状製品 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替品（例は下記

参照）が存在するという十分な根拠が

ある 

ガラスとポリエチレンのフォイル、木

製や金属製の窓枠、窒化ホウ素やシロ

キサン、溶剤系の建築用塗料や塗装剤 

・永続的スレッドシールテープ 代替可能性は高い 

技術的・経済的に実現可能な代替品（例

は下記参照）が存在することを示す根

拠が乏しい 

液体/ペースト状の永続的パイプスレッ

ドシールテープ 

・非永続的スレッドシールテープ 

・アクリルフォームテープの製造用の非

重合体系 PFAS 加工助剤 

・窓用フィルム製造 

代替可能性は不明 

潤滑油 ・過酷な条件や安全性に関わる条件下で

使用される潤滑油 

代替可能性は低い 

技術的・経済的に実現可能な代替品が

存在しないことを示す十分な強度の証

拠がある 

・過酷な条件や安全性に関わる条件下で

使用されない潤滑油 

代替可能性は不明 

石油・鉱業 ・トレーサーや消泡剤などの非重合体系

PFAS 

代替可能性は高い 

技術的に実現可能な代替品が存在する

という十分な根拠がある 

・フッ素系樹脂 代替可能性は低い 
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用途の分野 代替評価の概要 

技術的に実現可能な代替案が一般的に

利用できないことを示す十分な根拠が

ある 

 

エ．リスクプロファイル案における長鎖 PFCA の発生源等に関する情報 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、発生源等に関する主な情報を整理した（表

3.1-6）。なお、リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する情報については、資料

4 に取りまとめた。 

 

表 3.1-6 リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する主な情報 

 発生源等に関する主な情報 

製造、流通  長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の過去と現在の生産に関する公開情報は限ら

れており、推定生産量は文献によって異なる。 

 PFCA、フルオロポリマー、その他の PFAS 製品の生産が、米国、西ヨー

ロッパ、日本からアジア新興国（特に中国）に移転している。 

用途、規制  長鎖 PFCA とその塩及び関連物質は、様々な用途に使用されているかまたは

使用されていた可能性がある。 

 EU では REACH 規則に基づき、C9-C14 PFCAs、その塩および関連化合物

が 2021 年 8 月から制限されている。 

 米国では、2020 年に TSCA における重要新規使用規則（SNUR）を修正し

ており、炭素鎖長が 7≦n≦20 のパーフルオロアルキルカルボン酸塩

（PFAC）およびパーフルオロアルキルスルホン酸塩の製造業者または輸

入業者に対し、特定の活動を行う前に USEPA に通知する必要がある。 

 カナダでは、2016 年以降、特定有害物質禁止規則（カナダ 2012 年）によ

り、長鎖 PFCAs、その塩およびその前駆体、ならびにそれらを含む製品の

製造、使用、販売、販売または輸入が、ごく限られた免除を除き禁止され

ている。さらに、この規制を強化するための提案が 2022 年に公表されて

いる。 

環境への排出  長鎖 PFCA は直接的、間接的な発生源から環境中に排出される可能性がある。 

 長鎖 PFCAs とその塩及び関連物質は、様々な環境及びその他のマトリクスで

検出されている。 

 長鎖 PFCA とその関連物質は、埋立地、焼却場、廃水処理場からも環境中

に放出される可能性がある。 

 1951 年~2030 年の C9-14 PFCA の世界累積排出量の推定値又は予測値は、

342 トン~3,041 トン。 

 

オ．リスクプロファイル案における長鎖 PFCA の分解性等に関する情報の懸念点や問題点 
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リスクプロファイル案の記載内容に基づき、分解性等に関する主な情報を整理した（表

3.1-7）。なお、リスクプロファイル案に記載された分解性等に関する情報については、資料

5 に取りまとめた。 

 

表 3.1-7 リスクプロファイル案における長鎖 PFCA の分解性等に関する情報の懸念点等 

 分解性等に関する主な情報 懸念点等 

半減期 ・水中半減期 

－60 日超：C9～C10 

・土壌中半減期 

－6 カ月超：C9～C10 

・C11～14 の半減期はリードアクロスによ

る推定で生分解性が低いと判定 

・化審法による濃縮度試験結果 

－難分解性：C11～C16、C18 

・炭素-フッ素間結合は最も強い共有結合

の一つで、極めて安定 

附属書 D の残留性のスクリーニング基

準の適合性 

・水中半減期 60 日超は C9～C10 

・土壌中半減期 6 カ月超は C9～C10 

以上より、少なくとも C9～C10 はスク

リーニング基準には適合しており、本

提案物質の一部が難分解性を示してい

る。C17、C19～C20 についてはデータ

がなく分子間結合の強度に基づいて環

境中での安定性に関する定性的な記述

があるのみで、判断が困難である。 

モニタリン

グデータ 

・実環境中での残留性を示すデータ及び記

述はない 

上記の半減期以外の情報がなく、その

他の科学的根拠はしめされていない。 

 

カ．リスクプロファイル案における長鎖 PFCA の生物蓄積性等に関する情報の懸念点や問

題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、生物蓄積性等に関する主な情報を整理した

（表 3.1-8）。なお、リスクプロファイル案に記載された生物蓄積性等に関する情報につい

ては、資料 6 に取りまとめた。 

 

表 3.1-8 リスクプロファイル案における長鎖 PFCA の生物蓄積性等に関する情報の懸念点等 

 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

BCF/BAF 

(logKOW) 

・水生生物での C9-14 の PFCAs 

－5000 超の BCF 及び BAF あり 

・実験室での BCF と BAF は、ほとんどの場合、C9

から C14 まで増加し、C16 から C18 にかけて減少 

・野外での BCF や BAF は、ほとんどの場合、C9 か

ら C14 までで増加し、C15 で減少 

・BIONIC v3.0 による魚類 BCF 値の推定 

－C17-21：28,500～130,000 

実測の BCF や推定 BCF が附

属書 D のスクリーニング基準

（5000 L/kg ww）に適合してお

り、C15 以上を除く長鎖 PFCA

が生物蓄積性を示していると

考えられる。実験室でも野外

でも C15 以上の BCF や BAF

は C14 をピークに減少するこ

とから、BCF のモデル推定値

については、さらなる検討が

20



 

 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

必要と考えられる。 

その他の情

報 

・上位捕食種での C9-16 の PFCA 

－1 以上の TMF と BMF あり 

・C9-14 で利用可能な TMF は 0.3～19.8 

・C9-16 で利用可能な BMF は 0.1～25.2 

・上位捕食種では常に 1 以上 

C9-16 では TMF や BMF も 1

を超えていることから、生物

蓄積性を示していると考えら

れる。C17 以上についてはデー

タがなく、判断ができない。 

モニタリン

グデータ 

・C9～C18 の PFCA がホッキョクグマ、セグロカモ

メ、ハヤブサなどの上位捕食種で検出 

野外の上位捕食者で検出され

ており、本物質の生物蓄積性

の可能性を示唆する内容と考

えられる。 

 
 

 クロルピリホス 
クロルピリホスについて、将来規制されることが決定した場合の社会経済的影響、及び

適用除外の必要性について検討するため、当該物質の国内での使用状況及びその代替可能

性等に関する情報を収集し整理するとともに、作成された中鎖塩素化パラフィンのリスク

プロファイル案に関して発生源情報等に関する情報を調査するとともに、分解性、生物蓄

積性等の情報の懸念点や問題点を抽出した。 

 

ア．国内での使用状況 
クロルピリホスの国内の使用状況については、下表に過去 5 年間における全国出荷量を

整理した。 

 

農薬 

年度 

全国出荷量 

(t 又は kL) 

2016 85.259 

2017 69.443 

2018 68.207 

2019 59.481 

2020 77.409 
農薬年度：例えば 2000 農薬年度の出荷量とは 1999 年 10 月～2000 年 9 月に出荷された農薬の量となる。 
全国出荷量：小数点第 4 位を四捨五入。 
出典：国立環境研究所「化学物質データベース Webkis-Plus」（2022 年 3 月 22 日確認）より 

 

イ．用途に関する情報 
リスクプロファイル案には、クロルピリホスが塩素化有機リン酸系殺虫剤として、芝生

や観賞植物だけでなく、様々な作物の害虫駆除に使用されているとの記載がある。 

国内では、1971 年に農薬取締法に基づいて登録がなされ、果樹、根菜、雑穀、花き、樹
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木などの一部の特定作物に適用されている。 

 

ウ．代替可能性等に関する情報 

クロルピリホスの代替物質に関する情報について、提案文書及びリスクプロファイル案

の記載内容のなかには見つからなかった。 

 

エ．リスクプロファイル案におけるクロルピリホスの発生源等に関する情報 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、発生源等に関する主な情報を整理した（表

3.1-9）。なお、リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する情報については、資料

7 に取りまとめた。 

 

表 3.1-9 リスクプロファイル案に記載された発生源等に関する主な情報 

 発生源等に関する主な情報 

製造、流通  2007 年以前は世界で年間約 1 万トン使用され、その後世界の推定生産量・使

用量は年間約 5 万トンに増加。 

 クロルピリホスの世界的な生産量は、中国とインドが二大生産国であるとみな

されている。（インド：2021 年の総生産量は 24,000 トン）。 

 C14-17 鎖長を持つ CP の現在の世界生産量は、年間 80 万トン程度になる可能

性がある。 

用途、規制  クロルピリホスは広く用いられている塩素化有機リン酸系殺虫剤。 

 国際的な合意の下でリスト化されていない物質である。 

 欧州では、2020 年に有効成分としてクロルピリホスを含む植物保護製品の

認可をすべて取り消している。 

 米国では、2021 年に US EPA が国内の全食品へのクロルピリホス製品の使

用を停止している。また、クロルピリホスのシロアリ防除剤としての使用

も 2000 年に段階的に廃止されている。 

 中国では 2016 年 12 月からクロルピリホスの野菜への使用が禁止されてい

る。 

環境への排出  農薬として使用された場合、環境に直接放出され、土壌粒子や堆積物に付着し、

土壌から地下水に浸出し、流出した灌漑水を通じて水生環境に到達し、拡散や

揮発によって空気中を移動する。 

 米国では製造時の大気への放出量は最大 25 トンと推定されている。 

 2007 年~2017 年の間に欧州では、クロルピリホスの水域への年間総排出量

は 28~82 kg を記録している。 

 

オ．リスクプロファイル案におけるクロルピリホスの分解性等に関する情報の懸念点や問

題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、分解性等に関する主な情報を整理した（表
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3.1-10）。なお、リスクプロファイル案に記載された分解性等に関する情報については、資

料 8 に取りまとめた。 

 

表 3.1-10 リスクプロファイル案におけるクロルピリホスの分解性等に関する情報の懸念点等 

 分解性等に関する主な情報 懸念点等 

半減期 ・クロルピリホスの環境中での分解半減期は数

日から数年 

・水中半減期の範囲：<2～75 日 

・土壌中半減期の範囲： 

－室内実験：6～224 日 

－野外調査：0.44～88.89 日 

・底質中半減期： 

－砂質ローム：22 日、粘土ローム：51 日 

－2 つの湖底：30.7 日、58.3 日 

－好気的条件：20.3 日、23.7 日 

－嫌気的条件：223 日、57.6 日 

－水-底質試験（12℃で標準化）：65.5～124.3 日 

附属書 D の残留性のスクリーニン

グ基準の適合性 

・水中半減期 60 日超には適合 

・土壌中半減期 6 カ月超には適合 

・底質中半減期 6 カ月超には嫌気

的条件で適合 

・以上より、残留性のスクリーニ

ング基準には適合しており、本

物質の難分解性が示されている

と考えられる。 

モニタリン

グデータ 

・地下水、降雨後の河川水（懸濁態）、海域の底

質表層から検出。 

・北極圏では様々な媒体でクロルピリホスが

高頻度で検出。 

・北極域の湖底堆積物コアからも数十年前の

層から低濃度で検出。 

クロルピリホスが環境中で粒子吸

着態として挙動し、遠隔地に移動

して数十年にわたって残留し続け

ていることを示唆しており、本物

質の難分解性を支持する内容であ

ると考えられる。 

 

カ．リスクプロファイル案におけるクロルピリホスの生物蓄積性等に関する情報の懸念点

や問題点 

リスクプロファイル案の記載内容に基づき、生物蓄積性等に関する主な情報を整理した

（表 3.1-11）。なお、リスクプロファイル案に記載された生物蓄積性等に関する情報につい

ては、資料 9 に取りまとめた。 

 

表 3.1-11 リスクプロファイル案におけるクロルピリホスの生物蓄積性等に関する情報の懸念点

等 

 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

BCF/BAF 

(logKOW) 

・魚類に対する BCF が 5,000 を超えるとは結論づけら

れないが、一部の種や発達段階においてBCFが 5,000

を超える報告もある 

・毒性効果を示す濃度での BCF は 1,000~2,000 の範囲

であり、中程度の生物濃縮を示す 

実測の BCFが附属書 Dのスク

リーニング基準（5000 L/kg 

ww）に適合しないが、log KOW

が 5 前後で、本物質の生物蓄

積性の可能性を示している内
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 生物蓄積性等に関する主な情報 懸念点等 

・logKOW：4.7~5.2 

・log Koa：8.3~8.9 

容であると考えられる。 

その他の

情報 

・底生生物 BSAF：6~99 

・水生生物への毒性は高い 

－ニジマス 96h LC50：0.008 mg/L 

－ニジマス NOEC（死亡）：0.0003 mg/L 

－オオミジンコ EC50：0.0001 mg/L 

－アフリカツメガエル 96h LC50：0.564 mg/L 

・水生生物への高い毒性が組み合わさることで、中程

度の生物濃縮でも有害な影響を引き起こす体内濃度

になる可能性がある 

底生生物の BSAF が 1 を超え

ていること、水生生物への毒

性が高いことから、本物質の

水生生物以外への生物蓄積性

や生態毒性が示されていると

考えられる。 

モニタリ

ングデー

タ 

・カナダ北極圏の植物、草食動物、肉食動物より検出 野外でより栄養段階の下位か

ら上位まで検出されており、

本物質が生物蓄積性である可

能性が示されていると考えら

れる。 

 

 新規提案物質 
POPRC18 においては、新規の POPs 候補物質が提案されなかった。 

 

 ペルフルオロオクタン酸とその塩及び関連物質の例示リスト 
ペルフルオロオクタン酸とその塩及び関連物質の例示リストの改訂案は提供されなかっ

た。 

 

 

3.1.2 POPs 候補物質に係る国内企業に対する調査及び検討 
国内企業に対して経済産業省が実施した POPs 規制候補物質（中鎖塩素化パラフィン、長鎖ペ

ルフルオロカルボン酸とその塩及び関連物質）の使用状況等の調査において、調査票を作成す

るとともに、回収した回答データを分析し、附属書 F へ掲載を要請するための代替が難しい用

途等の情報を抽出・整理し、その結果に基づいて POPs 条約事務局への情報提供資料案を作成し

た。 

 

(1) POPs 規制候補物質の使用状況等に関する情報の整理 
 調査票の作成 

過去に POPs 規制候補物質について同様の調査を実施した際の調査票を参考にして、製

品中の MCCP の含有とその代替可能性等に関する調査票（図 3.1-1）及び製品中の PFCA の

含有とその代替可能性等に関する調査票（図 3.1-2）を作成した。 
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 回収データの整理 
経済産業省で調査票の回収し、回答データの入力を行い、弊社に提供された。回答デー

タを集計したところ、回答のあった業界は MCCP で 86、PFCA で 72、企業は MCCP で 260

社、PFCA で 230 社あった。 

 

(2) POPs 規制候補物質に関する分析代替が難しい用途等の情報の抽出・整理 
MCCP、長鎖 PFCA のそれぞれについて物質の名称を特定できた場合において、それらの

物質が含有又は使用されているものの代替困難と回答があった用途等についての情報を抽

出・整理した結果を以下に示した。 

 

 代替無しと回答のあった MCCP の用途等についての抽出・整理 
MCCP については 11 種の物質の名称が特定できた。リスクプロファイルに掲載された以

下の MCCP の用途を参考にして、国内企業において代替がないと回答された用途の情報に

ついて抽出し、分類・整理した。 

 PVC、接着剤、シーラント、塗料、コーティング剤の二次可塑剤 

 PVC ゴム化合物、ポリマー、接着剤、シーラント、塗料、繊維製品などの難燃

剤 

 金属加工油剤の極圧潤滑剤及び付着防止剤 

 塗料、コーティング、テキスタイル用の防水剤 

 製紙用カラーフォーマーのキャリア溶剤 

 皮革用脂肪液やカーボンレスコピー紙 

 高分子包装材（ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、ポリエチレン

等）食品関連製品、玩具、動物飼料用を含む物品 

 ヘッドホンなどの消費者向けケーブル、ラバーダックなどの玩具、台所用品、

ふきん（家庭用キッチンでの使用）、携帯電話の保護ケース、プールマットや縄

跳びなどの PVC 製品、衣類 

 プラスチック製のスポーツコートや人工芝、DIY 用スプレー、ポリウレタン発

泡剤 

 家具用繊維、使用済み自動車、廃電気・電子機器（WEEE）、PVC ケーブル、そ

の他いくつかの PVC 製品 

 自動車タイヤ、自動車タイヤから作られたゴム粒剤、ゴム粒剤から作られた遊

具タイル 

 

 代替無しと回答のあった長鎖 PFCA の用途等についての抽出・整理 
長鎖 PFCA については 30 種の物質の名称が特定できた。リスクプロファイルに掲載され

た以下の長鎖 PFCA の用途を参考にして、国内企業において代替がないと回答された用途

の情報について抽出し、分類・整理した。 

 界面活性剤 
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 ポリフッ化ビニリデン（PVDF）などのフッ素樹脂（ケーブル、電線、電子機器、建

設関連用途の材料の耐火性又は耐候性コーティング剤、パルプ・紙産業及び核廃棄

物処理などに使用）の生産 

 撥油、撥油性、撥水、撥汚染性を付与するためフルオロテトラマーベースの物質を

製造する際のビルディングブロックとして使用 

 電子物品（半導体等）及び医療機器（紫外線硬化歯科修復材料やコンタクトレンズ

の製造等） 

 コンピュータや電子製品の製造において機能性流体として使用 

 写真材料として使用 

 潤滑油（エンジンオイル、油圧作動油、グリースなど）及び塗料シール剤 

 自動車修理用製品や自動車ワックス及び研磨で使用 

 食品接触材料 

 プラスチック製ペットフード包装 

 再生紙食品包装材 

 非粘着性調理器具 

 家庭用カーペットケア液やフォーム 

 皿洗いやリンス剤 

 プリンターインク 

 窓の葉飾りなどのコーティングや窓ガラスフィルムなどの建築材料 

 床用ワックスや石材/タイル/木材用シーラント、糸状のシールテープやシールペース

ト 

 コーキング剤、塗料、コーティング剤、接着剤、床用ワックスに用いられる界面活

性剤 

 研磨剤、塗料、ラッカー、ニス 

 泡消火剤（AFFF） 

 泡消火剤（AFFF）の調製に使用されるフルオロカーボン界面活性剤 

 スキーワックス/グライダー又はその原材料 

 化粧品、サンクリーム、デンタルフロス及び/又はボディローション 

 曇り止めスプレーと布 

 子供用チャイルドシートの生地及び発泡体、発泡体と生地の積層複合物 

 大人/子供のアウターウェアや乳幼児/子供用スタイなどのアパレル商品 

 屋外用繊維製品（ジャケット、手袋等）や皮革 

 医療用衣服及び消防士の出足具 

 繊維保護剤、繊維含浸剤及びカーペット保護剤 

 家庭用繊維製品（カーテン、ベッドカバー/リネン、掛け布団、カーペット、テーブ

ルクロス等）、屋外用繊維、含浸／防水剤、工業用高分子材料（カーペットプロテク

ター） 

 布/繊維（日よけ、公共交通機関の座席カバー、海洋塗布） 
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(3) POPs 条約事務局への情報提供資料案の作成 
経済産業省を通じて国内の業界団体や企業に確認をしながら、POPs 条約事務局へ提供する

ため既定の様式に(1)で整理した内容に基づいて情報を記入するとともに、英訳案を作成した。

以下に作成した情報提供資料案（日本語及び英訳の併記したもの）の該当箇所のみ抜粋して

示す。 

 

MCCP に関する情報提供資料案（抜粋） 

 

Additional Annex E information 

(i) Production data, 

including quantity and 

location 

過去 4 年間の日本での製造・輸入量の合計は以下のとおり。 

The total production and import volumes from FY2017 to FY2020 in 

Japan are as follows. 

2017 年度：306 トン 

2018 年度：2 907 トン 

2019 年度：2 855 トン 

2020 年度：2 507 トン 

FY 2017: 306 t 

FY 2018: 2 907 t 

FY 2019: 2 855 t 

FY 2020: 2 507 t 

(ii) Uses 国内企業に対する調査の結果、航空機、半導体製造装置、医療機器

などの部品の製造時に使用する金属加工油の添加剤としての用途

が判明した。 

Based on the surveys of domestic companies, major uses are additives for 

metal working oils used in the manufacturing processes of parts for 

aircraft, semi-conductor manufacturing equipment and medical 

equipment, etc. 

(iii) Releases, such as 

discharges, losses and 

emissions 

 

 

(b) Alternatives (products and processes) (provide summary information and relevant references): 

(i) Describe alternatives  下記の非常に幅広い用途において、代替の検討に長期間が必要で

ある。具体的な代替品や代替プロセスに関する情報はない。 

Years of consideration is required to evaluate alternatives in the following 

vast range of use. There is no information on specific alternative products 

and processes. 
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摩擦面の接触圧力が高く、油膜の破断が起こりやすい潤滑状態の

金属加工で使用される加工油への添加剤。これらの金属加工油を

使用する製造プロセスが存在する製品の例を以下に列挙する。 

Additives to processing fluids used in metal processing under lubrication 

conditions where contact pressure on friction surfaces is high and/or oil 

film breakage is likely to occur. Examples of products for which there are 

manufacturing processes using such metal processing fluids are listed 

below. 

･ 原動機で作動する機械器具や装置（自動車、オートバイ、航空

機、船舶、農業機械、建設機械、産業用機械などを含む）の部品 

· Parts, components and modules of mobilized devices, equipment and 

appliances powered by a motor (including vehicles/cars, motorcycles, 

airplane/aeroplane, ships, agricultural machinery, construction 

machinery and industrial machinery); 

･ 医療用機器の部品 

· Parts of medical devices, equipment, and appliances; 

･ 半導体装置の部品 

· Parts of semiconductor devices and equipment; 

･ 電気電子機器の部品 

· Parts of electrical and electronic devices, equipment, and appliances; 

･ 電池の部品 

· Parts and components of batteries. 

 

上記を含めた長寿命の旧型の機器や装置の故障に備えた旧型予備

部品の製造にも MCCP 含有加工油が使用されている。そのため、

適用除外が認められない場合、これらの部品の供給が滞ることと

なる。 

MCCP-containing processing fluids are also used in the manufacturing 

processes of legacy spare parts in case of breakdowns of legacy equipment 

and device with a long service life, including the products listed above. 

Therefore, if the specific exemption is not applied, the supply of these 

parts will be disrupted. 

(ii) Technical feasibility 下記の理由により、代替措置の検証に長期間（場合によっては約

10 数年）を要するため、(b)(i)で記載した非常に幅広い用途におい

て、代替の検討が必要な状況である。 

Verification of alternative measures requires long period of time (in some 

cases for about a decade or more) for the following reasons, 

29



 

considerations of alternatives are necessary for the very wide range of 

uses described in (b)(i). 

･ 摩擦面の接触圧力が高く、油膜の破断が起こりやすい潤滑状態

で行われる重加工では、硫黄系極圧添加剤や LCCP という既存

代替品が技術的に適合できないこと（LCCP には MCCP が副産

物として含まれる） 

· The existing alternatives such as sulphur-based extreme pressure 

additives and LCCP (LCCP contains MCCP as a by-product) are 

technically incompatible in heavy processing under lubrication 

condition, where contact pressure on friction surfaces is high and oil 

film breakdown is likely to occur. 

･ プレス・切削加工メーカーが膨大にあることから、加工油に求

めるニーズも多岐にわたり、MCCP 含有加工油メーカー1 社あ

たり 1000 種を超えるタイプの製品を製造している場合もある

ため、全製品の代替措置の完了までに非常に時間がかかること 

· The vast number of metal stamping and cutting manufacturers exists, 

which means that there is a wide range of needs for quality of 

processing oils, and each MCCP-containing processing oil 

manufacturer may produce over 1000 different types of products. 

Therefore, it is very time-consuming to complete alternative measures 

for all products. 

(iii) Costs, including 

environmental and health 

costs 

広範な産業分野での代替評価の実施コストが膨大で、多くの代替

製品で従来品よりもコストアップになる可能性があるが、影響を

受ける範囲があまりに膨大であり、まだ検証が完了していない。 

The costs for carrying out alternative assessments in a wide range of 

industrial sectors are enormous, and many alternative products potentially 

cost more than conventional products. However, the scope of impact is so 

vast that verification has not yet been completed. 

開発途上国においては、インフラ設備に関連した旧型の機器や装

置の部品の故障へ対応できなくなることや、旧型の農業用機械が

使用できなくなることで農業生産性の低下を招くなどの影響も考

えられる。 

In developing countries, the impacts could include the inability to respond 

to the failure of parts/components of legacy equipment and devices related 

to infrastructure facilities, and the loss of agricultural productivity due to 

the inability to use legacy agricultural machineries. 

(iv) Efficacy  硫黄系極圧添加剤や LCCP の代替品としての有効性は低く、別の

代替品の探索やその有効性の検証を行っている。 
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Sulphur-based extreme pressure additives and LCCPs are less effective as 

substitutes. Therefore, the search for other alternatives and verification of 

their effectiveness is underway. 

(v) Risk 代替可能性のある LCCP には MCCP が副産物として含有されてい

る。 

LCCPs, potential alternative of MCCPs, contain MCCPs as a by-product. 

日本国内における新たな MCCP の代替物質の製造や輸入にあたっ

ては、POPs 性状のものが導入されないよう国内法令で規制されて

おり、代替品による環境や労働環境のリスクは低いと推定される。 

The production and import of new MCCP substitutes in Japan are 

regulated by domestic laws to ensure that those with POPs properties are 

not introduced. Therefore, the risks to the environment and working 

environment by the alternatives are estimated to be low. 

(vi) Availability 現時点で、国内で利用可能な代替品となる極圧添加剤は、見つかっ

ていない。 

No alternative is available at present for extreme pressure additives in 

Japan. 

(vii) Accessibility 現時点で、国内で利用可能な代替品となる極圧添加剤は、見つかっ

ていない。 

No alternative is available at present for extreme pressure additives in 

Japan. 

 
 

(c) Positive and/or negative impacts on society of implementing possible control measures  (provide 

summary information and relevant references): 

(i) Health, including 

public, environmental and 

occupational health 

医療用機器の部品の製造が滞ることにより診断や診療における医

療サービスの低下が懸念される。 

There is a concern about the reduction of medical services, such as 

diagnosis, treatment, and therapy as a result of delays in the production of 

parts for medical equipment. 

(ii) Agriculture, including 

aquaculture and forestry 

農業用機械、林業用機械の部品の製造が滞ることにより、農林業へ

の影響が懸念される。 

There is a concern about the impact on the agriculture and forestry 

industries as a result of delays in the manufacture of components for 

agricultural and forestry machineries. 

(iii) Biota (biodiversity)   

 

(iv) Economic aspects 産業用機械、運送用機械の部品の製造が滞ることにより多くの製
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造業において生産性が低下し、材料や部品などの輸送も滞り、産業

全体に影響することが懸念される。 

There is a concern about the impact on the industry as a whole, as the 

disruption to the manufacture of parts for industrial and transport 

machineries will reduce productivity in many manufacturing industries 

and will also disrupt the transport of materials and parts. 

(v) Movement towards 

sustainable development 

 

 

(vi) Social costs  

 

 

 

長鎖 PFCA に関する情報提供資料案（抜粋） 

 

Additional Annex E information 

(i) Production data, 

including quantity and 

location 

 

(ii) Uses 国内企業に対する調査の結果、下記の用途が新たに判明した。 

The following uses were newly identified as a result of the survey to the 

domestic companies. 

長鎖 PFCA 

Long-chain PFCAs 

· 食塩電解用イオン交換膜 

· Ion exchange membranes for salt electrolysis 

長鎖 PFCA の関連物質 

Related compounds to long-chain PFCAs 

· 半導体製造装置とその部品、および稼働に必要なマテリアル 

· Semiconductor manufacturing equipment and its components, and 

materials required for those operation. 

· 電子部品・電子機器の品質評価試験用のフッ素系不活性液体 

· Inactive/inert fluorine liquid for reliability testing of electric 

components and electronic and electronic equipment (EEE) 

· 閉鎖系に使用される熱媒体 

· Heat medium/media in an enclosed environment 

· 医療用機器において、光学的特性と熱媒体の性能の両立が必要

な熱媒体 

· Heat medium requiring both optical properties and heat-transfer 
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performance for medical devices  

· 蛍光検出による分析機器の屈折液 

· Refractive medium/media in analysis equipment for detecting 

fluorescence 

· コンデンサーやケーブルへのマーキング用インキ 

· Inks for marking capacitors and cables 

(iii) Releases, such as 

discharges, losses and 

emissions 

 

 

(b) Alternatives (products and processes) (provide summary information and relevant references): 

(i) Describe alternatives  下記の用途において、具体的な代替品や代替プロセスがないこと

から、適用除外が必要な状況である。 

Specific exemptions are required for the following applications since no 

specific alternative products and/or processes are available at this time. 

 

· ふっ素樹脂製品製造工程に使用される潤滑剤 

· Lubricants used in fluoropolymer product manufacturing processes; 

· 半導体製造用装置の部品/材料 

· Parts and/or materials for semiconductor production devices, 

equipment, and appliances; 

· 電気・電子機器の部品/材料 

· Parts and/or materials for electrical and electronic devices, equipment, 

and appliances; 

· 医療用機器及び資材の原材料又は製造工程での使用（光学的特

性と熱媒体の性能の両立が必要な熱媒体を含む） 

· Raw materials or manufacturing processes of medical devices and 

materials (including heat medium requiring both optical properties and 

heat-transfer performance). 

· 電子部品・電子機器の品質評価試験用のフッ素系不活性液体 

· Inactive/inert fluorine liquid for reliability testing of electric 

components and EEE 

· 閉鎖系に使用される熱媒体 

· Heat medium/media in an enclosed environment 

· 蛍光検出による分析機器の屈折液 

· Refractive medium/media in analysis equipment for detecting 

fluorescence 

· コンデンサーやケーブルへのマーキング用インキ 
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· Inks for marking capacitors and cables 

 

上記のような機器や装置の故障に備えた補修用部品に適用除外が

認められない場合、これらの部品の供給が滞ることとなる。 

If the specific exemption does not apply to legacy spare parts in case of 

failure of equipment and devices mentioned above, the supply of these 

parts may be disrupted. 

(ii) Technical feasibility (b)(i)で記載した用途においては、下記の理由により、直ちに代替が

困難な状況である。 

Regarding the applications listed in (b)(i), substitutions are challenging 

due to the following reasons. 

· 同等の機能や効果を有する代替品又は代替プロセスの探索、開

発、検証に時間を要するため 

· A long period of time is required for the search, development and 

verification of alternative products or processes with equivalent 

functions and effects. 

· 不純物として低濃度で含有する場合には技術的に除去が困難な

ため 

· It is technically difficult to remove impurities or by-products which 

content is very low. 

· 医療用機器及び資材の原材料や製造工程における変更は国によ

る承認が必要となるため 

· Changes in raw materials or manufacturing processes of medical 

devices and materials require approval by national authority. 

 

電子部品・電子機器の品質評価試験用のフッ素系不活性液体に関

しては不活性であり、電子部品を腐食・変質させることがなく、試

験後の洗浄も不要であるためで、広く気密性試験の試験槽の媒体

に使用される。このような、沸点が高く、不活性な物質の代替え品

を見つかっていない状況。 

Regarding inactive/inert fluorine liquids for reliability testing of electric 

components and EEE, alternative to inert substances with a high boiling 

point has not been identified. Fluorine-based inert liquids containing long-

chain PFCA are widely used as test chamber media in hermeticity tests, as 

they do not corrode or alter electronic components and do not require 

cleaning after testing. 

医療機器用途の熱媒体は、一定に温度を保つことに加え、光学特性

を一定に保つ特性を必要とするが、2 つの特性を両立する代替品が
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見つかっていない状況。 

Heat media for medical device applications require both optical property 

and property of maintaining constant temperature. Alternative which has 

both properties at the same time has not been identified. 

蛍光検出による分析機器の屈折液に関しては、分析カラムへの

レーザ入射効率を同等に保つことが出来る他の代替品が見つかっ

ていない状況。 

Regarding refractive medium/media in analysis equipment for detecting 

fluorescence, no alternative has been identified which can maintain the 

same efficiency of laser incidence to the analysing column. 

(iii) Costs, including 

environmental and health 

costs 

代替品では従来品よりもコストアップになる可能性があるが、ま

だ検証が完了していない。 

Alternative products may cost more than conventional products, but 

verification has not yet been completed. 

(iv) Efficacy  代替品の有効性の検証を行っている途上である。 

Verification of the effectiveness of alternatives is in progress. 

(v) Risk 日本国内における新たな PFCA の代替物質の製造や輸入にあたっ

ては、POPs 性状のものが導入されないよう国内法令で規制されて

おり、代替品による環境や労働環境のリスクは低いと推定される。 

The production and import of new PFCA substitutes in Japan are regulated 

by domestic laws to ensure that those with POPs properties are not 

introduced. Therefore, the risks to the environment and working 

environment by the alternatives are estimated to be low. 

(vi) Availability (b)(i)で記載した用途においては、現時点で、国内で利用可能な代替

品や代替プロセスは、見つかっていない。 

For the uses described in (b)(i), no alternative products or processes are 

available in Japan at present. 

(vii) Accessibility (b)(i)で記載した用途においては、現時点で、国内で利用可能な代替

品や代替プロセスは、見つかっていない。 

For the uses described in (b)(i), no alternative products or processes are 

available in Japan at present. 
 

(c) Positive and/or negative impacts on society of implementing possible control measures  (provide 

summary information and relevant references): 

(i) Health, including 

public, environmental and 

occupational health 

医療用機器及び資材の製造が滞ることにより診断や治療における

医療サービスの低下が懸念される。 

There is a concern about the reduction of medical services, such as 

diagnosis, treatment, and therapy as a result of delays in the production of 
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medical equipment and materials. 

(ii) Agriculture, including 

aquaculture and forestry 

 

(iii) Biota (biodiversity)   

 

(iv) Economic aspects 半導体や電気・電子機器の部品が滞ることにより、これらを使用し

た多くの電気・電子機器の供給が滞り、産業全体に影響することが

懸念される。 

There is concern that a disruption in the supply of parts for semiconductors 

and electrical and electronic devices could impact the entire industry, as 

the supply of many electrical and electronic devices using these parts 

would be disrupted. 

(v) Movement towards 

sustainable development 

 

 

(vi) Social costs  

 
 

 
 
3.1.3 今後提案される可能性のある化学物質に関する調査 

今後の POPRC で新規に POPs 候補物質として提案される可能性のある化学物質については、

これまでの新規提案国が EU 又は EU 加盟国が多かったことを踏まえると、欧州において、難分

解性、生物蓄積性、有害性について評価された化学物質になる可能性が高いと考えられる。 

そこで、REACH 規則（Regulation（EC）No 1907/2006）において、以下の(a)から(f)に示す 6

つの基準（第57条で規定）に基づき指定される高懸念物質（Substances of very high concern; SVHC）

を候補として、特に難分解性や生物蓄積性（(d)又は(e)）、有害性（(a)、(b)又は(c)）により SVHC

とされた有機物質を調査対象とすることとした。 

(a) 発がん性物質（CLP 規則のカテゴリー1A 又はカテゴリー1B の基準を満たす物質） 

(b) 変異原性物質（CLP 規則のカテゴリー1A 又はカテゴリー1B の基準を満たす物質） 

(c) 生殖毒性物質（CLP 規則のカテゴリー1A 又はカテゴリー1B の基準を満たす物質） 

(d) REACH 規則の附属書 XIII に定める基準に従って難分解性、生体蓄積性及び有害性を有

する物質 

(e) REACH 規則の附属書 XIII に定める基準に従って、極めて難分解性で高い生体蓄積性を

有する物質 

(f) 内分泌かく乱性を有するか、又は難分解性、生体蓄積性及び毒性を有するか、又は極め

て難分解性で高い生体蓄積性を有するような物質であって、（d）又は（e）の基準を満た

さないが、（a）から（e）に列記した他の物質と同等レベルの懸念を生じさせるような、

人又は環境に対する深刻な影響をもたらすおそれがあるとの科学的証拠があり、かつ第

59 条に定める手続きに従って個別に特定される物質 

本年度中（令和 4 年 4 月以降）に追加で指定された 9 種の SVHC（表 3.1-12）のうち、上記の
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条件に合致するのは、「ペルフルオロヘプタン酸及びその塩」のみであることから、ペルフルオ

ロヘプタン酸（以下、「PFHpA」）（CAS 番号：375-85-9）を対象に国内外の規制措置や代替方法

等に関する情報を収集し整理することとした。

表 3.1-12 令和 4 年 4 月以降に指定された REACH 規則の SVHC 

物質名 分類（第 57 条） 
N-(ヒドロキシメチル）アクリルアミド 発がん性、変異原性

1,1'-[エタン-1,2-ジイルビスイソオキシ]ビス[2,4,6-トリブロモベンゼ

ン]

vPvB 

2,2',6,6'-テトラブロモ-4,4'-イソプロピリデンジフェノール 発がん性

4,4'-スルホニルジフェノール 生殖毒性、第 57 条（f） 

メタホウ酸バリウム 生殖毒性

テトラブロモフタル酸ビス(2-エチルヘキシル) （個々の異性体及び

／又はその組み合わせのいずれかをカバーしたもの）

vPvB 

4-ヒドロキシ安息香酸イソブチル 第 57 条（f） 

メラミン 第 57 条（f） 

ペルフルオロヘプタン酸及びその塩 生殖毒性、PBT、vPvB、

第 57 条（f） 

2,2,3,3,5,5,6,6-オクタフルオロ-4-(1,1,1,2,3,3,3-ヘプタフルオロプロパ

ン-2-イル)モルホリンと 2,2,3,3,5,5,6,6-オクタフルオロ-4-(ヘプタフル

オロプロピル)モルホリンの反応生成物

vPvB 

(1) PFHpA の国内規制状況

PFHpA は、化審法における既存化学物質である（J-check より）。

(2) PFHpA の海外規制状況

WHO 飲料水水質ガイドライン作成のための背景文書 
2022 年 9 月に、WHO 飲料水水質ガイドライン作成のための背景文書「飲料水中の PFOS

及び PFOA」が公表されている 8。この背景文書では、PFOS 及び PFOA を含めたおよそ 30

種類の PFAS 関連物質が、現在の利用可能な方法で測定でき、集団として PFAS を管理する

ことは、これらの曝ばく露を減らす有効な手段であることから、「総 PFAS」として 500ng/L

を提案しており、PFHpA は EPA method や ISO の分析方法で測定可能な物質の例として記

載されている。

8 https://www.cmbg3.com/library/WHO-Draft-Drinking-Water-Document.pdf 
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 各国の飲料水に関する目標値等 
カナダ保健省により、PFHpA の飲料水スクリーニング値が 200ng/L と設定されている 9。

飲料水スクリーニング値は、迅速な対応が必要で既存の正式なガイドラインがない場合に、

連邦省庁または州や準州の要請で作成される。 

上記の WHO 飲料水水質ガイドライン作成のための背景文書によると、スウェーデン国

家食品庁が飲料水の水質基準値として 11 種の PFAS の合計値が 90ng/L を設定しており、

PFHpA も含まれている。 

 

 欧州委員会 
欧州委員会（EC）は 2022 年に「持続可能性に向けた化学品戦略(Chemical Strategy for 

Sustainability)」を策定しており、そのなかで PFAS への具体的な対策の 1 つとして、水、持

続可能な製品、食品、産業排出物、廃棄物に関する関連法規の下でグループアプローチを

適用して対処する方針が示されている 10。同年 10 月には、欧州委員会より水枠組指令、地

下水指令、環境品質基準指令の改定案 11が公表され、24 種の PFAS の合計値（PFOA 等量

換算 12）で地下水、表層水、生物体の環境品質基準が以下のとおり提案されている。 

地下水の年間平均濃度：4.4ng/L 

表流水の年間平均濃度：4.4ng/L 

生物体の含有量：77ng/kg 湿重 

 

 米国環境庁(USEPA) 
USEPA は 2022 年 11 月に、安全飲料水法（Safe Drinking Water Act）に基づき、第 5 次汚

染物質候補リスト（Fifth Contaminant Candidate List, CCL 5）の最終版を公表している。この

リストには per- and polyfluoroalkyl substances（PFAS）が含まれており、その定義は PFOS や

PPOA を除いて以下の 3 つの構造のうち少なくとも 1 つを含む化学物質となっていること

から、PFHpA も対象となる。 

1. R-(CF2)-CF(R')R' CF2 及び CF 部分は両方とも飽和炭素であり、R 基はいずれも水素で

あってはならない 

2. R-CF2OCF2-R' CF2 部分は両方とも飽和炭素であり、R 基のいずれも水素であって

はならない 

3. CF3C(CF3)RR' すべての炭素は飽和であり、R 基はいずれも水素であってはならな

い 

なお、汚染物質候補リスト（CCL）には、公衆衛生上の影響度（有害性と存在量）により未

規制の汚染物質として掲載される。掲載後は、モニタリングデータ、リスク評価やその他関

連情報を用いて優先順位付けが行われる。次に、USEPA が以下の 3 つの基準に基づいて第 1

 
9 https://scottreid.ca/wp-content/uploads/2016/03/Health-Canada-PFAS-Screening-Values-Fact-Sheet-EN.pdf 
10 https://ec.europa.eu/environment/pdf/chemicals/2020/10/Strategy.pdf 
11 https://environment.ec.europa.eu/publications/proposal-amending-water-directives_en 
12 欧州食品安全機関（EFSA）の設定した耐容週間摂取量（TWI）に基づいて、PFOA の相対効力係数（RPF; 

Relative Potency Factor）を 1.0 とした場合の各 PFAS の RPF を用いた相対毒性アプローチで算出する。PFHpA
の RPF は 0.505。 
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種飲料水規則（NPDWR; National Primary Drinking Water Regulation）の策定を開始する物質か

どうか決定されることとなる。（2023 年 3 月 14 日に 6 種の PFAS についての NPDWR が公表

されたが、PFHpA は対象外であった。） 

 当該汚染物質が、人々の健康に有害な影響を及ぼすかどうか 

 当該汚染物質が存在しているか、又は当該汚染物質が公衆衛生上の懸念となる頻度及

びレベルで公共水道に存在するようになる可能性が高いかどうか 

 EPA 長官だけの判断で、当該汚染物質を規制することが、公共水道による健康リスク

低減のための重要な機会となるかどうか 

 

(3) PFHpA の用途及び代替 
ECHA13によると、PFHpA 単体の製品は製造輸入されておらず、商業的な用途はないとされ

ている。一方で、PubChem14には用途の情報として、以下の記載がある。 

 撥水剤としての使用。 

 長鎖パーフルオロアルカンカルボン酸およびその塩は、低濃度でも水、水溶液、有機

液体の表面張力（表面エネルギー）を大きく低下させる界面活性剤である。これらの

酸（C6-C12）およびその誘導体は、湿潤剤、分散剤、乳化剤、発泡剤として使用され

ている。 

従って、本物質が POPs 条約の附属書に掲載された場合、炭素鎖 7 を含むある程度の炭素

鎖の幅をもったパーフルオロアルカンカルボン酸の成分が含有される撥水剤、湿潤剤、分散

剤、乳化剤、発泡剤については、他の成分又は製品に代替されるものと想定される。なお、

具体的な代替物質や代替品に関する情報は得られなかったが、3.1.1 (1)で REACH 規則に基づ

く制限を提案されている PFCA の代替評価結果を参考にすると、PFHpA を成分の一つとして

いる PFAS 製品の一部で、代替に長期間が必要である用途などが出てくることを想定してお

く必要がある。 

  

 
13 ECHA (2022): Member State Committee support document for identification of PERFLUOROHEPTANOIC ACID AND 

ITS SALTS AS SUBSTANCES OF VERY HIGH CONCERN BECAUSE OF  ITS TOXIC FOR REPRODUCTION 
(ARTICLE 57C),PBT (ARTICLE 57D),VPVB (ARTICLE 57E),EQUIVALENT LEVEL OF CONCERN HAVING 
PROBABLE SERIOUS EFFECTS TO HUMAN HEALTH (ARTICLE 57(F) - HUMAN HEALTH),EQUIVALENT LEVEL 
OF CONCERN HAVING PROBABLE SERIOUS EFFECTS TO THE ENVIRONMENT (ARTICLE 57(F) - 
ENVIRONMENT) PROPERTIES. Available at: https://echa.europa.eu/documents/10162/0eb7e7f6-a1a1-831e-4d0d-
e13c1b13c28a 

14 https://pubchem.ncbi.nlm.nih.gov/compound/67818 
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3.2 POPs 条約及び PIC 条約の関連会議における対応 

 

3.2.1 第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10 第二部） 
第 10 回 POPs 条約締約国会議（COP10 第二部）は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

オンライン（令和 3 年 7 月開催）及び対面セグメント（令和 4 年 6 月開催）の 2 段階で行われ

ることとなり、令和 4 年 6 月 6 日～6 月 10 日にジュネーブ（スイス）にて開催された同会議に

は静岡大学の金原和秀教授に国内有識者として参加いただいた。 

COP10 第二部へ参加いただいた金原和秀教授からの報告（以下、「金原報告」）に基づく COP

における検討状況などから、今後の POPs 条約への附属書掲載候補物質の検討に資する情報を

抽出し、考察した。 

 

(1) COP での適用除外の新たな提案について 
金原報告によると、PFHxS の附属書Ａへの掲載に関してタイやイランから新たな適用除外

の適用について提案が出されたが、参加者からの COP での適用除外の提案は相応しくないと

の反応がうかがえる。 

近年は、むやみに適用除外を増やさないようにするという姿勢がうかがえ、今後は、COP

に先立って開催される POPRC において、提案物質のリスク管理評価案を検討する最終段階

で適用除外の必要性が認められなかった場合は、附属書に適用除外を記載することが困難と

なることが推察される。 

従って、これまでより早い段階で、国内企業における代替可能性の低い又は代替に長期間

が必要といった用途があるのかを調査し、ある場合はその用途の詳細について把握する必要

があると考えられる。 

 

(2) 関連物質の例示リストについて 
金原報告によると、PFHxS の塩及び関連物質の例示リストについては、日本側から PFHxS

に分解しないものが含まれている懸念を示しても、予防的アプローチの観点から同リストの

修正等に賛成しない参加者が大勢を占めていて、実際の修正等には至っていない。 

これは、化学物質の管理において、実際のリスクは不明確だが有害である可能性がある時

点で規制するというような、欧州における予防原則の考え方を適用することが標準的になっ

ていることを裏付けていると考えられる。したがって、環境中で親物質にならない明確な科

学的論拠を示すことができれば、例示リストから除外される物質も出てくると考えられる。

現行の例示リストに挙げられていて、国内企業や業界団体においてこうした科学的根拠があ

る物質があり、適用除外用途にしたいという要望があるのであれば、例示リストからの除外

を提案することも一つの方法になり得る。なぜなら、「POPs だけど適用除外したい用途があ

る」よりも「関連物質（＝POPs）でないという根拠がある」という主張の方がより高い説得

力を持つ上に、日本が適用除外を増やしたがっているというような悪い印象を持たれる可能

性が低くなると考えられるからである。 

従って、関連物質のみの用途で適用除外を得たい場合は、必要に応じてその関連物質が本

当に環境中で親物質に分解又は変化するのかを詳細に試験するといった対応も一つの選択肢
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になる可能性があると考えられる。 

 

3.2.2 第 18 回残留性有機汚染物質検討委員会（POPRC18） 
POPs 条約対象物質への追加を提案された候補物質を検討するために設置された第 18 回残留

性有機汚染物質検討委員会(POPRC18)が、令和 4 年 9 月 26～30 日に対面形式で開催された。以

下に POPRC18 の結果概要を報告する。 

 

(1) 議事次第 
POPRC18 の議事次第及び検討内容を表 3.2-1 に示す。 

 

表 3.2-1 POPRC18 の議事次第及び検討内容 

議題 検討内容の概要 会議資料* 

1 開会 2023 年 9 月 26 日（月）開会。 － 
2 組織事項 
 (a) 議題の採択 事務局より提示された議題案が採択された。 1 
 (b) 作業の構成 会合の暫定スケジュール等について確認。必

要に応じて Contact Group、Drafting Group 及

び Friends of the Chair Group を設置し、検討

を進めることが確認された。 

INF/1 
INF/2 

3 メンバー交代 メンバーの交代に関する説明。 INF/3 
4 本委員会の作業に関連

する第 10 回締約国会

議の結果 

2022 年 6 月 6 日～17 日に開催された COP10
の結果のうち、POPRC の作業に関する内容

が紹介された。 

INF/4 

5 技術的課題 
(a) リスク管理評価書案の検討 
(i) デクロランプラス 会期間作業グループが作成したデクロラン

プラスのリスク管理評価書案について検討

した。 

2、2/Add.1、
INF/5、INF/6、
INF/23 

(ii) UV-328 会期間作業グループが作成した UV-328 の

リスク管理評価書案について検討した。 
3、3/Add.1、
INF/7 

(b) リスクプロファイル案の検討 
(i) クロルピリホス 会期間作業グループが作成したクロルピリ

ホスのリスクプロファイル案を検討。 
4、INF/4、
INF/8、INF/9 

(ii) 塩素化パラフィ

ン（炭素数 14～17
で塩素化率 45 重

量%以上のもの） 

会期間作業グループが作成した塩素化パラ

フィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%
以上のもの）のリスクプロファイル案を検

討。 

5、5/Add.1、
INF/10、INF/11 

(iii) 長鎖ペルフルオ

ロ カ ル ボ ン 酸

(PFCA)、その塩及

び関連物質 

会期間作業グループが作成した長鎖ペルフ

ルオロカルボン酸（PFCA）、その塩及び関連

物質のリスクプロファイル案を検討。 

6、6/Add.1、
INF/12、
INF/13、INF/14 

(c) DecaBDE 及び

SCCPs の個別の適用

附属書 A に掲載されている DecaBDE 及び

SCCPs の個別の適用除外に関する報告書の

7、INF/15、
INF/16、
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議題 検討内容の概要 会議資料* 

除外に関連する情報

の検討 
更新に係る作業計画案について検討された。 INF/17、INF/18 

(d) 附属書 B 第 III 部
第 5 項及び第 6 項に

準じた PFOS、その

塩及び PFOSF の評

価プロセス 

附属書 B 第 III 部第 5 項及び第 6 項に準じた

PFOS、その塩及び PFOSF の評価に係る作業

計画等について検討された。 

8、INF/19、
INF/20 

(e) 長距離移動性 長距離移動性に関する文書について検討さ

れた。 
9、INF/21、
INF/22 

6 会期間（POPRC18～
POPRC19）の作業計

画 

POPRC18 と POPRC19 の間に行われる会期

間の作業計画案を検討し、採択された。 
10 

7 POPRC19 の開催日程

及び開催場所 
POPRC19 の開催日程及び開催場所について

検討及び決定した。 
- 

8 その他の事項 POPRC メンバーによる提案はなかった。 - 
9 報告書の採択 POPRC18 の報告書案について検討及び採択

された。 
- 

10 閉会 2022 年 9 月 30 日（金）に閉会した。 - 
* 会議資料は UNEP/POPS/POPRC.18/の後の番号を記載 

 

(2) 主な議題の検討結果の概要 

以下に、POPRC18 の主な議題の検討結果を示す。 

 

 議題 5(a)(i) デクロランプラスのリスク管理評価書案の検討 
会期間作業グループが作成したデクロランプラスのリスク管理評価書案について、その

内容を検討し、適用除外ありで附属書 A に掲載することを締約国会議に勧告することの是

非が議論された。リスク管理評価書案の修正及び個別の適用除外の範囲に関する発言は

あったが、締約国会議への勧告に反対する意見はなかったことから、リスク管理評価書案

を修正した上で、個別の適用除外ありで附属書 A に掲載すること締約国会議に勧告するこ

とが採択された。 

その他、日本を含む締約国や業界団体等から提供された情報を踏まえて、個別の適用除

外に指定する用途及びその年限についての報告があった。個別の適用除外を必要とする分

野が多岐にわたることから、各分野で DP が使用されている部品を例示することとなり、

個別の適用除外の一つである宇宙分野から、使用部品例の情報提供があった。 

 

 議題 5(a)(ii) UV-328 のリスク管理評価書案の検討 
会期間作業グループが作成した UV-328 のリスク管理評価書案について、その内容を検

討し、適用除外ありで附属書 A に掲載することを締約国会議に勧告することの是非が議論

された。リスク管理評価書案の修正及び個別の適用除外に指定する用途やその年限に関す

る発言はあったが、締約国会議への勧告に反対する意見はなかったことから、リスク管理

評価書案を修正した上で、個別の適用除外ありで附属書 A に掲載すること締約国会議に勧
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告することが採択された。 

 

 議題 5(b)(i) クロルピリホス 
会期間作業グループが作成したクロルピリホスのリスクプロファイル案について、その

内容を検討し、長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動を

正当化するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうか議論された。 

POPRC17 に争点となったクロルピリホスの長距離移動性に加えて残留性についても、リ

スクプロファイル案に示されたデータとは異なる論文のデータに基づいた際にクロルピリ

ホスが両基準を満たさないという意見があり、POPRC18 でも議論されることになった。附

属書 F の段階に進むことを支持する意見もあったが、一部の国から反対意見が出たため、

附属書 E の結論について合意を得られなかったため、POPRC19 まで採択を延期することに

なった。 

 

 議題 5(b)(ii) 塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの） 
会期間作業グループが作成した塩素化パラフィンのリスクプロファイル案について、そ

の内容を検討し、長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動

を正当化するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうか議論され

た。 

POPRC17 において議論となった生物蓄積性のデータについて、リスクプロファイル案に

おいて新たに提示されたデータを含めて再度議論されることになった。その結果、一部の

国から生物蓄積性のデータについて懐疑的な意見も出たが、参照されたデータが OECD TG

に則ったものであったため、信頼性があると判断された。最終的に、修正されたリスクプ

ロファイル案及び附属書 F の段階に進むこと等を示した決議案が採択された。 

 

 議題 5(b)(iii) 長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物質 
会期間作業グループが作成した長鎖ペルフルオロカルボン酸(PFCA)、その塩及び関連物

質のリスクプロファイル案について、その内容を検討し、長距離にわたる自然の作用によ

る移動の結果として、世界的規模の行動を正当化するような人の健康又は環境に対する重

大な悪影響をもたらすかどうか議論された。 

POPRC17 において C19～C21 のデータが示されていないことについて多くの参加者から

懸念が示されたが、POPRC18 においても対象の範囲について議論された。必ずしもすべて

の実験データをそろえる必要もなく、モデルを用いた推定データを踏まえて総合的に判断

するという意見もあり、修正されたリスクプロファイル案及び附属書 F の段階に進むこと

等を示した決議案が採択された。 

 

 議題 5(c) DecaBDE 及び SCCPs の個別の適用除外に関連する情報の検討 
DecaBDE 及び SCCPs に関して、それぞれの適用除外をどのように変更するのかについ

て議論された。一部の国から現状での使用状況が報告され、POPRC の提言を踏まえて、

COP11 において検討されることを示した決議案が採択された。 
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 議題 5(d) 附属書 B 第 III 部第 5 項及び第 6 項に準じた PFOS、その塩及び PFOSF の評

価プロセス 
PFOS、その塩及び PFOSF の適用除外をどのように変更するのかについて議論された。

一部の国から現状での使用状況が報告された。決議案が採択され、POPRC の提言を踏まえ

て、COP11 において検討されることを示した決議案が採択された。 

 

 議題 5(e) 長距離移動性 
会期間作業グループが作成した長距離移動性のガイダンス案について、その内容を検討

した。多くの参加者が会期間作業グループの作業に謝意を示すとともに、当該文書の重要

性について発言があった。会期間作業グループを設置し、検討を継続する決議案が採択さ

れた。 

 

3.2.3 第 18 回化学物質検討委員会（CRC18） 
PIC 条約対象物質への追加を提案された候補物質を検討するために設置された第 18 回化学物質

検討委員会(CRC18)が、2022 年 9 月 19 日～23 日にローマ（イタリア）で対面形式で開催された。

（なお、CRC18 の開催に先立ち、pre-meeting が 2022 年 9 月 18 日に同所にて開催された。）以下

に CRC18 の概要を報告する。 

 

(1) 議事次第 
CRC18 の議事次第及び検討内容を表 3.2-2 に示す。 

 
表 3.2-2 CRC18 の議事次第及び検討内容の概要 

議題 検討内容の概要 会議資料* 
1 開会 2021 年 9 月 19 日（月）開会された。 － 
2 組織事項 
 (a) 議題の採択 事務局より提示された議題案を採択された。 1、1/Add.1 
 (b) 作業の構成 会合のシナリオメモ、暫定スケジュールについて確

認。必要に応じて、Contact Group 及び Drafting Group
を設置し検討を進めることを説明された。 

1/Add.1 
INF/1 
INF/2 

3 ロッテルダム条約

COP10 における成果

の報告 

2022 年 6 月 6 日～17 日に開催された COP10 の結果

のうち、CRC の作業に関する内容が紹介された。 
INF/31 
INF/32 

4 メンバー交代 メンバーの交代に関して説明された。 INF/3 
5 技術的課題 

(a) 決定指針文書案の検討  
(i) イプロジオン モザンビーク及び EU からの通報について検討し

た。 
3 
INF/4 

(ii) テルブホス モザンビーク及びカナダからの通報について検討し

た。 
4 
INF/5 

(b) 最終規制措置通 最終規制措置（Final Regulation Action, FRA）通報 2 
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議題 検討内容の概要 会議資料* 
報の事前審査に関す

る事務局からの報告 
の事前審査の実施状況について説明された。 6/Rev.1 

7/Rev.1 
(b) 最終規制措置の評価  
(i) アミトロール エクアドルからの通報について検討した。 5、INF/8 
(ii) カルバリル ボスニアヘルツェゴビナ、モザンビーク及びトルコ

からの通報について検討した。 
6、INF/10 
INF/11 
INF/12 

(iii) 四塩化炭素 エクアドルからの通報について検討した。 7 
INF/13 
INF/14 

(iv) クロフェンビン

ホス 
モザンビーク、ノルウェー及びトルコからの通報に

ついて検討した。 
8 
INF/15 
INF/16 
INF/17 

(v) メチダチオン トルコ、ウルグアイ及びモザンビークからの通報に

ついて検討した 
9 
INF/18 

(vi) 臭化メチル コロンビア及びインドネシアからの通報について検

討した。 
10、INF/19 
INF/20 
INF/21 

(vii) メチルパラチ

オン 
中国、インドネシア及びウルグアイからの通報につ

いて検討した。 
11、INF/22 
INF/23 
INF/24 

(viii) マイレックス エクアドル及びインドネシアからの通報について検

討した。 
12、INF/25 
INF/26 
INF/27 

(ix) パラコート マレーシア及びモザンビークからの通報について検

討した。 
13、INF/28 
INF/29 

(x) チオジカルブ トルコ及びモザンビークからの通報について検討し

た。 
14 
INF30 

6 PICCRC19 の開催日

程及び開催場所 
PICCRC19 の開催日程及び開催場所について説明さ

れた。 
 

7 その他の議題 委員会作業への効果的な参加を促進するための活動

及び新たな通報に関する会期間作業について検討さ

れた。 

 

8 報告書の採択 PICCRC18 の報告書案の確認及び採択された。  
9 閉会 9 月 23 日（金）閉会された。  

* 会議資料は UNEP/FAO/RC/CRC.18/の後の番号を記載 
 

(2) 主な議題の検討結果の概要 

ロッテルダム条約附属書 III 追加候補物質の検討に関して、以下に主な議題の検討結果の概

要を示した。 

 

決定指針文書案（DGD） 
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 議題 5(a)(i) イプロジオン 
提案された決定指針文書案（DGD）について検討を行い、修正された DGD が採択され、

COP11 に送付されることとなった。 

 

 議題 5(a)(ii) テルブホス 
提案された DGD について検討を行い、修正された DGD が採択され、COP11 に送付され

ることとなった。 

 

最終規制措置 

 議題 5(b)(i) アミトロール 
エクアドルの通報について検討を行い、附属書 II のクライテリアを全ては満たさないこ

とが合意された。附属書 II のクライテリアを満たすことが合意された EU からの通報のみ

であるため、新たな通報があるまで本物質に関して検討しないことが決定した。 

 

 議題 5(b)(ii) カルバリル 
モザンビーク、ボスニアヘルツェゴビナ及びトルコの通報について検討を行い、いずれ

も附属書 II のクライテリアを全て満たすとの合意に至らなかった。この結果を踏まえて、

次回 PICCRC19 にてモザンビークの通報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

 議題 5(b)(iii) 四塩化炭素 
エクアドルの通報について検討を行い、附属書 II のクライテリアの全てを満たすとの合

意に至らなかった。附属書 II のクライテリアを満たすことが合意されたのはカナダからの

通報のみであるため、新たな通報があるまで本物質に関して検討しないことが決定した。 

 

 議題 5(b)(iv) クロフェンビンホス 
モザンビーク、ノルウェー及びトルコの通報について検討を行い、ノルウェーについて

は附属書 II のクライテリアを全て満たすことが合意された一方で、モザンビーク及びトル

コの通報については附属書 II のクライテリアを満たすとの合意に至らなかった。この結果

を踏まえて、ノルウェーの通報について最終規制措置の決議案が採択され、次回 PICCRC19

にてモザンビークの通報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

 議題 5(b)(v) メチダチオン 
モザンビーク、ウルグアイ及びトルコの通報について検討を行い、いずれも附属書 II の

クライテリアを全て満たすとの合意に至らなかった。この結果を踏まえて、次回 PICCRC19

にてモザンビークの通報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

 議題 5(b)(vi) 臭化メチル 
コロンビア及びインドネシアの通報について検討を行い、コロンビアについては附属書

II のクライテリアを全て満たすことが合意された一方で、インドネシアの通報については
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附属書 II のクライテリアを満たすとの合意に至らなかった。この結果と附属書 II のクライ

テリアを全て満たすことが合意されたオランダの通報を踏まえて、次回 PICCRC19 までに

DGD を作成することとなり、DGD に関する会期間 DG（ドラフティンググループ）が設置

されることが決定した。会期間 DG の座長はアンティグア・バーブーダ、ドラフターはス

イスが務める。 

 

 議題 5(b)(vii) メチルパラチオン 
中国、インドネシア及びウルグアイの通報について検討を行い、いずれも附属書 II のク

ライテリアを全て満たすとの合意に至らなかった。附属書 II のクライテリアを満たすこと

が合意されたのは EU からの通報のみであるため、新たな通報があるまで本物質に関して

検討しないことが決定した。 

 

 議題 5(b)(viii) マイレックス 
エクアドル及びインドネシアの通報について検討を行い、いずれも附属書 II のクライテ

リアを全て満たすとの合意に至らなかった。附属書 II のクライテリアを満たすことが合意

されたのはカナダからの通報のみであるため、新たな通報があるまで本物質に関して検討

しないことが決定した。 

 

 議題 5(b)(ix) パラコート 
マレーシア及びモザンビークの通報について検討を行い、いずれも附属書 II のクライテ

リアを満たすことが合意された。次回 PICCRC19 までに DGD を作成することとなり、DGD

に関する会期間 DG が設置されることが決定した。会期間 DG の座長はオーストリア、ド

ラフターはセルビアが務める。 

 

 議題 5(b)(x) チオジカルブ 
モザンビーク及びトルコの通報について検討を行い、いずれも附属書 II のクライテリア

を全て満たすとの合意に至らなかった。この結果を踏まえて、次回 PICCRC19 にてモザン

ビークの通報について引き続き検討を行うこととなった。 

 

3.2.4 国内検討会議の開催 
有識者による非公開の検討会議を令和 4 年 9 月 5 日及び同年 9 月 8 日の 2 回開催し、POPRC18

に向けて行われている会期間作業の動向・議論を踏まえ、POPRC18 における対応について有識

者の意見を聴取し、取りまとめた。また、POPRC18 の結果の報告はメール会議形式で行った。 

 

(1) 第 1 回検討会議 
令和 4 年 9 月 5 日に開催した第 1 回検討会議においては、リスクプロファイル案の段階に

ある長鎖 PFCA、その塩及び関連物質が「長距離にわたる自然の作用による移動の結果とし

て、世界的規模の行動を正当化するような人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたら

47



 

すかどうか」の議論とともに、UV-328 の長距離移動の経路として提案されているプラスチッ

ク経由での移動を含めた長距離移動性に関する考察案に関する議論が主に行われた。 

長鎖 PFCA、その塩及び関連物質のリスクプロファイル案のうち、発生源等の概要、残留性

及び生物蓄積性について説明した。本物質が残留性を有することについては合意が得られた

が、関連物質の適用範囲や C18 以降の長鎖における濃縮性についての情報が不十分であるこ

とから、日本としてデータの確認と継続的なデータ取集を提案するとの結論になった。 

長距離移動性に関する考察案については、特段委員からの指摘がなかった。また、経産省

より PFHxS の例示リストについて説明があり、提案国に対して利用可能なデータがあるもの

については記述してもらうように要望することが伝えられた。 

 
(2) 第 2 回検討会議 

令和 4 年 9 月 8 日に開催した第 2 回検討会議においては、リスクプロファイル案の段階に

あるクロルピリホス及び塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの）

が「長距離にわたる自然の作用による移動の結果として、世界的規模の行動を正当化するよ

うな人の健康又は環境に対する重大な悪影響をもたらすかどうか」の議論とともに、リスク

管理評価書案の段階にあるデクロランプラス及び UV-328 に関する議論が主に行われた。ま

た、第 1 回検討会議にて議論された長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の対象範囲について再

度議論された。 

クロルピリホスのリスクプロファイル案のうち、発生源等の概要、残留性及び生物蓄積性

について説明した。残留性については極域での検出事例から、特定の環境下で残留性を有す

ることで合意が得られたが、生物蓄積性も含め、日本として附属書 F の議論までに新たなデー

タがあれば当該事項への追加を要望するとの結論になった。 

塩素化パラフィンのリスクプロファイル案のうち、発生源等の概要、残留性及び生物蓄積

性について説明した。残留性及び生物蓄積性についてはおおむね合意が得られたが、塩素化

パラフィンの科学分析については、管理における課題となるため附属書 F の段階でより記述

を追加するように要望することが提案された。 

デクロランプラスのリスク管理評価書案のうち、適用除外について経産省の担当官から説

明があった。POPRC 前のプレミーティングにおいて、日本から適用除外の対象についてプレ

ゼンする機会が設けられることが説明された。日本として本物質は、附属書 A 及び適用除外

ありとして要望することとなった。 

UV-328 のリスク管理評価書案のうち、有害性のデータの追加が遅れていることについて議

論されたが、附属書 A 及び適用除外ありとして要望することで合意が得られた。 

なお、第 1 回検討会議において議論された長鎖 PFCA、その塩及び関連物質について再度

議論され、残留性、生物蓄積性、長距離移動性を考慮して、日本として炭素鎖 18 までは対象

として認め、可能であれば炭素鎖 19 以降は対象外とする意向で合意が得られた。 

 

3.3 OECD における化学物質規制動向 
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3.3.1 OECD/the Chemicals and Biotechnology Committee(OECD 化学バイオ委員会）の公式・

非公式会合

OECD における「化学物質管理に関する特別プログラム」等を監督し、ナノ材料、農薬、バ

イオサイドを含む様々な化学物質管理の改善・調和に向けた課題に取組むために設置された

OECD 化学品・バイオ技術委員会（CBC）の第 3 回委員会が令和 4 年 11 月 9～10 日にオンライ

ン形式で開催された。弊社から 2 名が参加し、本会合の結果の概要を取りまとめた。
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資料 1

中鎖塩素化パラフィンの発生源等の概要



黒字：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.18/5/Add.1）に記載された情報 
取消線：リスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報 
下線：受託者による修正又は追加情報 破線の下線の文献：入手済み文献 無印の文献：未入手の文献 
 

 
発生源等の概要 

（塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量％以上のもの）） 
 
1. エグゼクティブサマリー 

• MCCP 工業用化学物質としては広く使用されており、全世界で年間 80 万トン程度が供

給されていると推定される。 

• ポリ塩化ビニル（PVC）などのポリマーの難燃剤や二次可塑剤、金属加工油剤など幅広

い用途に使用されている。 

 
2. 製造、流通 

• 1930 年代に製造が始まった塩素化パラフィン（以下、CP）について、現在中鎖塩素化パ

ラフィン（以下、MCCPs）と長鎖塩素化パラフィン（以下、LCCPs）が CP 製造の最大

の構成要素である (Guida et al., 2020)。MCCPs 及び LCCPs も、ストックホルム条約に

よる短鎖塩素化パラフィン（以下、SCCPs）の制限を受けて、短・中期的に SCCPs の

代替となっている。 

• MCCP の入手可能な供給量のデータは表 4 に記載。 

 中国は、C14-17鎖長を含む CP 製品の主な生産国である。 

 各国の製造量の詳細は、参考資料 7 に記載。 

• C14-17鎖長を持つ CP の現在の世界での生産量は年間 80 万トン程度。 

 

表 4 世界での供給量と製造業者数 

国/地域 製造量 (トン/年) 製造者数 
中国 450,200 (2019) 100~150 
インド 150,000 (2011) ‐ 
欧州 110,000 (2021) 11 (EU REACH 登録者) 

549 (CLP 通報者) 
ロシア 27,000 (2011) ‐ 
タイ 20,000 (1994) ‐ 
米国 15,529 (2015) 1 
バングラデシュ  19,500 (2011) ‐ 
ヨルダン 12,000 (2015) ‐ 
オーストラリア 1,000~9,999 (2006) ‐ 
韓国 36 (2018) ‐ 
カナダ 550 (2017) ‐ 
日本、エジプト、南アフリカ共
和国、ブラジル 

CPs や MCCPs の供給について文献で示唆されているが数量的な
データはない 

‐：不明 
(Guida et al., 2020; Chen et al., 2022; Li et al., 2018b; ECHA, 2022b, 2022c; Altair Chimica, 2021; 
NICNAS, 2020; Glüge et al., 2018; EPA, 2015; 韓国、カナダ、IPEN の附属書 E への提出情報より) 
 

資料1-1



黒字：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.18/5/Add.1）に記載された情報 
取消線：リスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報

下線：受託者による修正又は追加情報 破線の下線の文献：入手済み文献 無印の文献：未入手の文献

3. 用途

• MCCPs の用途は以下の通りである (Altair Chimica, 2021, EC, 2005, ECHA, 2022b,

Chen et al., 2022, EPA, 2015, ノルウェー及びカナダの附属書 E への提出情報)。

 PVC、接着剤、シーラント、塗料、コーティング剤の二次可塑剤

 PVC ゴム化合物、ポリマー、接着剤、シーラント、塗料、繊維製品などの難燃剤

 金属加工油剤の極圧潤滑剤及び付着防止剤

 塗料、コーティング、テキスタイル用の防水剤

 製紙用カラーフォーマーのキャリア溶剤

 皮革用脂肪液

 カーボンレスコピー紙

• EU では、ポリマー／ゴム（全ての用途）、接着剤、シーラントにおける MCCPs が用途

の大部分を占めているが、中国では PVC 製品が MCCPs の使用の大部分を占めていると

指摘 (Chen et al., 2022)。

• MCCPs は以下のものから検出 (McGrath et al., 2021; Brandsma et al., 2021; Wang et al.,

2018; Su et al., 2020; Kutarna et al., 2022; Sprengel and Vetter, 2021a; Yuan et al., 2021;

Gallistl et al., 2017; 2018; and Li et al., 2021, オランダの附属書 E への提出情報)。

 高分子包装材（ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、ポリエチレン等）

食品関連製品、玩具、動物飼料用を含む成形品

 ヘッドホンなどの消費者向けケーブル、ラバーダックなどの玩具、台所用品、ふき

ん（家庭用キッチンでの使用）、携帯電話の保護ケース、プールマットや縄跳びなど

の PVC 製品、衣類

 プラスチック製のスポーツコートや人工芝、DIY 用スプレー、ポリウレタン発泡剤

• 廃棄物に関する近年の調査では、家具用繊維、使用済み自動車、廃電気・電子機器（WEEE）、

PVC ケーブル、その他いくつかの PVC 製品から MCCPs が検出 (NEA, 2021)。

• 使用済み自動車タイヤ、自動車タイヤから作られたゴム粒剤、ゴム粒剤から作られた遊

具タイルからも検出 (Brandsma et al., 2019)。
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4. 環境への放出 

• CP は、製造時、工業プロセスでの使用、消費者製品の使用、廃棄などのライフサイクル

を通して環境に放出される可能性あり。  

• EU における MCCP のリスク管理オプション分析の一環として、REACH 登録者の化学

物質安全性報告書の情報に基づき、異なるライフサイクルステージの放出量を推定 

(Environment Agency, 2019b)。 

 合計で年間 305 トンが EU 内から環境に放出されると推定 (表 5、表 6 を参照) 

 表 6 の地表水への放出推定総量は下水処理場による下水汚泥からの MCCPs の除去

を考慮。 

 年間約 149 トンの MCCPs が汚泥に移行し、埋立、農業での使用、焼却処分される

可能性あり。 

• ノルウェーでは、製品中の MCCPs からの排出量は 2010 年~2019 年にかけて微減 (ノル

ウェーの附属書 E への提出情報)。 

• 中国では、3,800 トン（2018 年）と 4,100 トン（2019 年）の MCCPs が環境に排出され

たと推定 (Chen et al., 2022)。 

• EU の排出量推定に基づいて、EU で年間に排出される MCCP の割合（年間 305 トン）

を世界の推定供給トン数に当てはめると、世界規模での環境への排出量は年間

2,400~24,000 トン。 

 世界のトン数は近似値であり、この計算は EU の使用パターンと排出規制が世界全

体で同様であると仮定。 

 世界レベルでの MCCPs 供給量に対する割合を考慮すると排出量はさらに多い可能

性あり (Chen et al., 2022, Guida et al., 2020)。 

• CP のライフサイクルのモデリングから、2020 年までの MCCPs の世界での累積排出量

は約 208 万トン（CP 全体 520 万トンの 40％）と推定 (Chen et al., 2022)。 

 

表 5 MCCPs の EU の環境に対する用途別総排出量の推定値（全ライフサイクルステージ）

(Environment Agency, 2019b) 

用途 年間総排出量(トン) 

MCCPs の製造 0 

PVC、ゴム（配合、変換、ライフサイクル） 41 

接着剤／封止剤（配合、使用方法、ライフサイクル） 126 

金属加工油剤（調合と使用） 100 

繊維製品（処方、ライフサイクル） 13 

塗料／コーティング（配合、使用方法、ライフサイクル） 10 

紙製造／リサイクル 15 

合計 305 
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表 6 MCCPs の全ライフサイクルステージからの EU での環境中への総排出量の推定値 

排出経路 年間総排出量(トン) 

水 4 

空気 91 

土壌 61 

下水汚泥* 149 

*農業に使用され、埋め立てられ、または焼却される可能性のあるもの。 

 

5. 情報の統合 (発生源等に関連する部分のみ抜粋) 

• MCCP は、世界で年間 80 万トン程度供給されていると推定され、工業用化学物質として広

く使用されている。その用途は幅広く、PVC などのポリマーの難燃剤や二次可塑剤、金属加

工油剤として使用されている。現在、欧米で供給されている市販の MCCP 製品では、C14 成

分が主成分となっており、C15-17成分は低い比率で含まれている。 

 

資料1-4



下線の文献：入手済み文献 
 
 

6. 引用文献 
Altair Chimica 2021. Comments on the ECHA February 2021 Proposal for Identification of 

Substances of Very High Concern on Medium-Chain Chlorinated Paraffins. 23 April 2021. 
https://echa.europa.eu/registry-of-svhc-intentions/-/dislist/details/0b0236e185e9de96 
[accessed 9 May 2022]. 

Brandsma S. H, Brits M, de Boer J, Leonards P. E. G. 2021. Chlorinated paraffins and tris (1-chloro-
2-propyl) phosphate in spray polyurethane foams – A source for indoor exposure? Journal of 
Hazardous Materials, 416, 125758–125769. 

Brandsma SH, Brits M, Groenewoud QR, van Velzen MJM, Leonards PEG, and de Boer J. 2019. 
Chlorinated Paraffins in Car Tires Recycled to Rubber Granulates and Playground Tiles. 
Environmental Science & Technology 53(13):7595-7603. DOI: 10.1021/acs.est.9b01835. 

Chen, C., Chen, A., Zhan., F., Wania, F., Zhang, S., Li, L., and Liu, J. 2022. Global historical 
production, use, In-Use Stocks, and Emissions of Short-, Medium-, and Long-Chain 
Chlorinated Paraffins. Environmental Science & Technology 2022 56 (12), 7895-7904. DOI: 
10.1021/acs.est.2c00264. 

EC [European Communities]. 2005. European Union Risk Assessment Report: Alkanes, C14–17, 
Chloro- . 2005. 3rd Priority List, Volume 58. European Commission Joint Research Centre, 
EUR 21640 EN. Accessed (April 2021) at https://echa.europa.eu/documents/10162/584faee8-
d13a-41dd-8b33-959ad1a81171. 

ECHA [European Chemicals Agency]. 2022b. REACH Registration dossier. Alkanes C14–17, 
Chloro. Accessed (31st March 2022) at: https://echa.europa.eu/registration-dossier/-
/registered-dossier/15252.  

ECHA [European Chemicals Agency]. 2022c. ECHA Classification & Labelling inventory available 
at https://echa.europa.eu/information-on-chemicals/cl-inventory-database/-
/discli/details/94445, checked 31st March 2022. 

EPA [US Environmental Protection Agency]. 2015. TSCA New chemicals review program standard 
review risk assessment on Medium-Chain Chlorinated Paraffins (PMN P-12-0282, P-12-0283) 
and Long-Chain Chlorinated Paraffins (PMN P-12-0284). https://www.epa.gov/reviewing-new-
chemicals-under-toxic-substances-control-act-tsca/standard-review-risk-assessment 
[accessed 12 May 2022]. 

Environment Agency. 2019b. Analysis of the most appropriate risk management option (RMOA) for 
Alkanes, C14–17, chloro. November 2019. Available at at: 
https://echa.europa.eu/assessment-regulatory-needs/-/dislist/details/0b0236e1811f547f 
[Accessed April 2022]. 

Gallistl C, Lok B, Schlienz A and Vetter W. 2017. Polyhalogenated compounds (chlorinated 
paraffins, novel and classic flame retardants, POPs) in dishcloths after their regular use in 
households. Science of the Total Environment, 595, 303–314. 

Gallistl C, Sprengel J and Vetter W, 2018. High levels of medium-chain chlorinated paraffins and 
polybrominated diphenyl ethers on the inside of several household baking oven doors. Science 
of the Total Environment, 615,1019–1027.https://doi.org/10.1016/j.scitotenv.2017.09.112. 

Glüge J, Schinkel L, Hungerbuehler K, Cariou R and Bogdal C. 2018. Environmental risks of 
medium-chain chlorinated paraffins (“MCCPs”) - A review. Environmental Science & 
Technology, 52, 6743–6760. 

Guida, Y., Capella, R., and Weber, R. 2020. Chlorinated paraffins in the technosphere: A review of 
available information and data gaps demonstrating the need to support the Stockholm 
Convention implementation. Emerging Contaminants 6:143-154. 

Kutarna S, Du X, Diamond ML, Blum A, Helm P, Peng H. 2022. Widespread Presence of 
Chlorinated Paraffins in Consumer Products. Pre-publication -available at: 
http://dx.doi.org/10.2139/ssrn.4017470. 

Li Q, Yuan M, Shangguan J, Guo M, Wu J, Zhang Y, Pei M, Zhang Z, Zhang M, Sun Y, Tian C, Li J 

資料1-5



下線の文献：入手済み文献 
 
 

and Zhang G. 2021. Insights into Persistent Toxic Substances in Protective Cases of Mobile 
Phones: Occurrence, Health Risks, and Implications. Environmental Science and Technology, 
55, 6076–6086. 

Li T, Gao S, Ben Y, Zhang H, Kang Q and Wan Y. 2018b. Screening of chlorinated paraffins and 
unsaturated analogues in commercial mixtures: Confirmation of their occurrences in the 
atmosphere. Environmental Science & Technology, 52, 1862–1870. 

NEA [Norwegian Environment Agency]. 2021. Environmental Pollutants in Post-Consumer Plastics. 
Report M-2059 2021. Dated 2nd June 2021. Available at: 
https://www.miljodirektoratet.no/publikasjoner/2021/juni-2021/environmental-pollutants-in-
post-consumer-plastics/. Accessed April 2022. 

NICNAS [National Industrial Chemicals Notification and Assessment Scheme]. 2020. Alkanes, 
C14–17, chloro-: Environment tier II assessment. 16 June 2020. Accessed (5th February 2021) 
at: https://www.industrialchemicals.gov.au/sites/default/files/Alkanes%2C%20C14–
17%2C%20chloro-%20Environment%20tier%20II%20assessment.pdf. 

Sprengel J and Vetter W. 2021. Chlorinated paraffins in hinges of kitchen appliances. 
Environmental Monitoring and Assessment, 193, 250–259.  

Wang C, Gao W, Liang Y, Wang Y and Jiang G. 2018. Concentrations and congener profiles of 
chlorinated paraffins in domestic polymeric products in China. Environmental Pollution, 238, 
326–335. 

Yuan B, McLachlan M, Roos A, Simon M, Strid A, de Wit C. 2021. Long-chain chlorinated paraffins 
have reached the Arctic. Environmental Science & Technology Letters, 8(9), 753-759. DOI 
10.1021/acs.estlett.1c00470. 

Yuan B, Tay JH, Padilla-Sánchez JA, Papadopoulou E, Haug LC, and De Witt CA. 2021. Human 
exposure to chlorinated paraffins via inhalation and dust ingestion in a Norwegian cohort. 
Environmnetal Science & Technology, 55(2), 1145-1154. DOI:10.1021/acs.est.0c05891. 

 

 
 

資料1-6



 

 
 
 
 

資料 2 
 
 

中鎖塩素化パラフィンの残留性等の概要 

  



黒字：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.18/5/Add.1）に記載された情報 
取消線：リスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報

下線：受託者による修正又は追加情報 破線の下線の文献：入手済み文献 無印の文献：未入手の文献

 

残留性等の概要

（塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量％以上のもの）） 

1. エグゼクティブ・サマリー（残留性に関連する部分のみ抜粋）

• C14-17鎖長の塩素化パラフィン（以下、CP）は条約の残留性の基準を満たす。

• C14鎖長の CP は、実験室試験に基づき、2 種類の好気性条件下の底質において 180 日を

超える半減期を有する。

• 残留性スクリーニング試験から、塩素化率 45 重量％以上の成分も、底質中に残留すると

予想。

• 堆積物中の残留性は、堆積物コアのモニタリングデータによって裏付けられており、同

じコアで過去 8 年間以前にわたる地層全体で中鎖塩素化パラフィン（以下、MCCPs）が

同等の桁で検出。

• C14鎖長の難分解性の結論は、以下の理由から C15-17鎖長においても適用できる。

 これは水溶性と log KOW の測定値と予測値の傾向から、これらの鎖長の方がより吸

着性が高いからである。

 堆積物からこれらの鎖長が検出され、特にデータがある場合には、検出された同族

体のプロファイルが商業物質のプロファイルを反映していることからも裏付けられ

ている。

2. 化学分析の課題

• CP は非常に複雑な性質を持つため、その検出と定量には多くの分析上の課題がある。純

粋な形態では、検出方法である質量分解能が低いことによって高分子の MCCPs と低分

子の長鎖塩素化パラフィン（以下、LCCPs）を区別できないなど、強い質量干渉（mass

interferences）が起こることがある (Schinkel et al., 2018)。

• MCCPs の同族体及び異性体の一般的な定量方法

 液体クロマトグラフィー‐大気圧イオン化‐高分解能質量分析（LC-API-HRMS）

 ガスクロマトグ ラフィー‐電子捕獲陰イオン化‐高分解能質量分析

（GC-ECNI-HRMS（直接挿入式大気圧化学イオン化高分解能質量分析を含む））

 ガス クロマトグ ラフィー‐電子捕獲陰イオン化‐低分解能質量分 析

（GC-ECNI-LRMS）

 これらの分析方法は評価パターン解析、同族体の特定、線形回帰に対応 (Bogdal et

al., 2015, Yuan et al., 2017a, Chen et al., 2011)。

 上記の 3 つの分析方法は下記の物質群を判別

 CP 異性体（CP congeners：同じ炭素鎖長で特定の塩素原子数を持つ物質群）

 同族体グループ（congener groups：平均的な塩素化率があり、炭素鎖長に幅が
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ある物質群） 

 同族体（homologues：炭素鎖長は同じであるが塩素原子数が異なる物質群） 

 高分解能質量分析装置へ直接注入することにより、「クリーン」なサンプルで比較的

多くのデータを取得できる。 

• 同族体を異なる異性体に分離できるクロマトグラフィー法は存在しない。 

 NMR 分析では上記の分離レベルを要されるが (Sprengel et al., 2019)、単一異性体

の構造のみを確認することができる (van Mourik et al., 2021)。 

• 試料中の物質が使用された分析標準物質と異なる際には塩素化の程度も重要。 

 ECNIを用いて塩素原子数5未満のMCCPs同族体の特定及び定量を試みる際に不確

実性が残った (Brandsma et al., 2017, Bogdal et al., 2015, Yuan et al., 2017, van 

Mourik et al., 2015)。 

 塩素化率の高い同族体は優先的にイオン化され、質量分析器においてより強いシグ

ナルを生成 (Meziere et al., 2020)。 

 効率の良い試料のクリーンアップ手順を使用しない場合、一般的に使用されている

低分解能の質量分析法ではマトリクスと他の汚染物質（クロルデン、ポリ塩化ビフ

ェニル、トキサフェン等）の両方から干渉を受ける可能性あり。 

• 2011 年以前の学術文献における報告値は、指標にはなるが定量的ではないと思われる。

2011 年以降に報告された生物相及び環境中の MCCPs の検出値は、以降の議論において

半定量的である。 

 これは、様々な分析手法や分析機器、研究所が関わっているためである。 

• 2015 年以降の最新の高分解能質量分析法では、標準試料と試料の間の差異を考慮した数

学的補正が適用されており、正確であると考えられるが、認証された標準物質がないた

め、完全に定量できているとは言えない。 

• 生物相、堆積物、土壌、大気マトリクスのいずれであっても、大部分のモニタリング研

究では、5~10 塩素原子のみを有する MCCPs の同族体の検出に限定されている。 

 これは分析上の限界と同様に、使用される標準物質に関連する (Kraetschmer et al., 

2019)。 

 特筆されていない限り、同族体の検出はこれらの塩素化範囲に限定されていると考

えるべきである。 

 

3. 残留性 

3.1. 非生物学的なデータ 

• 大気中における光分解等に関するデータは資料 3-4 で議論されている。 

 C14-17 CP の大気中半減期の実測値はない 

 AOPWIN v1.92 を用いた大気中半減期の推定：30.8~140.0 時間 

• 水などの他の媒体における光分解について信頼できるデータはない。その構造から、CP
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は大きく加水分解することはないと考えられる。 

 

3.2. 生物学的なデータ 

(1) 生物学的スクリーニングデータ 

• BIOWIN 2、3、6 モデル（the BIOWIN v4.10 program of EPIsuite v4.1）を用いて、MCCP

の同族体グループである C14Cl1-14、C15Cl1-15、C16Cl1-16、C17Cl1-17に関する生分解を予測 

(ECHA, 2021a)。 

 ECHA の難分解性スクリーニング基準（ECHA 2017）を用いて、C14Cl1、C15Cl1、

C16Cl1 の異性体は「難分解性又は非常に難分解性」のスクリーニング基準を満たさ

なかった。 

 C14Cl2、C15Cl2、C16Cl2、C17Cl1、C17Cl2 の異性体は「難分解性または非常に難分解

性の可能性があるためさらなる情報が必要である」としてスクリーニングされた。 

 C14Cl3、C15Cl3、C16Cl3、C17Cl3 は、「難分解性または非常に難分解性の可能性があ

る」としてスクリーニングされた。 

 塩素数を 3 個以上含む MCCP 異性体は「難分解性または非常に難分解性」と判定 

 塩素数の関係で 3 つのうち 1 つのモデルでは上記の異性体は適用範囲外。 

 Cl3及び Cl4の異性体の予測値は、これ以外のスクリーニング試験での結果と矛盾す

るため、この評価では低い重み付けがなされた。 

 全体として、予測されたデータは塩素化の程度に応じた生分解の傾向を示唆してい

るが、測定されたデータから、残留性が生じる前により高いレベルの塩素化が必要

であることが示唆。 

• C14-17 CP の生分解性に及ぼす炭素鎖長及び塩素化レベルの影響を調べるため、同実験室

で多くの生分解スクリーニング試験が実施 (CPIA の附属書 E への提供情報)。  

 OECD TG 301（易生分解性試験）に基づき、生物学的利用能を高めるために界面活

性剤（アルキルフェノールポリアルコキシレート）を添加した条件を変更し、場合

によっては試験時間を延長して実施。 

 全試験結果の概要は参考資料 7 に記載 

 以下では、附属書 D/E の評価に適した条件と判断された試験結果を要約 

 C14 n-アルカン（塩素化率 41.3 重量%及び塩素化率 45.5 重量%）は、28 日以内に容

易に生分解（60%以上の無機化）した。 

 C14 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）は 28 日以内に 60%分解（無機化）するとい

う基準を満たせなかったが、56 日後に満たした。 

 C14 n-アルカン（塩素化率 55 重量%及び塩素化率 60 重量%）は 60 日でも 60%分解

という基準を満たせなかった。 

 C15 n-アルカン（塩素化率 51 重量%.）は、60 日で 60%分解の基準を満たせなかっ

た。 
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 C14-17 n-アルカン（塩素化率 45.5 重量%）28 日に 51%分解（易生分解性の基準を満

たさず）であったが、延長期間での試験は利用できなかった。 

 C14-17 n-アルカン（塩素化率 51.7 重量%）は、28 日間で易生分解されず（27%分解

を達成）、延長された期間で半数以上分解されたが（60 日後に 57%分解）、60%分解

の基準を満たさず。 

 C14-17 n-アルカン（塩素化率 63.2 重量%）は、同じ条件で 10%しか分解しなかった。  

• これらの生分解試験から、塩素化度が低い物質は、生物学的利用能を向上させた条件下

で、微生物により分解されることが示された。また、傾向として 1 分子あたりの塩素原

子数が多くなると分解性が低下することが示された。 

• 特定の C16 又は C17 の物質だけを対象としたスクリーニング分解試験のデータはない。

しかし、同じ塩素化度の C14-17物質の混合物は、C14又は C15の物質よりも分解性が低い

ことに注目すべきであり、これは C14-17 の混合物が分解されにくいことを示唆（そうで

なければ混合物は報告よりも分解されるはずである）。 

 炭素鎖長が長くなると、水溶性が低くなり (Glüge et al., 2013)、吸着性が大きくな

る (Gawor and Wania, 2013) ため、分解性が低下するという一般的な予想と合致。 

 SCCP の同族体についても同様の分解傾向を示す (Knobloch et al., 2021)。 

• MCCPs のような疎水性物質の場合、水溶性は KOWに反比例し、KOC は KOW に比例する。

参考資料 7 の表 6 や表 16 で予測された log KOW の値は、炭素鎖長が長くなるにつれて明

らかに増加する傾向がある。 

• これらのスクリーニング試験からの情報を環境中半減期へ外挿することができないこと

に留意する必要がある。 

• OECD TG 314B（活性汚泥中の生分解）及び優良試験所規範（基準）（Good Laboratory 

Practices、以下 GLP）に従った試験を C14-17 n-アルカン（塩素化率 52 重量%）で実施。 

 試験物質はトリチウムを使用して放射性同位体で標識され、Triton X-100 可溶化剤

を用いて 28 日間の試験が実施 (Eurofins EAG Agroscience, 2022) 

 試験濃度は 54.7 µg/L、接種濃度（懸濁物質）は 2.5g/L、可溶化剤濃度は 322 µg/L 

 試験温度は 19.5℃~21.3℃ 

 本試験では試験条件下で 24 時間に 87.4%の無機化（3H2O の形成に基づく）を示す。

これは他のスクリーニング研究で観察された限定的な分解とは対照的。 

 測定された無機化放射能が親物質と関連しているかどうかの確認はせず、放射性ト

レーサーの動態のみの関連性を確認。 

 トリチウムはタンパク質関連物質の水素原子と交換することが知られており、試験

系にはそのような物質が多く存在することがこの研究の重要な欠点(Nivesse et al., 

2021)。 

 試験ガイドラインでは、試験容器に可溶化剤を投与するオプションは提供されてい

ない。さらに、標準的なスクリーニング試験と比較して、生分解しやすい条件とな
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っている（懸濁物質濃度が OECD 310 の約 300 倍である等）。 

 そのためこの試験結果は、本評価の目的においては、現時点では信頼性が低い。ま

た、OECD TG 314B では、生分解性の指標も関連する環境中の半減期も用意されて

いないことに留意が必要。 

• GLP OECD 314B の 2 つ目の試験は同じ条件と同じプロトコルで実施 (Eurofins EAG 

Agroscience, 2022b)。 

 被験物質は、C14-17 n-アルカン（塩素化率 52 重量%）をトリチウム標識と非標識の

割合を 1:195 で組み合わせて調製。 

 試験濃度は、最初の試験で使用した濃度の 150 倍と報告されているが、確認された

初期試験濃度は不明。 

 報告書には試料採取時間に対する生分解率の表はないが、本文中では 23 時間以内に

有意な分解が認められ（数値報告なし）、9 日目には標識された放射性物質に基づい

て 90%以上の生分解を達成したことが示された。 

 生物的及び非生物的な容器の干渉により、生分解の確認が妨げられた。塩化水

銀の添加により、非生物的な容器の GC-µECD における分離と検出に支障が出

たようであり、生物的な容器についてはスパイクしたブランクの測定やスパイ

クの抽出手順の分析に関する報告はない。 

 試験中、標準的な分析方法と比較して GC-µECD スペクトルで MCCPs の領域

の分解能が悪くなり、生分解の兆候と解釈される可能性がある。分解能が低く

ピーク形状の悪化した大きな領域が補足図で観察。 

 さらなる研究や潜在的な変換生成物の同定が実施されていないため、最初の（ト

リチウムのみによる）研究で挙げられた懸念があるが、さらなる問題がある。 

 2 つ目の分析で確認されていないので、分解が起こっていることを確信できない。 

 この研究の結果は信頼性が低い。 

 

参考）化審法による C14-17 の塩素化 n-アルカン（塩素化率不明）の分解度点検結果は、掲載され

ていない（J-CHECK）。 

 

表 化審法の分解度試験結果（J-CHECK より） 

被験物質名称 モノ（又はポリ）クロロアルカン（Ｃ＝１４～１７、直鎖型） 

CAS 番号 85535-85-9 

官報公示整理番号 2-68 

判定 － 

分解度（BOD） － 
分解度（GC） － 

試験法/試験条件 － 
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参考）SCCP（C11、塩素含有率 63.7%）の化審法における分解度試験 
被験物質名称 塩素化パラフィン C11,(塩素含有率 63.7%) 
CAS 番号 18993-26-5 
官報公示整理番号 2-68 
判定 難分解性 
分解度（BOD） 1％ 
分解度（LC-MS） 0% 
試験法/試験条件 試験法： 標準法 (OECD 301C) 

試験期間：4 週間 
試験装置：標準 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 

 

(2) 環境を模擬した試験データ 

• GLP に従って、非放射性の C14 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）を用いて OECD TG 308

試験（水-底質系における好気性及び嫌気性分解）を実施（Unpublished, 2019c, 2019d）。 

 詳細は Environment Agency (2019a)に記載 

 試験は、2 種類の底質と底質中の設定被験物質濃度 5 µg/g dw を用いて好気的条件

下で実施。 

 試験管は 0、15、30、45、60、91、120 日目に消費した（試験ガイドラインでは、

100 日を超えて試験しないように規定）。 

 化学分析は APCI-ToF-HRMS を用いた。 

 91 日目の 1 回の測定を除いて、すべてのサンプリング間隔の平均測定濃度は、設定

濃度の 8%（計算上の相対標準偏差：RSD）より大きい偏差を示さなかった。 

 抽出された試料に対する同族体の分析では、抽出物間や抽出及びスパイクされた底

質、元の被験物質の間に有意な変動は見られなかった。 

 2 種類の堆積物において化学分析で生物的変換が観測されなかったため、底質物の

半減期は 120 日以上（12℃）。 

 この研究は、放射性標識の欠如や堆積物試料に使用された抽出方法に起因する不完

全なマスバランスによる制限を受けながらも、信頼性が高いと評価される。 

 

(3) 環境コンパートメントモニタリング 

• 環境モニタリングデータは、参考資料 7 の 2.3.1 に要約されている。世界中の複数の場

所で採取された堆積物コアから検出されており、上記で整理した実験室データとの関連

性に焦点を当てる。 

• スイスのトゥーン湖で 1899年~2004年の期間に相当する沈殿物コアを採取 (Iozza et al., 

2008)。 

 この湖はアルプスの農村集水域に位置し、既知の点源（金属や高分子産業等）はな

い。 

 GC-ECNI-LRMS を用いて測定した堆積物コアの MCCPs 濃度は、1965 年から増加

傾向を示し、表層（2004 年）で 26 µg/kg dw であった。 
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 1980 年代の試料では、15~20 µg/kg dw の濃度が確認。 

 C14の鎖長は、最も多く存在する（MCCPs 全体の 41~64%を占める）成分であった

が、全てのコアの区画で全ての鎖長が検出。 

 MCCPs の塩素含有量は、1994 年~2004 年までの最近のコア区分でわずかに高かっ

た（概して約 56 重量%であり、ほぼ変動はなかった）。 

 1961 年までの期間では、塩素含有量は約 53.3%に減少。 

 SCCP における塩素化率の範囲はこの期間より広いが（63.7~69.5%）、1986 年頃に

ピークがある。 

 この塩素化傾向について、次の 2 つの説明 

 塩素含有率の高い CPs への変化 

 古い堆積物中の CPs の脱塩素化。 

 MCCPs は C14鎖長が支配的に占めており、Cl6-8が最も多く検出。MCCPs 同族体で

は、Cl5のグループが 2~7%検出。 

• 中国南部の珠江デルタ（PRD）地域である Dongguan 市の Dongjiang 川から堆積物コア

を採取 (Chen et al., 2011)。 

 この都市は PRD における最大の電子製品製造拠点。 

 この堆積物コアは、約 15 年間の堆積物を含むと予想。 

 GC-ECNI-LRMS 分析により、MCCPs の濃度はコアの上層部で深層部よりも高く、

深さ0~32 cmでは1,400~3,800 µg/kg dw、深さ36~68 cmでは1,100~1,400 µg/kg dw

で検出。 

 上層部での濃度の上昇はこの地域で MCCPs の使用量が増加した結果であると推定。 

 下層部の MCCPs 濃度は比較的一定であった。上層（深さ 0 cm~約 44 cm まで）で

は、下層よりも C16と C17の物質の相対量が多く、C14の物質の相対比率は上層より

も下層でわずかに高いことが指摘。 

 これは、この地域で使用されている MCCPs の組成が経時的に変化していることを

反映している可能性を示唆。 

 それでも、C14鎖長は、全 MCCPs の約 60%を占めて検出。 

 SCCPs と比較して、MCCPs の塩素化にはコアでほとんど変化が確認できず。 

 これは鎖長の長い CP は脱塩素化する可能性が低いためと推定。 

 塩素化のばらつきのレベルは、Iozza ら（2008）の報告と同様。 

• スウェーデンの 3 つの異なる場所（廃水処理工場の下流、工業用木材加工場の近く、鉄

鋼工場へ）で堆積物コアが採取 (Yuan et al., 2017)。 

 APCI-QToF-MS 分析を用いて、MCCPs の濃度を< 6.5~93 µg/kg dw で検出。 

 1954 年と 1960 年のコアから採取した堆積物からも検出。 

 コアに含まれる約 80 年間の堆積物の中で、SCCPs が制限され減少する一方、

MCCPs が増加する経時的な傾向を観測。 
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 MCCPs の炭素鎖長は 4 種類全て検出され、MCCPs の合計濃度として算出。 

 C14同族体は 2 つのコアで独占的に（最大 89%）検出されたが、4 つの炭素鎖 C14-17

の同族体全てが製鉄所のコアで均等に分布。 

 この分析法では Cl3-15の異性体を検出でき、MCCPs の平均塩素化度は 48~55%の範

囲であったが、論文では異なるコアでの異性体の傾向は報告されていない。 

• 中国の香港水域（1 コア、2004 年に採取）及び日本の東京湾（2 コア、2012 年に採取）

などの都市化された 2 つの沿岸地域から堆積物コアを採取 (Zeng et al., 2017a)。 

 GC-ECNI-LRMS を用いて SCCPs と MCCPs を分析。 

 MCCPs は、両地点で 1950 年代後半に堆積したと推定される水平な層で検出。 

 表層濃度は、香港水域で 20.3 µg/kg dw、東京湾（2~4 cm）で 7.9 µg/kg dw、29.3 µg/kg 

dw だが、これらは異なる試料採取日を示しており比較はできない。 

 コアにおける過去の最大濃度は 1980 年代後半のもので、東京湾のコアでは 180 

µg/kg dw、香港のコアでは 7.3 µg/kg dw であった。 

 東京湾では、1990 年代から近年にかけて SCCPs と MCCPs の濃度が低下している

が、これは 2000 年代初頭に導入された規制により、製造と使用が減少したためで

あると推定。両コアとも、最上部のコアスライスにおける濃度は、過去 8 年間のコ

アスライスにおける濃度と一桁以内の差である。 

 香港コアの近年の傾向は、コアの採取時期が古いため識別できない。同族体につい

ては 4 つの MCCPs の炭素鎖長（及び Cl5-10）が全て検出され、合計の MCCPs 濃度

として表示。 

 C14が最も多く（66.8%~79%）、残りの鎖長は 7.0%~28.1%の範囲で検出。 

• 中国の 9 つの湖の最深部から堆積物コアを採取 (Zhang et al., 2019)  

 9 つのうち 2 つは産業から離れた地域（中国北西部のチベット高原の Qinhgai 湖と

孟心湖地域の Bosten 湖）。 

 ほとんどのコアは 2006 年に採取され、1930 年頃からの期間に相当。 

 補完的な表層堆積物サンプルは 2018 年と 2019 年に採取され、非遠隔湖から 2011

年から 2019 年の間に採取された 4 つの浅い堆積物コアとともに採取。 

 すべてのコアは、UPLC-QToFMS を使用して分析。 

 MCCPs 濃度は、異性体の分析に基づいて総 MCCPs 濃度として表記。 

 グラフのデータでは、Cl6-10が検出可能であることを示している。 

 1970 年代までは検出限界である 5.0 µg/kg dw 以下の低濃度であったが、その後、表

面濃度が最も低い MCCP（35~269 µg/kg dw）が遠隔地の湖で観測され、大都市や

製造業の近くの湖で表面の MCCP が高濃度（643~390 µg/kg dw）で検出。 

 より近年のコアでは、上部のコアスライスの MCCPs 濃度は 1990 年代初期を表すス

ライスでの濃度と同様であった。 

 MCCPs の同族体プロファイルは、ほぼすべての湖で類似しており、C14 鎖長、Cl7
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及び Cl8 の塩素化レベルが支配的であることが指摘。観測されたプロファイルが中

国の市販品である CP-42 と類似。 

 コアで検出された CP 全体の割合としての MCCPs は増加、SCCP は減少 

 2 つの遠隔地の湖（高標高の寒冷地）における CP の存在は、低温によるトラップ

効果と沈着による長距離移動性の結果である可能性を提唱。 

• カナダ・オンタリオ州コーンウォール下流のセント・フランシス湖の 1972 年から 1995

年の堆積物コアから 750~1,200 µg/kg dw で検出 (Muir et al., 2002)。 

 このデータから、カナダは堆積物中の MCCPs の半減期を 1 年以上と推定 

• 測定可能な濃度の MCCPs が深く古い堆積物層から検出され、表層（近年）の濃度と同

じ桁であることがわかった。これは、MCCPs が長期間にわたって堆積物中に残留して

いる可能性を示す間接的な証拠となる。 

• 分解条件（酸化還元電位等）は深さによって異なり、堆積時の環境排出物にも依存する

ことが認識。同族体分析を実施し、4 つの炭素鎖長のすべてが検出。 

• 上記の研究に基づいて C14 は一般的に支配的な炭素鎖長であり、炭素鎖長プロファイル

はいくつかの論文で市販の CP 製品と一致することが指摘。C14 が市販製品の主流であ

ることから、現場で C14 が多く検出されたと推測されており、他の長い炭素鎖の同族体

と比較して残留性が高いことを意味するものではない。 

• MCCPs は北極圏で採取された海底堆積物を分析した研究において限定的に検出。 

 

3.3. 残留性に関するまとめ 

• 好気性条件下で GLP に従って 2 種類の堆積物を用いて実施された信頼性の高い OECD 

TG 308 試験において、C14 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）が 12℃で 120 日経過して

も変化しなかったことは重要なデータである。 

 この試験で 120 日間での分解が確認されなかったことから、その後の 120 日~180

日で多大な分解が起こる可能性は非常に低いと推測。 

 この仮説は、堆積物コアのモニタリングデータによって裏付けられており、近年堆

積した地層における MCCPs の濃度が、同じコア内の 8 年以前に堆積した地層と同

程度の濃度であったことからも示される。 

 C14 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）を用いた修正された生分解スクリーニング試

験では、56 日後に大部分が生分解されたが、同じ試験物質を用いた OECD TG 308

試験では分解が起こらなかった。 

• シミュレーション試験は環境的な関連性が高いため、残留性の評価において重要視され

る。好気性堆積物中で分解速度が小さいのは、吸着によって生物学的利用能が低下する

ことを反映している。 

• 修正及び強化された易生分解試験を実施され、C14 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）よ

りも分解性が低いことが示された全ての物質は、C14異性体群（塩素化率 50 重量%）と
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同様又はより長い堆積物中半減期を有すると推定。 

 表 3 に記載された物理化学的性質から予測及び観測された傾向を考慮すると、C14 n-

アルカン（塩素化率 50 重量%）と同等以上の塩素含有量を持つ C15-17の物質は、堆

積物に対して同等以上の吸着性を持つことが予想され、これらの物質は堆積物中に

同等以上に残留する可能性が高いと予想されるため、堆積物中の半減期は 180 日を

超えると推定。 

 この仮説は、堆積物コアの古い層について異性体レベルでの分析が行われ、関連す

る 4 つの炭素鎖長が全て検出されたことにより支持される。 

 上記の堆積物コアの炭素鎖長の組成は市販の CP と同様であり、環境への放出後に

組成が変化せず、劣化が起きていないことを示唆。 

• 中国の Qinhgai 湖や Bosten 湖、北極などの遠隔地の堆積物からも検出。 

 発生源からの遠隔地で検出されることは、長距離移動後に堆積し、残留する可能性

を示唆。 

• C14 n-アルカンで塩素含有量が低いもの（塩素化率 45 重量%以下）は、入手可能なデー

タから易生分解性が示された。一方、C14-17 n-アルカン（塩素化率 45.5 重量%）は 28 日

後に 51%が無機化されたが、容易に生分解されなかった。 

 吸着によってこれらの物質の堆積物中の半減期が長くなった可能性もあるが、結論

を出すための確かなデータはない。 

 これらの特定の C14 n-アルカンの試験結果が OECD の「易分解性」の定義に合致す

ることを考慮し、塩素化率45重量%未満の炭素鎖長14-17のものは本提案から除外。 

 スクリーニング試験で使用された塩素化率 45 重量%未満の構成成分に、より塩素化

の高い（難分解性のある）成分が存在する可能性もあるが、このスクリーニング試

験で大部分が無機化されたことにより、懸念される難分解性成分の濃度は低いと予

想。 

• 炭素鎖長 14-17（塩素化率 45重量%以上）は堆積物中の半減期が 180日を超えると評価。 

 

4. 情報の統合（残留性に関連する部分のみ抜粋） 

• C14-17の CP は、ストックホルム条約の残留性の基準を満たす。 

• 生分解性スクリーニング試験で、塩素化率が 45 重量%以上の全成分について難分解性を

示した試験結果がある。 

• C14 の CP は、実験室での試験に基づき、好気性条件下で 2 種類の堆積物において 180

日を超える半減期を有すると推定（ECHA, 2021a の Table 69 より）。 

• 堆積物中の残留性は堆積物コアのモニタリングデータによって裏付けられ、近年に相当

するコアの濃度と過去 8 年以前に相当するコア全体で同様な濃度の桁で検出。 

• C14の難分解性に関する結論は、以下の理由から C15-17でも適用される。 

 水溶解度及び log KOW の測定値及び予測値の傾向から C15-17はより吸着性が高い。 
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 C15-17の物質が堆積物中でも検出。 

 データがある場合は、検出された異性体の組成が商業製品中の組成と同様。 
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生物蓄積性等の概要 

（塩素化パラフィン（炭素数 14～17 で塩素化率 45 重量%以上のもの））

1 スクリーニング情報 

• 表 3 に示すように、C14–17 鎖長の塩素化パラフィン（以下、「CP」という。）の構成成分は、

log Kow の値に幅があるが、測定値や予測値はすべて 5 を超えている。

 C14塩素化 n-アルカン塩素化率 50 重量%の信頼性のある log Kow：6.6

 C14–16鎖長で異なる塩素化レベルの log Kow：5.56～8.68 (Hilger et al. 2011a)

 試験の詳細は参考資料 7 を参照。

 「MCCP」の範囲にわたって分析が可能で、OECD TG 117 と同一の HPLC 法

を使用しており、log Kow の結果はすべて 5 を超えている。

 COSMOtherm と ACD lab ソフトウェアを用いた log Kow の予測値は、利用可能な

測定データとよく一致している(Glüge et al., 2013; Endo, 2021; ECHA, 2021a;

Gawor and Wania, 2013)。

 それに比べて、EPIWINTMによる物理化学的特性の予測値は、より不十分な一致しか

得られていない(Glüge et al., 2013; Environment Agency 2019a)。

 予測では、log Kow 値は、炭素鎖長に対し、塩素化率 55 重量%までは塩素含有量に

比較的依存しないことが示された。Log Kow は、鎖長に対して、塩素化率 55 重量%

を超えると、塩素含有量とともに上昇するようである。

 言い換えると、Cl1-5付近までは log Kow 値の変化は小さく、この塩素化レベルを超

えると上昇する。

 log Kow は、炭素鎖が長くなるにつれても上昇する。

 COSMOtherm を用いた特定成分の log Kow の予測の詳細は、参考資料 7 を参照。

• 全体としては、塩素化率 45%超の C14-17の CP の全成分について、予測データと実測デー

タでは log Kow は 5 以上である。

表 3. C14–17鎖長の CP における物理化学的性状（log Kow のみ抜粋） 
性状 値 情報源/備考 

n-オクタノール/水分
配係数 (log KOW)

6.58 ± 0.09、C14（50 wt.% Cl） Unpublished (2019b)；非 GLP の
OECD TG 123 (ゆっくり攪拌)。分
析法：APCI ToF HRMS (優勢な同
族体のみ)。選択した分析方法によ
り、異なる塩素化同族体グループ
間で Kow の変動はほとんど観察
されず。制限付きで信頼できる研
究と見なす。
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性状 値 情報源/備考 
6.30 (5.56–7.71)、C14, 47.0 wt.% Cl 
6.65 (5.84–7.81)、C15, 50.4 wt.% Cl 
6.81 (5.78–8.38)、C16, 61.0 wt.% Cl 
6.67 (5.57–7.90)、C14–17, 46.7 wt.% Cl 
 
 
 
7.2 (4.7–8.3)、C16 35 wt.% Cl 
 
 
 
 
 
5.52–8.21、C14–17 45 wt.% Cl;  
5.47–8.01、C14–17 52 wt.% Cl 
 
 
 
 
 
 
7.93–10.21、C14 Cl1-16 
8.49–10.91、C15 Cl1-17 
9.04–11.16、C16 Cl1-16 
9.60–11.84、C17 Cl1-18 
 
6.2–8.25、C14 Cl1-14 
6.63–8.76、C15 Cl1-15 
7.07–9.28、C16 Cl1-16 
7.33–9.8、C17 Cl1-17 
7.94–9.1、C14 Cl4-10 
8.43–9.84、C15 Cl4-11 
8.92–10.36、C16 Cl4-12 
9.59–11.04、C17 Cl5-13 

Hilger et al. (2011a)；UV 検出器を
使用したOECD 117に基づく逆相
HPLC 法。非 GLP 試験で制約があ
るが、信頼性が高いと見なす。よ
り完全な概要は参考資料 7 を参
照。 
 
Fisk et al. (1998a)；EC (2005)での
主要な研究。分析法：HPLC。示
唆的情報のみを提供すると見なさ
れる研究（内部標準物質や標準物
質に関する情報がないため）。 
 
Renberg et al. (1980)；非 GLP で
ガイドライン未準拠の研究。分析
法：逆相高性能薄層クロマトグラ
フィー(RP-HPTLC)。示唆的情報
のみを提供すると見なされる研究
（内部標準物質や標準物質に関す
る情報がないため）。 
 
Endo (2021)；COSMOtherm1での
予測。より完全な概要は参考資料
7 を参照。 
 
 
ACD Percepta2 (ECHA, 2021a で
提供)の log P 法で予測した log 
KOW。EPIWINTM 内の KOWWIN 
v1.683を用いた予測 log KOW。より
完全な概要は参考資料 7 を参照。
Glüge et al. (2013)に基づき、
COSMOtherm の結果は EPIWIN
の結果よりも優先される。 

 

2 魚類への蓄積性 

• ニジマス（Oncorhynchus mykiss）への 14C 放射性同位体ラベルの C14 塩素化 n-アルカン

塩素化率 45 重量%の信頼性のある魚類生物濃縮試験（OECD TG 305、GLP）（Unpublished, 

2010a,b）については、Environment Agency (2010)に詳述。 

 取込期間の水中曝露濃度として 1 濃度区の 0.34 µg/L（測定値）を使用し、これは水

溶解度を十分に下回る。（溶媒：ジメチルホルムアミド 0.004 mL/L）。 

 試験魚は流水条件下で 35 日間曝露後 42 日間の排泄期間を設けた。 

 フォローアップの分析作業で、測定された放射能の約 79%は親物質である可能性が

 
1 COSMOconfX 20, TURBOMOLE 7.4 and COSMOthermX 20 (all from COSMOlogic, Biovia, Dassault 
Systemes). 
2 ACD/Labs release 2019.2.1, Advanced Chemistry Development, Inc., 2019. 
3 Estimation Programs Interface Suite™ for Microsoft® Windows, v 4.11. United States Environmental Protection 
Agency, Washington, DC, USA. 
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あると判定されている (Unpublished, 2010b) (Unpublished, 2010b)。残りの 21%は、

非極性の抽出不能な代謝物と関連。これらの代謝物はそれ以上同定されなかったた

め、それらが有害性または蓄積性があるかは不明。 

 リスクプロファイルの目的のため、魚類の生物濃縮係数（BCF）は、測定されたす

べての放射能が関連しているという保守的な仮定を用いて算出。 

 成長補正および脂質正規化された動力学的 BCF：14 600 L/kg 

 代謝物を無視した親物質のみの同条件での BCF：約 11 530 L/kg 

 本試験は、テストガイドラインに照らした規制当局による評価に基づき、制限なし

で信頼性ありと評価されている。 

 

• ニジマス（O. mykiss）への C14塩素化 n-アルカン塩素化率 50 重量%の信頼性のある魚類

の食餌曝露による生物蓄積性試験（OECD TG 305、GLP、流水式）(Unpublished, 2019e,f)

については Environment Agency (2019)に詳述。 

 設定濃度 15 µg/g の試験物質を含む投与と、設定濃度 15 µg/g の試験物質と 3 µg/g

のヘキサクロロベンゼン（HCB）の両方を投与した陽性対照を使用。 

 14 日間の取込期間後、56 日間の排泄期間を設けて非投与の給餌。 

 化学分析は APCI-QToF-HRMS による。 

 成長補正された排泄半減期：108.9 日 

 成長補正および脂質正規化された動力学的生物増幅係数（BMFKgL）：0.468 

(Unpublished, 2019e) 

 HCB（陽性対照） 成長補正された排泄半減期：26 日 

BMFKgL：1.41 

 本試験は、試験指針に対する規制当局による評価に基づき、制限なしで信頼性あり

評価されている。 

• 測定した脱塩半減期と、OECD TG 305 の BCF 推定ツール(OECD 2017a)にある 15 の取込

(k1)モデルのそれぞれを使用すると、本試験のすべてのケースで BCF が 5,000 L/kg を大幅

超過(Environment Agency 2019a)。 

 

• その他の関連する成分について、魚類の生物濃縮の情報を提供している研究がいくつかあ

る（表 7）。 

• これらの研究は、上記の 2 つの研究よりも信頼性が低いと評価されているが（後述）、それ

でも有用な情報を提供している。 
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表 7. 支持するとみられる追加的な魚類生物蓄積性試験の結果 

塩素化率 
% wt. 

炭素鎖長 

C14 C15 C16 C17 C18† 

<40   >5,000 L/kg 
Fisk et al., 1996#   

40–45 

>5,000 L/kg 
Fisk et al., 1998b# 

    

45–50    >5,000 L/kg 
Fisk et al., 2000# 

50–55 2,072 L/kg* 
Thompson et al., 2000    

55–65 >5,000 L/kg 
Fisk et al., 2000#     

>65   >5,000 L/kg 
Fisk et al., 1996#   

注：斜体は、試験結果が信頼できない可能性があることを示す。* 脂質補正なし。# 摂餌試験からの外挿。 
† 「MCCPs」の構成成分ではないが、上限を示す。 

 

• ニジマス（O. mykiss）での 14C 放射性同位元素で標識された C15塩素化 n-アルカン（塩素

化率 51 重量%）の生物濃縮試験（OECD TG 305、GLP 試験、流水式）(Thompson et al. 2000) 

 試験濃度区（設定 1 µg/L、5 µg/L） 

 高濃度区の方で低い BCF 値となり、水溶解度を超過と推定。 

 魚類の脂質含有量は未測定のため、脂質補正できず。 

 BCF 値は、魚類中の総放射能と測定した平均水中濃度に基づいて算出。 

 1 µg/L 濃度区 動学的 BCF（成長補正）：2072 L/kg 

排泄半減期（成長補正）：29 日 

 BCF 値は塩素含有量の低い C14物質よりも著しく低いが、排泄半減期は生物濃縮の

大きな懸念を示唆している（Environment Agency (2012)の分析と OECD (2017b)に

おける議論によれば、約 8～10 日の排泄半減期は、5,000 L/kg 以上の脂質補正およ

び成長補正された BCF を示している） 

 BCF と排泄半減期との間に見かけ上、説明のつかない不一致があることは、本試験

結果は慎重に扱うべきであることを意味している。支持している試験と見なされる。 

• ニジマス（O. mykiss）を用いた一連の魚類の食餌曝露による生物蓄積試験より、OECD 推

定ツール(OECD, 2017a)を用いて BCF 値を導出(Fisk et al., 1996, 1998b, 2000)。 

 様々な塩素化レベルの C14（2 つの別々の研究で）、C16、C18、幾つかの SCCP が使

用され、そのうちの幾つかは同じ実験で一緒に実施。 

 試験物質は特別に合成され、末端の炭素原子に塩素原子を保持していた（代謝に影

響を与えた可能性あり）。 

 試験は、標準的なテストガイドラインに未準拠、非 GLP で、1996 年と 1998 年の

試験の検証のための重要な情報が未入手で、試験の 1 つでは死亡も観察。 
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 従って、これらの試験の信頼性については不確実性がある。 

 この問題は、参考資料 7 で詳述。 

 全成分 排泄半減期：29 日～91 日 

推定 BCF：5,000 L/kg 超 

 上述のように、この長い排泄半減期が、5,000 L/kg 超の BCF を示している。 

 C18の結果は、C17の成分が試験された場合には、同様の結果が得られるであろうこ

とを示唆している。 

• C14（塩素化率 42-53 重量%）を用いた Fisk et al. (1998)の知見は、同程度の塩素化レベル

の同じ C14 を対象とした、2 つの信頼できる魚類の生物蓄積性試験の結果(Unpublished, 

2010a/b; Unpublished, 2019e/f)と一致する。 

• このことは、Fisk et al. (1996, 1998b, 2000)によって用いられた方法論で、より最近の生物

蓄積性研究に大まかに比較可能な結果が得られたため、Fisk et al. (1996, 1998, 2000)の研

究で測定され前述した他の塩素化レベルまたは炭素鎖長の生物蓄積性の結果が使用可能で

あることについて、ある程度の信頼性を与えてくれる。 

 

• 4 つの実験室での研究(Fisk et al. (1996, 1998b, 2000)、Thompson et al. (2000))を総合する

と、C14より長鎖の成分は魚類で大きな生物蓄積性がある可能性があるが、今のところ実験

室データだけで断定的に裏付けられれたとすることはできない。これらは支持している研

究であると見なされる。 

 

• 2012 年までに得られた「MCCPs」の実験室での生物蓄積データは、Houde et al. (2008)

の野外調査とともに、Thompson & Vaughan (2014)のレビュー記事で検討された。 

 この公表文献では、追加の実験データは提供されていない。 

 レビューの結論としては、実験室データと野外データから異なる結論が導き出され

るため、（難分解性と）生物蓄積性の評価にはさらなるデータが必要ということであ

った。また、利用可能な野外データも限定的であることが指摘されている。 

• このレビューは、最新の魚類の生物蓄積性（および底質での分解性）の調査が実施される

前に行われた。 

• また、このレビューは、（実験室での魚類食餌試験の解釈のためのガイダンスを提供する）

OECD (2017b)の公表前に完了し、1 つのフィールド研究(Houde et al., 2008)からのデータ

のみを考慮している。 

 

• BAT v2.0 ツールを用いた分析結果が提供されている（CPIA Annex E 提出）。 

 この結果では、入手可能なほぼすべての実験室での生物蓄積データと 1 件の野外で

の生物濃縮研究、並びにいくつかの in silico モデルとともに、レビューと解釈を提
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供している。 

 この BAT 報告書は新しい実験データを提供しておらず、既存の測定データについて

提起された主な技術的視点は、Environment Agency (2019a)および本リスクプロフ

ァイルで既に議論されている。 

 証拠の重み付けアプローチでは、信頼できる測定データの 82％が「MCCP」は生物

濃縮性でないことを示すと結論付けている。 

 しかしながら、これは単一の研究に基づいて（Houde et al., 2008；参考資料 7 に詳

述）、全体の証拠の 88％のデータを予測したもので、利用可能なデータの妥当な反

映を提供するとは見なされない。 

 出力に含まれているフガシティ比の概念は、英国または EU 域内で規制目的のため

に認識または検証されていない。従って、BAT 報告書は、本リスクプロファイルで

はこれ以上議論されない。 

 

参考）化審法による C14-17 の塩素化 n-アルカン（塩素化率不明）の生物濃縮に関する情報は、

J-CHECK に未記載である。 

 

3 他の水生生物への蓄積 

• オオミジンコ(Daphnia magna)を用いた非標準法、非 GLP の実験室での生物蓄積試験で、

C13-18塩素化 n-アルカン（塩素化率 45 重量%）含む多くの市販 CP 製品を評価(Castro et al. 

2019)。 

 CP を 1 mg CP/g でシリコンに担持させた受動的投与システムを使用。 

 各処理区で 5 連の容器（1 連あたり 35 匹のミジンコが取込と排泄の期間に採取でき

るように十分な数）を使用し、曝露条件は OECD TG 202 に準拠。 

 24 時間齢未満のミジンコ幼体を 48 時間 CP に曝露し（取込）、その後 24 時間の排

泄期間。 

 曝露時間は比較的短いが、著者らの過去の調査から、CP の受動的投与方式では 24

時間以内にシステムが平衡化することが示されている。 

 BCF は、水だけを介して曝露されたミジンコ中の濃度と、生物が存在しない状態で

測定された単一の水中濃度の比から算出。 

 また、水と餌の両方を介して曝露されたミジンコについては、各フェーズの終了時

に測定された濃度で BAF を算出。 

 ECHA (2021a)と ECHA (2022e)は、Environment Agency (2019)で議論されたいくつ

かの不確実性に対処しており、その結果、本研究は支持する情報を提供すると見な

される。参考資料 7 に詳述。 

 同族体レベルの化学分析は、APCI-QTOF-MS を用いた。C14 (Cl4–9)、C15 (Cl3–9)、C16 
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(Cl2–8)、C17 (Cl2–9)が検出されている。本研究の著者は、この分析法では単一の同族

体を定量できないため、半定量的なものとして取り扱うべきと指摘している(Pers. 

Comm., 2021)。 

 試験物質とミジンコにおける同族体の特徴を比較すると、塩素化の極端なところ（例

えば、Cl2や Cl9）を除いて、これらは視覚的に類似していることが示された。 

 これは、C14-17鎖長について比例的に蓄積することを示している（例えば、個々の鎖

長で不均衡な蓄積または優先的な蓄積を示すデータはない）。 

• ECHA (2021a)では、MCCP の含水率補正した BCF（定常状態）を約 50 000 L/kg ww と提

示している（原データは乾燥重量で提示）。BAF（定常状態）は 39 810 L/kg ww。 

 

• さらに 3 つの試験で、水生無脊椎動物（底生動物 Lumbriculus variegatus、ムラサキイガイ

Mytilus edulis）における C14-17 CPs の高い生物濃縮性が示された(Renberg et al. (1986), 

Madeley & Thompson (1983), Fisk et al. (1998a))。 

 C14–17 塩素化 n-アルカン(塩素化率 52 重量%)、C16 塩素化 n-アルカン(塩素化率 34

重量%)の非標準法、非 GLP の生物蓄積試験(Renberg et al. (1986), Madeley & 

Thompson (1983)) 

 BAF：2,000 L/kg 超（C14–17(塩素化率 52 重量%)） 

5,000 L/kg 超（C16(塩素化率 34 重量%)） 

 底質中に生息する貧網類(Lumbriculus variegatus)を使った試験(Fisk et al., 1998a) 

 脂質補正 BSAF：4.4（C16塩素化 n-アルカン(塩素化率 35 重量%)） 

0.6（C16塩素化 n-アルカン(塩素化率 69 重量%)） 

 分析前に生物の腸内内容物を除去していないため、生物濃縮が著しく過大評価

されている可能性あり 

• 方法論的な問題（参考資料 7 で議論）のため、これらの研究は提案を支持するほどには信

頼性があるとは見なされていないが、魚類やミジンコ以外の水生分類群でも C14-17 の CP

で高い生物濃縮性を経験する可能性があるという懸念は示されている。 

 

• 要約すると、魚類を用いた実験室での生物濃縮研究は、C14-17の CP の様々な成分で高いレ

ベルの生物濃縮性を示している。 

• 特に、塩素含有量が 45-50 重量%の範囲の C14 について、信頼性のある水中曝露及び食餌

曝露試験では、5 000 L/kg を超える BCF 値が測定又は推定されている。 

• 現行のテストガイドラインやC14での最新の試験のような高い基準で実施されていない他

のいくつかの魚類の生物蓄積性試験では、C14より長い炭素鎖の BCF が約 2 000 L/kg から

5 000 L/kg 以上の範囲となることを示唆している。 

• ミジンコを用いた非 GLP、非ガイドラインの実験室での生物蓄積性研究では、塩素化率 45
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重量%の C13-18で非常に高い BCF を報告している。 

• 無脊椎動物での他の利用可能な実験室での生物蓄積データは信頼性が低いが、高い生物蓄

積性が魚類に限定されそうにないという懸念を支持している。 

 

4 野外での生物増幅とモニタリング調査 

• APCI-QToF-MS を用いてスウェーデンの環境中の C30までの鎖長の CP を分析(Yuan et al. 

2019)。 

• 海洋食物網では、オジロワシ、ハイイロアザラシ、ゼニガタアザラシ、ネズミイルカの組

織中の C14-17同族体の濃度（約 0.2～0.5mg/kg 脂質重量(lw)）は、ニシンでの濃度（約 0.03

～0.44mg/kg lw）よりも高いか概ね同等であった。 

 「MCCPs」は総量として報告され、最上位捕食種を含む 4 つの「MCCPs」鎖長す

べてを検出（検出された塩素化レベルは Cl4から Cl10まで様々であった）。 

• Yuan et al. (2019)のデータを用いて、特定された空間領域から入手した捕食者-被食者種に

おいて明確に測定された CP の生物増幅性を推定 (De Wit et al. 2020)。 

 捕食者／餌生物のペアの可能性がある SCCP、「MCCP」、LCCP の平均脂質重量濃

度の比率は、SCCP が 1.5-5.0、「MCCP」が 0.40-3.1、LCCP が 0.90-3.3。 

 MCCP で最も高い比率のペアは、ゼニガタアザラシ／ニシン（2.4）とウミワシ／ギ

ルモット（3.1）。 

 「MCCP」の BMF が低いのは次のペア。 

 ギルモット／ニシン（0.4）、ウミワシ／ケワタガモ（1.1）、ハイイロアザラシ

／ニシン（1.4）、ネズミイルカ／ニシン（1.8） 

 これらの値は、全体の負荷量を代表していない可能性のある組織の測定値に基づい

ており、また、サンプル数が少ない（いくつかのケースではわずか 2 サンプル）た

め、かなり注意深く検討すべきである。また、捕食者とその潜在的な餌生物は同じ

場所、同じ時間に採集されていない。さらには、バルト海における CP の掲示的な

変化は不明である。 

• Yuan et al. (2019)と De Wit et al. (2020)をまとめると、「MCCPs」成分は幅広い水生生物

種に蓄積され、食物連鎖の頂点の生物の組織中に検出されるという強い証拠を提供してい

ると考えられる。 

• しかし、証拠を強化し、捕食者種と被食者種の間での生物濃縮を確認するためには、同じ

特定の食物網内の生物相からのさらなる同時期のデータと安定同位体データの支持が必要。 

 

• 長江デルタの水田から採捕したトノサマガエルと 2 種のヘビ（陸生のタイリクマムシと半

水生のネズミヘビ）の組織を APCI-QTOF-MS で分析(Du et al. 2019, 2020)。 

 2011 年も同じ時間、同じ場所で動物を採取した。 
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 「MCCPs」の 4 つの鎖長はすべて組織で検出され、C14 が最も多く、同族体別の分

析では組織タイプによって取込にばらつきがあることが示された。 

 同族体では Cl5-6 異性体が優占していた。 

 筋肉中濃度に基づき、トノサマガエル-ネズミヘビの食物連鎖における「MCCPs」

の平均 BMF 値を 1.8（最大 BMF＝2.8）と算出(Du et al. 2020)。 

 BMF の算出は組織別の濃度からであり（全体ではない）、ヘビのサンプル数は少な

かった。 

• δ13C とδ15N の測定により、2 種が同じ食物連鎖に属していることが示されたが、ヘビ

がカエルだけを食べていることは確認できない（別の論文で、Du et al., 2018 は、ネズミ

ヘビが、カエル、カタツムリ、ドジョウなどの小魚、ウナギを食べることを示している）。 

 したがって、報告された BMF の信頼性には不確実性がある。 

 とはいえ、本調査では、生物濃縮の可能性が指摘されている。 

• さらに、捕食者を含めて、汚染地域における組織で測定された「MCCPs」の高濃度（最大 

14 mg/kg lw）は、この物質が生物学的に利用可能であることを示している。 

 

• 2014 年に魚類 10 種と無脊椎動物 5 種（δ15N に基づく栄養段階 2.31～3.81 をカバー）を

採取し、中国北部の遼東湾の生物相における SCCPs と「MCCPs」の生物蓄積性を検討

(Huang et al. 2017)． 

 分析は、2D GC-HRMS を用いて実施。 

 「MCCPs」はすべての試料で検出され、最高濃度と最低濃度がそれぞれ、ターボッ

ト（魚類）（平均 5097μg/kg lw）とシャコ類（16.72μg/kg lw）で測定された。 

 同族体プロファイルは、C14 同族体(60.7-96.5%)が支配的で、C15 (6.7-24.0%)、C16

及び C17がそれに続いていた。 

 MCCPs の鎖長は 7〜9 塩素化したものが主（90.1%）。 

 水中濃度が得られなかったため、「MCCPs」の生物濃縮係数（BAF）は算出されな

かった。 

 「MCCPs」の同族体（C14-17Cl5-10）の栄養増幅係数（TMF）：0.23～2.92 

 いずれも統計的に有意ではなく（p < 0.05）、ほぼすべてのプロットは非常に低

い r2値であった。 

 ΣMCCPs TMF も同様に有意ではなかった。 

 SCCPs の同族体プロットの約 4 分の 1 は、r2が 0.5 以上、TMF が 1 以上（且

つ統計的に有意）。 

 しかし、ΣSCCPs の TMF は統計的に有意でなかった。 

 著者らは、魚類で「MCCPs」の生物濃縮は起こっていないが、SCCPs では起こっ

ていると結論。 
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• 高次栄養段階における魚類サンプルの数が限られていること（いくつかの事例では 2～3

匹）、サンプルの生物相に捕食者-被食者関係が定義されていないこと（例えば 13C 分析を

含む）、両物質の相関関係の質から、この研究の結論には不確かさがある． 

• 全体として、生物濃縮データは、評価において低いウェイトを与えられている。 

 

• 南シナ海の亜熱帯香港水域から軟体動物 4 種、甲殻類 7 種、魚類 16 種を採集し、「MCCPs」

について分析(Zeng et al. 2017b)。 

• これらの値は、2 種の鯨類（同じ年と地域で採取され、2.3.1.6.2 で述べた以前の論文(Zeng 

et al. 2015)で詳述されているスナメリ（平均 5.5mg/kg lw）および 3 種のウスイロイルカ（平

均 13mg/kg lw））の脂皮中の CPs の平均濃度と比較。 

 生物濃縮係数（BMF）と TMF は、魚類の筋肉組織、軟体動物の軟組織、鯨類の脂皮

中の濃度を用いて計算（すべて脂質補正）。 

 算出された BMF と TMF：1 超 

 哺乳類の濃度は餌生物よりも著しく高いが、哺乳類が採取地域の餌生物のみを摂取

しているのか、それともより広範囲で、より汚染された可能性のある地域の餌生物

も摂取しているのか、かなり不確かである（例えば、イルカは汽水の河口域での餌

を好むとされており、餌の採取地点から少し離れているように見える）。 

 さらに、捕食者のサンプル数が少ないこと、TMF の計算で各捕食者について単一の

プール値を使用したこと、全体濃度でなく組織濃度を使用したことから、不確実性

が増している。 

 したがって、これらの BMF と TMF は信頼性があるとは見なせない。 

• ただし、鯨類の脂皮で観察された高い平均濃度は、「MCCPs」に曝露した結果として、高

い生物蓄積が起こる可能性を示唆している。 

• 鎖長レベルの分析では、両方の鯨種で 4 つの鎖長すべてが取り込まれ、C14が最も多く取り

込まれていることが示された。 

 

• スヴァールバル（ノルウェー北極圏）からワモンアザラシの血漿、ホッキョクグマの血漿、

ミツユビカモメの卵、ホンケワタガモの卵、シロカモメの血漿、タイセイヨウタラの肝臓、

ホッキョクダラの全体を採取し、GC-HRMS を用いて CP と他のいくつかの汚染物質につ

いて分析(Harju et al. 2013)。 

 試料は 2012 年に採取（2010 年に採取されたアザラシの試料を除く）。 

 アザラシの血漿：100-740μg/kg lw 

 クマの血漿：<LOD-600μg/kg lw 

 推定 TMF： 

 SCCPs：2.3 
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 MCCPs：2.0 

 SCCPs と MCCPs の複雑な性質と、同種内のサンプル間のばらつきのため、TMF>1

がS/MCCPsの生物蓄積性の指標としてのみ適用できることを著者は示している（さ

らに、濃度/栄養段階プロットの r2係数は SCCPs で 0.52、MCCPs で 0.31 だったこ

とに言及）。 

 著者らは、彼らが望む筋肉組織のターンオーバー（代謝回転）は長く、使用された

組織は、それよりもはるかに短いことを示している。 

 また、全体濃度ではなく、組織、特に異なる組織を使用することは、サンプリング

（アザラシだけでなく）の時間的変動が不明であることと同様に、不確実性の原因

となる。 

• 全体として、導出された TMF には不確実性があり、この評価では低いウェイトが割り当て

られてい る。 

• Houde et al. (2008)を含む他のいくつかの古い野外モニタリング研究は、参考資料 7 に詳述。 

 

5 陸上生物 

• シマミミズ(Eisenia fetida)を用いた 56 日間の試験、C15 塩素化 n-アルカン（塩素化率 51

重量%）(Thompson et al., 2001)。（制限付きで信頼できると評価） 

 ミミズ-土壌蓄積係数：成虫で 2.4、幼虫で 2.3 

 

• 7 種の昆虫、2 種の両生類、1 種のトカゲ、数種の食虫性鳥類を含む陸上食物網における

「MCCP」の生物濃縮を調査(Liu et al. 2020)。 

 生物相は、中国南部の広東省で廃電子機器のリサイクルと農業が行われている地域

全体で 14 カ月にわたって採取。「MCCPs」は、GC-MS-ECNI で分析。 

 C14-17で Cl5-10の範囲の同族体レベルの分析では、すべての生物ですべての同族体が

検出され、C14Cl7-9が最も多い「MCCPs」の同族体であった。 

 昆虫－両生類／トカゲの食物連鎖における「MCCPs」の合計の TMF（計算値）：2.45 

 δ15N と「MCCPs」の塩素化率の間には、有意な正の相関あり。 

 このことは、より高い生物濃縮の可能性が、より高い塩素化レベルと関連している

ことを示唆している。 

 この論文は、両生類が昆虫と同じ食物連鎖にあったことを示す証拠となる。 

 しかし、両生類とトカゲのサンプリング数が昆虫の数に比べて少ないこと、BMF は

捕食者の筋肉組織ではなく昆虫の全体から計算されていること、サンプリングが 1

年以上にわたって異なる時期に行われたこと、単一の捕食者種が占める栄養レベル

の範囲（1.7〜3.8）が予想より高かったこと（そのため鳥を TMF 計算から除外）な

どが挙げられる。 
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• したがって、導き出された TMF には不確実性があり、本評価では低いウェイトが与えられ

ている。 

 

• 他のいくつかの研究では、「MCCP」が高感受性のライフステージを示す鳥類の卵に母体移

行することが示されている（種には、ホンケワタガモ(Green et al., 2018)；モリフクロウ

(Heimstad et al., 2018, 2020)；ホンケワタガモ、ギルモット、オジロワシ、チョウゲンボ

ウ、モリフクロウ(Yuan et al. 2019)；セグロカモメ(Ruus et al., 2018)が含まれる。） 

 報告された最高濃度：0.135 mg/kg wet weight (ww) 

• 中国の旧廃電子機器リサイクル工場の周辺に住む放し飼いの鶏から採取した卵の「MCCP」

濃度は 0.125～91.1 mg/kg lw で、中央値は 1 mg/kg lw 前後(Zeng et al, 2018)。 

 

6 生物蓄積性に関する哺乳類のデータ 

• 哺乳類に関する実験室データは、EC (2007)で評価されている。 

 放射性同位体で標識された「MCCP」を用いた哺乳類試験では、経口曝露後の吸収

が著しいことが示されている（おそらく投与量の 50％以上。ただし、一般に生体内

で到達する濃度は食物中のそれよりも低い）。 

 吸収後、放射性標識は代謝回転/細胞増殖の高い組織へ初期に優先的に分布。 

 その後、放射性標識は脂肪組織に再分配され、その半減期は腹部脂肪で 8 週間まで

と判定されている。 

 特に興味深いのは、CXR Biosciences Ltd (2005a)の研究で、白色脂肪組織では約 13

週間の摂餌曝露で定常濃度に達することが分かったことである。 

 この組織からの排泄は二相性で、最初の半減期は 4 週間、その後著しく遅い第 2 相

があり、終末相半減期は約 43 週間であることが判明している。 

 

• ラットの生理学的薬物動態（PBPK）モデルの結果をヒトの PBPK モデルへ外挿している

(Dong et al. 2020)。 

 分布容積と半減期の比較に基づき、CP は肝臓と脂肪に蓄積すると予測。 

 著者らは、ヒトにおける「MCCP」の半減期について、上記のラットにおける半減

期よりもかなり長い 1.2 年と推定。 

 

• ヒト組織モニタリングについては、資料 3-5 に要約済みで、これには、母乳や、血液など

の他の組織において「MCCP」を検出した複数の調査研究が含まれている。 

 

• グループとしての CP のトキシコキネティクスは、最近のレビューで議論されている

(Darnerud and Bergman 2022)。 
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 具体的な結論は、「MCCP」のみ、吸収のみについて示されている。 

 「MCCP」は、消化管から吸収され、おそらく肺からも吸収される。 

 吸収された CP は広く分布。 

 CP は肝臓で代謝され、主に胆汁や糞便を介して排泄される。母乳を介しても幾分か

は排泄される。 

 

7 生物蓄積性に関するその他のデータ 

• 資料 3-5 で述べたように、多くの環境モニタリング調査で、「MCCP」の化学分析が同族体

レベルで実施されている。 

• 底質や土壌などの環境マトリックス、あるいは廃水処理場などの排出地点に関係するとこ

ろでは、より短い鎖長、特に C14の「MCCP」が優勢である。 

• 同族体レベルの情報が得られる生物相モニタリングは、同様のパターンを示す。 

• 環境試料で、そして、分析した CP-52 商用サンプルでは、C14 の Cl7-8 が最も広く検出さ

れる同族体であることが指摘されている(Glüge et al. 2018)。 

• 市販製品と、大気中の粉塵、底質、食品、ヒト組織のモニタリングの両方における、C14

同族体の広範な汚染も指摘されている(Xia et al. 2021)。 

• 著者らは、環境と生物相の試料と、主成分分析に基づいて想定される発生源として特定す

るための 2 つの CP-52 商用サンプルでの同族体プロファイルとの間に、密接な相関関係が

あることを見出している。 

 

8 生物蓄積性のまとめ 

• C14-17の CP の構成成分は、log Kow 値に幅があるが、すべての測定値が 5 を超える(Hilger 

et al., 2011)。 

• 測定された同族体レベルの情報とよく合っている予測データは、すべての鎖長で log Kow

値が 5 超であることを示す。 

 

• OECD TG 305 と GLP に従って実施された信頼できる 2 つの魚類の生物蓄積性試験では、

C14塩素化 n-アルカン（塩素化率 45 重量%）製品のニジマスでの測定 BCF 値が 5 000 L/kg

を大幅に超え、C14 塩素化 n-アルカン（塩素化率 50 重量%）の食事曝露で算出された BCF

が 5 000 L/kg を大幅に超えることを示している(Unpublished, 2010a,b; Unpublished 

2019e,f)。 

 

• 支持する実験室での証拠から、C14より長い鎖長の CP は魚類への生物濃縮性が高いと考え

られる(Fisk et al., 1996, 1998b, 2000; Thompson et al., 2000)。 

• これらのデータは、C15の塩素化 n-アルカン（塩素化率 51 重量%）の水経由の曝露試験と、
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C14、C16、C18の鎖長の様々な塩素化レベルを用いた一連の食餌曝露の生物蓄積性試験によ

り得たものである。 

• 食餌曝露研究の信頼性は不明であるが、測定 BCF と推定 BCF は約 2 000 L/kg から 5 000 

L/kg 超の範囲にある。 

• 加えて、すべての物質で排泄半減期が長く、BCFが 5 000 L/kg超であることと矛盾しない。 

• C13-18（塩素化率 45 重量%）について、オオミジンコ(Daphnia magna)を用いた実験室での

生物濃縮試験で、非常に高い BCF 値が確かめられたことにより、さらに補強する根拠が得

られている。 

• 他の無脊椎動物の実験室での生物蓄積データは、信頼性がより低いものの、他の分類群の

生物においてC14-17のCPsが大きく生物蓄積される可能性を補強する根拠を与えている。 

• 3 で述べたように、これらの無脊椎動物の研究は、魚類の研究より信頼性が低いため、本

評価では低い重み付けと見なす。 

• BMF 又は TMF が 1 前後と計算された 8 件利用可能な野外での生物蓄積の研究がある

(Houde et al., 2008; Yuan et al., 2019; de Wit et al., 2020; Du et al., 2020; Liu et al., 2020; 

Zeng et al., 2017b; Harju et al., 2013)。 

• これらすべてで、方法論上の大きな限界（特にサンプル数の制限、異なる時期に採取した

サンプルの使用、単一の組織中濃度への依存）があり、それらの信頼性に影響を及ぼして

いる。 

• それでも、食物連鎖のデータは、高い生物濃縮性という観点からは決定的ではないものの、

「MCCP」が生物学的に利用可能であり、最上位捕食種を含む食物連鎖全体を通じて蓄積

する可能性があることを示している。 

 

• 水生生物相及び陸上生物相のモニタリングのエビデンスは資料 3-5 に要約されている。 

• 他で述べた分析上の困難により、利用可能なデータには一般的な不確実性があるにもかか

わらず、C14-17 の CPs は、鳥類の卵のような高感受性のライフステージを含め、汚染源に

近い場所（すなわち工業地域や都市地域）で生息、摂食する広範な生物に存在する。 

• 生物相での濃度は、汚染地域では 1 mg/kg lw を超えることがあり、例えば、中国のヘビで

は 14 mg/kg lw である。 

• 数は少ないものの、「MCCP」は北極圏を含む遠隔地の試料や、最上位捕食種からも検出さ

れている。 

• 殆どの環境試料で検出される「MCCP」の実際の炭素鎖長分布と塩素含有量に関する情報

はごくわずかであるが、分析方法の進歩により、より最近の研究では、そうした情報が次

第に得られるようになってきている。 

• 生物相でより詳細な情報が得られている場合、C14が「MCCP」の優勢な成分であることが

多いが、C15、C16、C17も検出されている。 
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• ヨーロッパと米国では、C14は市販の製品タイプにおける重要な構成成分である。 

• 中国のようなアジアでの製品では、このパターンはあまり定かではないものの、中国の土

壌と底質では C14が優勢であるように見える。 

• 生物相で見られる同族体パターンが利用可能な場合、それらは市販製品かあるいは環境マ

トリックスのどちらかで見られる同族体パターンと類似している（すなわち、一方の同族

体が他方に比べて相対的に濃縮することは殆どないように見える）。 

• このことは、C15-17の生物濃縮の挙動が C14 と類似である可能性を示唆している。 

• 実験室で C14 の CP が魚類に顕著に生物濃縮されるという十分な証拠があるので、生物相

での測定に基づいて、より長い鎖長の CP が同程度の生物濃縮を示す可能性があると予想

するのは妥当である。 

• この仮説は、魚類の摂餌曝露による生物蓄積の研究(Fisk et al. 1996, 1998, 2000)、及び無

脊椎動物の生物蓄積の研究(Castro et al. 2019)によって支持され、実験動物でより長鎖の

CP の高い生物蓄積レベルがみられている（但し、研究自体の信頼性は不明か又は低い）。 

 

• 「MCCP」は、魚類や哺乳類において比較的長い排出半減期又は排泄半減期を示す。 

 PBPKモデルに基づくと、本物質のヒトでの半減期は1.2年と推定(Dong et al., 2020)。 

 この研究では、ラット試験から得られた実験データとヒトの食事曝露データに

基づいて、ヒトの PBPK モデルをパラメータ化している。 

 

• 全体として、スクリーニングデータ、ラボ試験、野外の生体モニタリングデータから、す

べての鎖長が条約の生物蓄積性の基準を満たす十分な証拠がある。 

 

9 情報の統合 (生物蓄積性に関連する部分のみ抜粋) 

• C14-17鎖長の CP は、条約の生物濃縮の基準に適合している。 

• すべての成分で、log Kow 値が 5 を超える。 

• C14 を用いた最近の 2 つの魚類の実験室での生物蓄積試験では、測定または推定 BCF が

5,000 L/kg をしっかり超えている。 

• C15、C16、C18の魚類の生物蓄積性の実験室での試験は、現行の試験ガイドラインに沿った

ものでも、C14に関する最新の試験ほど高い基準で行われたものでもない。 

• にもかかわらず、3 種類の鎖長すべてで高い生物蓄積性が示唆されている（C17は試験され

ていないが、その生物蓄積性は C16と C18の間にあると推察される）。 

• C14-17塩素化率 45 重量%を用いた非ガイドラインの無脊椎動物の生物蓄積性試験では、ミ

ジンコに対して 5 000L/kg をはるかに超える BCF 値が測定された。 

• 野外モニタリング研究では、すべての鎖長が生物学的に利用可能であり、最上位捕食種や

感受性の高いライフステージ（鳥の卵など）を含む生物相で検出されることが示されてい
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る。 

• データが利用可能な場合、生物中の同族体プロファイルは、土壌や堆積物、下水処理場汚

泥などの環境マトリックス中の同族体プロファイルと類似しており、同族体の取込が曝露

を反映していることが示唆される。 

• 全体として、より長い鎖長の生物蓄積性の挙動は、C14 とほぼ同様であるように思われる。 

• 複数の野外での生物濃縮研究があり、そこでは BMF または TMF がどちらも 1 前後と計算

されている。 

• それぞれの野外調査には限界があるが、データは「MCCP」の生物濃縮の可能性を排除で

きないことを示している。 
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発生源等の概要（長鎖 PFCA、その塩及び関連物質） 

 
1. エグゼクティブサマリー 

• 長鎖 PFCA とその塩及び長鎖 PFCA 関連物質は、工業用途（例：界面活性剤、フッ素樹

脂の製造）、電子機器、医療機器、印刷インキ・写真材料、自動車ケア製品、建築・建設

材料、調理器具、食品接触材料、消火フォーム、スキーワックス、各種消費財（家庭用

品、パーソナルケア製品、ホームテキスタイル及びアパレル）などの様々な用途に用い

られている、又は用いられていた可能性がある。また、長鎖 PFCA とその関連物質は、

パーフルオロアルキル物質（PFAS）の製造過程で非意図的に生成される可能性がある。 

• 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の過去と現在の生産に関する公開情報は限られており、

推定生産量は文献によって異なる。 

 C9 PFCA のアンモニウム塩（パーフルオロノナノ酸アンモニウム、APFN）の世界

での生産量の推定値は、1975 年~2004 年の期間で年間 15~100 トンの範囲であると

報告されている。 

 日本、西ヨーロッパ、アメリカ合衆国における APFN の使用量は、1975 年~2015 年

の間に年間 8～107 トンと推定。 

 フルオロテロマー（長鎖 PFCA 関連物質）の世界での生産量は、2006 年に約 9,100

トンと推定。 

 フルオロテオマー系製品の世界での年間生産量：2,500~20,000 トン（1961 年~2004

年）、45,000 トン（2005 年~2030 年）と推定。 

• PFCA、フルオロポリマー、その他の PFAS 製品の生産が、米国、西ヨーロッパ、日本か

らアジア新興国（特に中国）に移転した結果、PFCA の産業的な発生源が地理的に移動

していることが報告。 

 
2. 製造、流通、備蓄 

• 長鎖 PFCA とその塩及び関連物質の世界全体における生産量と消費量の推定値が文献で

報告 

 1975 年~2004 年までの主にポリフッ化ビニリデン（PVDF）の製造に用いられる C9 

PFCA のアンモニウム塩（パーフルオロノナノ酸アンモニウム、APFN）の世界全体

での製造量は、800~2,300 トンの範囲と推定（製造量は年間 15~100 トンと推定） 

(Prevedourous et al., 2006) 

 2004 年の APFN 製造量は 15~75 トンの範囲と推定 (PERFORCE 2004; Posner et 

al.2009)。 

 1975 年~2015 年において日本、西ヨーロッパ及び米国における APFN の使用量は、

年間 8~107 トンの範囲であると推定 (Wang et al., 2014)。 
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 2016 年~2030 年の期間については、主要な製造会社が米国 EPA スチュワードシッ

ププログラムを果たすため、PVDF 製造における APFN の使用及びこれらの国にお

ける APFN 関連の生産がなくなると推測

• OECD が 2009 年に実施した調査において、2 カ国中 4 社から C9-18 長鎖 PFCAs とその

塩及び関連物質の製造について報告 (OECD, 2011)。

 10:2-18:2 フルオロテトラマーを含む 23 種類の C9-12 長鎖 PFCAs、その塩及び関連

物質が製剤の一部または残留物（不純物）として、製品又は混合物に含まれている

と報告。

 上記の物質が製品に含まれる総量は約 16 トン。

 これらの物質の多くは、原料（表面処理剤、撥水撥油剤、土壌撥水剤）、フッ素樹脂

重合助剤、製造中間体としての用途が報告（OECD 2011）。

 C18以上のペルフルオロ鎖長を持つ物質の意図的な製造に関する情報はないが、これ

らの鎖長をもつ物質は C9-18の原料内の成分又は不純物として存在すると予想。

• 2006 年の全世界のフルオロテロマー生産量は約 9,100 トン（2,000 万ポンドと報告）と

推定、当時は米国が 50%以上を占めると推定（US EPA, 2009）。

 消費者製品の用途では、繊維とアパレルが量の約 50%を占め、カーペットとカーペ

ットケア製品が次に大きなシェアを占めると想定。

 紙製品用を含むコーティング剤は、消費者製品の用途として 3 番目に大きなカテゴ

リーとして認識。

 2012 年~2015 年にかけて、米国では各 8:2、10:2、12:2、14:2 FTOH について，年

間 454 トン未満の国内総生産量が報告 (CDR, 2020)。

• フルオロテロール系製品の世界年間生産量を 1961年~2004 年まで 2,500~20,000トンと

推定し、2005 年~2030 年まで年間 45,000 トンと推定・予測 (Wang et al., 2014)。

 2002 年以降、PFCA、フルオロポリマー、その他の PFAS 製品の製造工場が米国、

西ヨーロッパ、日本からアジア新興国（特に中国）に移転した結果、PFCA の産業的

な発生源が地理的に移動していることが報告。

• オーストラリアにおいて、長鎖 PFCA の関連物質（自動車塗装、ガラス処理、インクカ

ートリッジ、繊維、カーペット、石工/セメント表面の撥水/撥油剤として使用）を含む 8

製品が、2004 年~2005 年に輸入されており、総量は年間最大 33 トン（33,300kg と報

告）（NICNAS 2019）。

 2005 年に 2 つの PFCA 関連物質も輸入

 ペルフルオロフラン化合物（分析試薬）：0.00025 トン

 ペルフルオロアルキルエチル部分を含むポリマー（被覆材の木板用コーティング

剤）：0.15 トン

• カナダ環境保護法（CEPA）の下で 1997 年~2000 年、2004 年に行われた業界調査によ

ると、長鎖 PFCA の製造やカナダへの輸入は報告されていない (Canada, 1999)。
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 多くの長鎖PFCA関連物質：1~100トンほど輸入 (Environment Canada 2001, 2005)。 

 製造された製品に付随して輸入された物質は計上されていない。 

 2017 年~2021 年の間に、長鎖 PFCAs その塩及び関連物質の年間平均 0.003 トンが

科学研究又は実験室の分析標準物質として使用 (ECCC 2022)。 

• 2017 年 6 月時点で、輸出入を含めた年間 1 トン以上の C9-14 PFCA、その塩及び関連物

質の意図的な製造又は使用について EU では確認されていない。これらの物質は、主に

炭素原子数 9 未満の炭素鎖長を含む PFCA の製造時に非意図的に製造されたと報告 

(ECHA 2018b)。 

• ベラルーシ、モナコ、ニュージーランド、ノルウェー、韓国は、長鎖 PFCAs とその塩及

び関連物質が自国では製造されていないことを示した。 

 ニュージーランドは、長鎖 PFCA とその塩はニュージーランド化学物質インベント

リーに掲載されていないが、多くの長鎖 PFCA 関連物質がインベントリーに掲載さ

れ、ニュージーランドへの輸入が承認されている製品の成分として使用。 

 

3. 用途 

• 長鎖 PFCA とその塩及び関連物質は、様々な用途に使用されているか、または使用され

ていた可能性。 

 長鎖 PFCA に関連する化合物の製造に使用できる開始物質は、炭素数 4~20 のフッ

素化鎖長の FTOH 混合物 (Beatty, 2003, Sherman et al., 2001)。 

 この範囲の上限にある化合物（C17-21等）は、範囲の下限にある化合物に比べて混合

物の割合が低い（重量で最大 4%など）可能性がある 

（詳細は参考資料 4 の表 3 を参照）。 

 一方で世界中でのフルオロテロマーの生産量の推定値を考慮すると、C9-21 PFCAs が

環境中への多大な負荷になる可能性。 

• 長鎖 PFCA とその関連物質は、炭素原子数 9 未満の炭素鎖を含む PFAS の製造時や他の

工業プロセス（ポリテトラフルオロエチレン（PTFE）粉末の製造やフッ素ポリマーの重

合など）、工業又は消費者での高温での使用（例：オーブン、非粘着性調理器具、燃焼機

関）などの PTFE 等のフッ素化ポリマーの加熱時に非意図的に生成する可能性もある。

その結果、長鎖 PFCA が不純物として特定の製品や成形品に含まれることがある 

(Prevedouros et al., 2006, ECHA 2018b, 2020, 参考資料 4 を参照) 

• 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の製品及び成形品中の特定された用途と検出の報告の

詳細を以下に整理する。なお、長鎖 PFCA の検出を報告した大部分の研究は、より長い

炭素鎖の同族体（>C14 PFCAs など）は分析対象外であった。 

 

3.1 工業的利用 

• APFN は、界面活性剤や主に PVDF などのフッ素樹脂の生産に使用 (Prevedouros et al., 
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2006, OECD 2015) 

 PVDF などのフッ素樹脂は、ケーブル、電線、電子機器、建設関連用途の材料の耐火

性又は耐候性コーティング剤、パルプ・紙産業及び核廃棄物処理での使用など多く

の用途 (Banks, 1994, Ebnesajjab, 2013)。 

 PVDF ポリマーは推定 100～200 ppm の APFN を残留させることができる 

(Prevedouros et al., 2006)。 

• フルオロテトラマーエポキシド、オレフィン又はアルコールは、フルオロテトラマーベ

ースの物質を製造する際のビルディングブロックとして使用。 

 撥油、撥油性、撥水、撥汚染性を付与するための市販品として使用。 

 フルオロテトラマー系物質の中には、モノマー（10:2 フルオロテトラマー・アクリ

レートモノマー（FTAcs）等）として利用され、同じ特性を持つ側鎖フッ素化ポリマ

ー（10:2 フルオロテトラマー・アクリレート（FTA）等）を生成するものがある 

(Environment Canada, 2012; Kannan et al., 2011)。 

 長鎖 PFCA 関連物質のいくつかは、化学物質や化学製品の製造に関する Substances 

in Preparations in Nordic Countries（SPIN）データベースにも掲載されており、離型

剤として特許を取得 (Glüge et al., 2020)  

 

3.2 電子部品、医療機器、フォトイメージング 

• 長鎖 PFCA 関連物質は電子物品（半導体等）及び医療機器（紫外線硬化歯科修復材料や

コンタクトレンズの製造棟）に使用される可能性 (Swedish Chemicals Agency 2015; 

ECHA 2018b)。 

• 長鎖 PFCA 関連物質がコンピュータや電子製品の製造において機能性流体として使用 

(Glüge et al., 2020)。 

• 長鎖 PFCA とその塩及び関連物質は写真材料として使用  (I&P Europe, Annex E 

information 2022; Glüge et al. 2020)  

 

3.3 自動車ケア製品 

• C9-14, 16 PFCA は潤滑油（エンジンオイル、油圧作動油、グリースなど）及び塗料シール

剤で検出 (Zhu and Kannan, 2020, Arcadis, 2021) 

• 長鎖 PFCA に関連する化合物は自動車修理用製品や自動車ワックス及び研磨で使用され

ている又はされていたと報告 (Nordic Council of Ministers, 2015, NICNAS, 2019, Glüge 

et al., 2020) 

 

3.4 食品接触材料、調理器具、家庭用品 

• C9-18 PFCA 及び関連物質（10:2 monoPAP、diPAP（8:2、8:2/12:2）及び FTOH（8:2、

10:2、12:2、14:2、16:2、18:2）等）は、食品接触材料において検出 (Schaider et al., 2017, 
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Xenia et al., 2011, Vestergren et al., 2015, Kotthoff et al., 2015, Gebbink et al., 2013, Blom 

and Hanssen, 2015, Borg and Ivarsson, 2017, Guo et al., 2009, Liu et al., 2014c, Granby 

and Tesdal Håland, 2018, Schultes et al., 2019, Yuan et al., 2016） 

• C9-12 PFCAs はプラスチック製ペットフード包装から検出 (Chinthakindi et al., 2021) 

• C10 PFCA は再生紙食品包装材で測定 (Curtzwiler et al., 2021) 

• C9-12 PFCA は非粘着性調理器具で検出 (Guo et al., 2009) 

• FTOHs（10:2 及び 8:2）は非粘着性調理器具から検出され、そこから排出物として検出 

(Sinclair et al., 2007, Herzke et al., 2012, Blom and Hanssen, 2015)  

• C9-12 PFCA は家庭用カーペットケア液やフォームで測定 (Guo et al., 2009, Liu et al., 

2014) 

• FTOHs（10:2 及び 8:2）は特定の皿洗いやリンス剤で検出  (Kotthoff et al., 2015, 

Dinglasan-Panlilio and Mabury, 2006, Blom and Hanssen, 2015)  

 

3.5 印刷用インク 

• 8:2 FTOH はプリンターインクから検出（Herzke et al., 2009） 

 

3.6 建築・建設資材 

• モノ PAP 及び diPAP は、建築・建設分野で使用 (Glüge et al., 2020) 

• C4-14 PFCAs、FTOHs（8:2 及び/又は 10:2）及び FTUCAs（10:2 及び 8:2）は、窓の葉飾

りなどのコーティングや窓ガラスフィルムなどの建築材料で検出 (Janousek et al. 2019; 

Bečanová et al. 2016; Gewurtz et al. 2009） 

• C9-12 PFCA は、床用ワックスや石材/タイル/木材用シーラント、糸状のシールテープや

シールペーストで検出（Guo et al., 2009, Liu et al., 2014, Arcadis, 2021）。 

• FTOH や側鎖フッ素化ポリマーなどの長鎖 PFCA 関連物質は、コーキング剤、塗料、コ

ーティング剤、接着剤、床用ワックスに用いられる界面活性剤で検出（Dinglasan-Panlilio 

and Mabury, 2006） 

• FTOH や長鎖 PFCA 関連物質は研磨剤、塗料、ラッカー、ニスにも使用 (Banks, 1994, 

Nordic Council of Ministers, 2015, NICNAS, 2019)  

 

3.7 泡消火剤 

• C9-14, 18 PFCA、FTA（8:2）、FTCA（10:2）、FTUCA（8:2 及び 10:2）、フルオロテロマー

スルホン酸（FTSA）（8:2）並びに FTOH（10:2 及び 8:2）は泡消火剤（AFFF）で検出又

は使用 (Herzke et al., 2009, 2012, Swedish Chemicals Agency, 2015, Nordic Council of 

Ministers, 2015, NICNAS, 2019, Favreau et al., 2017, ECHA, 2022) 

• C9,10 PFCAs は、AFFF の調製に使用されるフルオロカーボン界面活性剤で検出（Mumtaz 

et al., 2019）  
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3.8 スキーワックス 

• C9-21 PFCAs と 8:2 FTOHs は、スキーワックス/グライダー又はその原材料で測定・検出 

(Kotthoff et al., 2015, Plassman and Berger, 2013, Blom and Hanssen, 2015, Fang et al., 

2020)  

 

3.9 パーソナルケア及びその他の消費者製品 

• C9-14, 16 PFCAs及び関連物質（monoPAPs (8:2及び10:2)、diPAPs (8:2/8:2及び8:2/10:2)、

FTOHs (8:2 及び 10:2)、フルオロテロマーメタクリル酸 (FTMAc) (8:2 及び 10:2)及び 8:2 

FTSA 等）が化粧品、サンクリーム、デンタルフロス及び/又はボディローションから検

出 (ECHA, 2018b, Blom and Hanssen, 2015, Danish Environmental Protection Agency, 

2018, Guo et al., 2009, Whitehead et al., 2021, Swedish Chemicals Agency, 2021, 

Schultes et al., 2018, Arcadis, 2021) 

• C9-12 PFCAs、FTOHs（8:2、10:2、12:2、14:2、16:2）及びフルオロテトラマーエトキシ

レート（FTEOs、8:2、10:2、12:2、14:2、16:2）は曇り止めスプレーと布から検出 (Herkert 

et al., 2022) 

• C9-14, 16 PFCAs、FTCAs (8:2 及び 10:2)、FTOHs (8:2 及び 10:2)並びに FTAcs (8:2 及び

10:2) が、子供用チャイルドシートの生地及び発泡体、発泡体と生地の積層複合物から検

出 (Wu et al., 2021)  

 

3.10 繊維・アパレル 

• C9-14, 16長鎖 PFCAs、FTOHs（10:2 及び 8:2）、FTCAs 及び FTUCAs は、大人/子供のア

ウターウェアや乳幼児/子供用スタイなどのアパレル商品から検出 (Gremmel et al., 

2016, Berger and Herzke, 2006, Commission for Environmental Cooperation, 2017, Borg 

and Ivarsson, 2017, Liu et al., 2014) 

• C9-14 PFCAs 及び/又は FTOHs（10:2 及び 8:2）は屋外用繊維製品（ジャケット、手袋等）

や皮革サンプルで検出 (Kotthoff et al., 2015) 

 上記の試料に対する分析では、FTOH (10:2 及び 8:2)と PFCA (C10及び C8)の濃度の

相関を確認(R=0.957、p=0.0013) (Kotthoff et al., 2015)． 

• C9-12 PFCA は、医療用衣服及び消防士の出足具から検出 (Guo et al., 2009, Liu et al., 

2014, Peaslee et al., 2020) 

• C9-11 PFCAs 及び FTOHs（8:2 及び 10:2）、FTA（8:2）及び FTMAc（8:2）などの長鎖

PFCAs 関連化合物は、繊維保護剤、繊維含浸剤及びカーペット保護剤に用いられる 

(Banks, 1994, Nordic Council of Ministers, 2015, NICNAS, 2019, Favreau et al., 2017)。 

• C9-16 PFCAs、FTOHs (10:2 及び 8:2) が家庭用繊維製品（カーテン、ベッドカバー/リネ

ン、掛け布団、カーペット、テーブルクロス等）  (Commission for Environmental 
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Cooperation 2017; Vestergren et al. 2015; Herzke et al. 2009, 2012; Blom and Hanssen 

2015; Guo et al. 2009; Liu et al. 2014)、屋外用繊維 (Arcadis, 2021)、含浸／防水剤 

(Herzke et al., 2012, Kotthoff et al., 2015, Borg and Ivarsson, 2017, Arcadis, 2021)、工業

用高分子材料（カーペットプロテクター） (Dinglasan-Panlilio and Mabury, 2006)で検出 

• C4-14 PFCAs、FTOHs (8:2、10:2) は、その他の布/繊維（日よけ、公共交通機関の座席カ

バー、海洋塗布）で検出 (Janousek et al., 2019)  

• 繊維とアパレルが、世界的にフルオロテロマー使用量の約 50％を占めると考えられてお

り、カーペットとカーペットケア製品は、消費者製品の使用量の中で次に大きなシェア

を占めている (US EPA, 2009)。 

 2000 年代初期から中期にかけて、カーペットやラグの処理剤において、フルオロテ

ロールベースの側鎖フッ素化ポリマーが非ポリマーの PFAS に取って代わり、側鎖

フッ素化ポリマーは現在米国市場で最も一般的なカーペットやラグの処理剤となっ

ている (FluoroCouncil, 2017)。 

 

4. 環境への排出 

• 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質は天然には存在しない (Kissa, 1994)。環境中における

存在は人間の活動のみによるものである。 

• 長鎖 PFCA は直接的及び間接的な発生源から環境中に放出される可能性 (OECD, 2015, 

Wang et al., 2014)。 

 直接的な排出源は、PFCA の製造場所からの排出や長鎖 PFCA を主成分又は製品中

の残留物や化学反応による不純物として含まれる製品のライフサイクル（製造、使

用、廃棄）からの排出がある。 

 間接的な発生源とは、環境中に排出された長鎖 PFCA 関連物質が、生物学的または

非生物学的な変化により長鎖 PFCA に転換されたものである。 

• 長鎖 PFCAs とその塩及び関連物質は、様々な環境及びその他のマトリクスで検出。（詳

細は資料 4-5 に記載）。 

 C9-16 PFCAs、FTOHs (8:2 及び 10:2)、diPAP (8:2)、FTUCAs (8:2 及び 10:2)並びに

FTSA (8:2, 10:2, 12:2, 14:2) は様々な環境マトリクス（水、地下水、土壌、大気、排

水、堆積物）で測定され、インド、中国、韓国、ドイツ、ノルウェー、日本における

製造工場、電気メッキの工業団地、紙製品工場に近接する工業地域又は都市部等で

採取 (Chen et al.2018a; Li and Hua 2021; Heydebreck et al. 2016; Lam et al. 2014; 

Sharma et al. 2016; Sim et al. 2021; Göckener et al. 2022; Takemine et al. 2014; Yu 

et al. 2022; Yao et al. 2016; Jiawei et al. 2019; Langberg et al. 2020; Kim et al. 2021) 

 C9,10 PFCAs について、2009 年~2021 年にかけて中国の太湖における濃度の時間的

推移の増加を報告 (Yu et al., 2022)。 

• C9-12 PFCA は、米軍基地において AFFF で汚染された地下水で検出 (Backe et al.2013)。 
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 C9-14, 16 PFCA、FTCA（8:3、9:3、11:3）、8:2 FTUCA、FTSA（8:2, 10:2, 12:2, 14:2）

についても、カナダの空港 4 カ所において AFFF が影響する地下水と土壌で検出 

(Liu et al.2022)。 

• 長鎖 PFCA とその関連物質は、埋立地、焼却場、廃水処理場からも環境中に放出される

可能性 

 C9-18 PFCA、FTOH（8:2、10:2、12:2）、FTCA（8:2、10:2）、FTA（8:2、10:2）、FTUCA

（8:2、10:2）は米国、中国、韓国、カナダ、スウェーデン、ドイツ及びスペインに

ある埋め立て地の浸出水、ろ過液又は土壌で検出 (Lang et al. 2017; Liu et al. 2021; 

Sim et al. 2021; Benskin et al. 2012a; Busch et al. 2010; Fuertes et al. 2017; Kameoka 

et al. 2021; Weinberg et al. 2011, Miljösamverkan Sverige, 2022) 

 C9-18 PFCAs 及び関連物質は、世界中の様々な国にある下水処理場の下水汚泥、流入

水及び流出水で検出 (reviewed in Lenka et al. 2021; Alder and von der Voet 2014; 

Loganathan et al. 2007; Rodríguez-Varela et al. 2021; Schultz et al. 2006; Bossi et al. 

2008; Moodie et al. 2021; Pepper et al. 2021; Ahrens et al. 2011; Yao et al. 2016; 

Nguyen et al. 2022; Nordic Council of Ministers 2019; Austria Annex E information 

2022; HELCOM 2022) 

 C9-14 PFCAs 及び 8:2 diPAPs は、都市部の固形廃棄物焼却場の浸出水、飛灰、主灰

（ボトムアッシュ）で測定 (Liu et al., 2021)。 

 C9-12, 14 PFCAs、FTOHs (8:2 及び 10:2) も排水処理施設や埋立地周辺の大気中で検

出 (Ahrens et al., 2011, Shoeib et al., 2016)。  

• 汚染された下水汚泥の散布が長鎖 PFCA の環境への放出源となる可能性。 

 C9-14 PFCA は、下水汚泥を陸上散布したことがある農業用地の水（地表水、井戸水、

地下水）と土壌で検出 (Lindstrom et al. 2011; Pepper et al. 2021; Sepulvado et al. 

2011; Sim et al. 2021; Johnson 2022)。  

• スキーワックスは長鎖 PFCAs や関連物質の環境中への排出源として特定。 

 C9-21 PFCAs は、クロスカントリースキー競技の後に採取した雪及び融雪後のスキ

ー場の土壌で測定（Carlson and Tupper 2020; Plassman and Berger 2013; 

Grønnestad et al.2019）。 

• 長鎖 PFCA、その塩及び関連物質の一部の用途は、室内環境への放出につながる可能性。 

 C9-15 PFCAs は、複数の国の個人宅、ホテル、オフィスビル、車両、保育園など様々

な場所の室内空気やダストサンプルで検出。 

（詳細は参考資料 4 の 2.3.2 及び表 9 を参照）。 

• 定量化可能な排出源からの 1951 年~2030 年までの C4-14 PFCA の世界累積排出量（参考

資料 4 の表 3 に要約）を推定 (Wang et al. 2014)。 

 PFCA 及び/又はその前駆体を含む製品に関するデータ（製造工程、生産量、使用パ

ターンを含む）と製品のライフサイクルの各段階における推定又は経験的に得られ
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た排出係数を組み合わせることによって推定値を算出。 

 PFCA 排出量の不確実性は約 8 倍の差のある低排出量シナリオと高排出量シナリオ

を定義することにより説明。 

 1951 年~2030 年までの C9-14 PFCA の世界累積排出量の推定値又は予測値は、342

トン~3,041 トン。 

 C9：250~1,901 トン、C10：8~222 トン、C11：67~689 トン、C12：0~63 トン、C13：

17~147 トン、C14：0~19 トン 

 推定された排出源は PFCA 同族体ごとに異なり、各排出源の相対的寄与は時間とと

もに変化（詳細は参考資料 4 の図 1 を参照） 

 

5. 情報の統合 (発生源等に関連する部分のみ抜粋) 

• 長鎖 PFCA 類とその塩及び関連物質は、工業用途、電子機器、医療機器、印刷インク、写真

材料、自動車ケア製品、建築・建設材料、調理器具、食品接触材料、泡消火剤、スキーワック

ス、その他消費者製品などの幅広い用途で使用されている又は使用されていた可能性がある。

また、長鎖 PFCA とその関連物質は、PFAS の製造過程で非意図的に生成されることがある。 

• 長鎖 PFCA とその塩及び関連物質の生産量の推移や現在の生産量に関する公開情報は限られ

ており、推定量も著者によって異なる。 

 C9 PFCA のアンモニウム塩（APFN）の世界での生産量の推定値は、1975 年~2004 年の

期間で年間 15~100 トンの範囲。 

 日本、西ヨーロッパ、米国における APFN の使用量は、1975 年~2015 年の間に年間 8~107

トンと推定。 

 フルオロテロマー（長鎖 PFCA 関連物質）の全世界での生産量は、2006 年に約 9,100 ト

ンと推定。 

 フルオロテロマー系製品の世界での生産量は、1961年~2004年までは年間2,500~20,000

トン、2005 年~2030 年までは年間 45,000 トンと推定又は予測。 

• PFCA、フルオロポリマー、その他の PFAS 製品の生産が、米国、西ヨーロッパ、日本からア

ジア新興国（特に中国）に移転した結果、PFCA の産業的な発生源が地理的に移動している

ことが報告。 

• 長鎖 PFCA は、直接的な発生源（PFCA の製造場所や長鎖 PFCA を含む製品のライフサイク

ルからの排出）及び間接的な発生源（環境に放出された長鎖 PFCA 関連物質が長鎖 PFCA に

変化）から環境に放出。 

• 長鎖 PFCA とその塩及び関連物質の環境への放出は、製造工場や工業地域の近辺で採取され

た環境マトリクス、消火用泡の影響を受けた場所、廃棄物処理施設からの排水、汚泥、浸出

液、下水汚泥の散布された農業現場、スキー場の雪と土、室内環境での検出によって確認さ

れている。 
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残留性等の概要（長鎖 PFCA、その塩及び関連物質） 

 

1  エグゼクティブ・サマリー（残留性に関連する部分のみ抜粋） 

• 長鎖 PFCA は、カルボン酸に完全フッ素化炭素鎖が結合したもので、環境中で極めて難

分解性である。炭素-フッ素結合は最も強い共有結合の一つであり（約 108-120 kcal/mole）、

結合は極めて安定で、酸、塩基、酸化剤、還元剤、光分解プロセス、微生物、代謝プロ

セスによる分解に対して一般的に耐性があります。強い炭素-フッ素間結合と電子を多く

含むフッ素原子の高い電子密度は炭素骨格を保護し、熱と化学試薬の両方に対して不活

性であるという結果をもたらしている。 

• 多くの研究が、長鎖 PFCA は環境に適した条件下では分解しないことを証明している。

例えば、C9 PFCA は、経済協力開発機構（OECD）の 301F では生分解しなかった。他

の研究では、長鎖 PFCA がある程度分解されるが、環境的な条件下では分解されないこ

とが示されている。 

 

2  残留性 

• 長鎖 PFCA は、全炭素数が 9~21 であり、完全フッ素化された炭素鎖を有するカルボン

酸である。 

• 炭素-フッ素結合は、最も強い共有結合（約 108-120 kcal/mole）の一つであり、結合は

極めて安定で、酸、塩基、酸化剤、還元剤、光分解プロセス、微生物、代謝プロセスに

よる分解に対して一般的に耐性がある (Dixon 2001; Parsons et al.2008)。 

 フッ素は元素の中で最も高い電気陰性度を持つため、炭素鎖へのフッ素の結合及び

フッ素原子の高い電子密度により、炭素骨格が保護され、熱と化学物質の両方に対

して不活性 (Hakli et al. 2008; Colomban et al. 2014; Parsons et al. 2008) 

 炭素-フッ素間の結合は、イオン化ポテンシャルの高さ、分極性の低さ、分子間及び

分子内相互作用の低さ、そして表面張力の小ささに寄与 

 これらの理由により長鎖 PFCA は環境中で極めて安定であると推測。 

 C9 PFCA は OECD 301F では生分解しなかった (Stasinakis et al., 2008)。 

 長鎖 PFCA が環境的な条件下で分解しなかったことが報告 (Hori et al. 2005a; Hori 

et al. 2005b; Hori et al. 2008; Qu et al. 2016; Liu et al. 2017)。 

 環境条件から離れた条件下での研究において、長鎖 PFCA の一部が分解した報告 

 高地（2,500 m と 4,200 m）で 106 日間太陽照射した場合、C10 PFCA の 30~35％

光分解した (Taniyasu et al. 2013) 

 C9-18 PFCA が河川水中で電気酸化で 38%脱フッ素化 (Barisci and Suri 2020) 

• 長鎖 PFCA は、様々な機関における難分解性に関する規制基準を満たしている。 

 EU では、REACH 規則で定められた基準に従って、C9,10 PFCA が非常に難分解性
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（P：persistent）であると確認され、C11-14 PFCA が非常に難分解性（vP：very 

persistent）であると確認 (ECHA 2012a, b, c, d, 2015, 2016)。詳細は下記の表に記

載。

 カナダでは、長鎖 PFCAs とその塩及びその前駆体の生態学的スクリーニング評価に

おいて、長鎖 PFCAs とその塩は、残留性及び生物蓄積性規則 (Canada 2000) で規

定された残留性の基準を満たしていると結論づけた (Environment Canada 2012)。

 前駆体が安定な長鎖 PFCA に変化することで、環境中での残留性が増加することが

認識。

表 C9-14長鎖 PFCA に対する残留性(P 又は vP)判定の根拠等 

物質 判定 残留性に関する根拠 文献

PFNA 

(C9 PFCA) 

375-95-1

PBT 水中：半減期 2,477 日（推定値） 

土壌中：半減期 4,954 日（推定値） 

生分解性：28 日で分解せず（OECD 301F） 

※PFOA のリードアクロスより生分解性が低い

と推測

Lambert et al. 2011 

Lambert et al. 2011 

Stasinakis et al. 2008 

ECHA 2015 

PFDA 

(C10 PFCA) 

335-76-2

PBT 水中：半減期 4,722 日（推定値） 

土壌中：半減期 9,444 日（推定値） 

※PFOAとPFNAのリードアクロスより生分解性

が低いと推測

Lambert et al. 2011 

Lambert et al. 2011 

ECHA 2016 

PFUnDA 

(C11 PFCA) 

2058-94-8 

vPvB ※C8,9,12,14 の PFCA のリードアクロスより生

分解性が低いと推測

ECHA 2012a 

PFDoDA 

(C12 PFCA) 

307-55-1

vPvB 生分解性：28 日で分解せず（OECD 301C） 

※PFOA のリードアクロスより生分解性が低い

と推測

NITE 2007a 

ECHA 2012d 

PFTrDA 

(C13 PFCA) 

72629-94-8 

vPvB ※C8,9,12,14、PFCA のリードアクロスより生分

解性が低いと推測

ECHA 2012c 

PFTDA 

(C14 PFCA) 

376-06-7

vPvB 生分解性：28 日で分解せず（OECD 301C） 

※C8,12、PFCA のリードアクロスより生分解性

が低いと推測

NITE 2007b 

ECHA 2012b 

• POP として認知されており、2019 年にストックホルム条約にリストアップされ、長鎖

PFCA と 同 族 体 で あ る PFOA に 関 す る リ ス ク プ ロ フ ァ イ ル

（UNEP/POPS/POPRC.12/11/Add.2）から、この物質は残留性があると結論づけられる。 
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• 化審法による C9-21長鎖 PFCA の分解度情報を下表に整理した。7 つの長鎖 PFCA で難分

解性と判定されている（J-CHECK）。 

 

表 化審法による分解度の判定（J-CHECK より） 
被験物質 
略称 

CAS 番号 
(官報公示整理番号) 判定 分解度（％） 

試験法/試験条件 BOD LC-MS HPLC 
PFNA 375-95-1 

(2-2659) 
－ － － － － 

PFDA 335-76-2 
(2-2659) 

－ － － － － 

PFUnDA 2058-94-8 
(2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFDoDA 307-55-1 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 0% － 2% 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFTrDA 72629-94-8 
(2-2658、2-2659) 

難分解性 － － － － 

PFTDA 376-06-7 
(2-2658) 

難分解性 0% 0% － 試験法：OECD 301C 
試験温度等：25±1℃（遮光下） 
試験物質濃度：100 mg/L 
活性汚泥濃度：30 mg/L 
試験期間：28 日間 

PFPeDA 141074-63-7 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHxDA 67905-19-5 
(2-2658) 

難分解性 － － － － 

PFHpDA 57475-95-3 － － － － － 
PFODA 16517-11-6 難分解性 － － － － 
PFNDA 133921-38-7 － － － － － 
C20 PFCA 68310-12-3 － － － － － 
C21 PFCA － － － － － － 

－：未記載又は未掲載 

 

 

3  情報の統合 (残留性に関連する部分のみ抜粋) 

• 長鎖 PFCA は、環境中で極めて難分解性である。 

• 炭素-フッ素間結合は最も強い共有結合の一つであり、極めて安定で、酸、塩基、酸化剤、

還元剤、光分解プロセス、微生物、代謝プロセスによる分解に対して耐性がある。強い

炭素-フッ素間結合と電子を多く含むフッ素原子の高い電子密度は炭素骨格を保護し、熱

と化学試薬の両方に対して不活性である。 

• 多くの研究において長鎖 PFCA が環境条件下では分解されないことを示している。例え

ば、C9 PFCA は、OECD 301F では生分解しなかった。他の研究においても長鎖 PFCA

がある程度分解されるが、環境的に適切な条件下では分解されないことが示されている。 
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生物蓄積性等の概要（長鎖 PFCAs、その塩及び関連化合物） 

1 BCF、BAF 

(1) 実験に基づくデータ

• 一部の長鎖 PFCA（C18まで）については、生物濃縮と生物蓄積の両方の実験データが利用

可能である。

• 実験室由来の生物濃縮係数（BCF、L/kg）と生物蓄積係数（BAF、L/kg）が、3 種の淡水魚

（ゼブラフィッシュ(Danio rerio)、コイ(Cyprinus carpio L.)、ニジマス(Oncorhynchus

mykiss)）、ミドリイガイ(Perna viridis)、海水魚のクロソイ（Sebastes schlegeli）で報告あ

り(Martin et al. 2003a, Martin et al. 2003b, Jeon et al. 2010, Liu et al. 2011a, Inoue et al.

2012, Goeritz et al. 2013, Chen et al. 2016, Menger et al. 2020)。

• 実験室での BCF/BAF の値は、試験生物の種や齢により変動がある。

 コイ（全体）の BCF の例(Inoue et al. 2012)：

C11 PFCA：2300 – 3700 

C12 PFCA：10 000 – 16 000 

C13 PFCA：16 000 – 17 000 

C16 PFCA：4700 – 4800 

C18 PFCA：320 – 430 

• 実験室での BCF と BAF は、ほとんどの場合、C9 (<0.4～1,514)から C14 (17,000～363,078)

まで増加し、C16 (4,700～4,800)から C18 (20～4,800)にかけて減少する。

(2) 野外でのデータ

• 野外での淡水及び海産生物の BCF や BAF は C15 PFCA まで報告あり。

 東京の下水処理場排出口近くの排水路のコイ(Murakami et al. 2011)

肝臓 BAF：69 (C9)～> 26,000 (C13) 

腎臓 BAF：2,600 (C9)～> 40,000 (C13) 

• 野外での BCF や BAF は種により 3.9 (C9 PFCA)から 5,011,872 (C12 PFCA)まで変動する。

野外での BCF や BAF は、ほとんどの場合、C9から C14までで増加し、C15 (> 59 – 224)で

減少する(Kwadijk et al. 2010, Labadie and Chevreuil 2011, Murakami et al. 2011, Zhou et al.

2012, Naile et al. 2013, Fang et al. 2014, Pan et al. 2014, Ahrens et al. 2015, Gebbink et al.

2016, Liu et al. 2019a, Liu et al. 2019b, Munoz et al. 2019, Pan et al. 2019, Choi et al. 2020)。 

• しかしながら、非常に長鎖の PFCA 類は、水溶解度が低く、濃度が非常に低いために水中

のこれらの物質の測定が不可能となり、野外での BAF 値はあまり報告されていない。
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参考）化審法の濃縮度試験結果（J-CHECK より） 

■対象物質：PFNA（C9）、PFDA（C10） 
判定：未判定（掲載） 

 

■対象物質：PFUnDA（C11） 
判定：高濃縮性ではないと判断される物質 
試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 
設定

濃度 
(μg/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

13 日後 27 日後 41 日後 49 日後 60 日後 定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.946 不明 2,000 2,200 2,500 2,100 2,300 2,300 2,600 
6,100 

3,200 
4,500 

3,900 
3,700 

860 
1,300 

0.1 0.0894 不明 2,100 2,500 3,500 4,300 3,300 3,700 3,400 
1,700 

4,100 
2,300 

6,000 
3,000 

1,000 
620 

※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 

 

■対象物質：PFDoDA（C12） 
判定：高濃縮性であると判断される物質 
試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間、脂質補正：1 曝露群のみ 
設定

濃度 
(μg/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 50 日後 60 日後 定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.987 不明 4,500 22,000 17,000 18,000 14,000 16,000 42,000 
12,000 

44,000 
12,000 

62,000 
16,000 

13,000 
3,200 

0.1 0.0970 不明 6,500 25,000 9,800 7,800 13,000 10,000 13,000 
10,000 

14,000 
12,000 

17,000 
13,000 

4,300 
3,700 

※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 
※0.1μg/L区の下段は、脂質補正ありの BCF。 

 

■対象物質：PFTrDA（C13） 

判定：高濃縮性であると判断される物質 

試験結果等：未掲載 

 

■対象物質：PFTDA（C14） 

判定：高濃縮性であると判断される物質 

試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間、脂質補正：1 曝露群のみ 
設定

濃度 
(μg/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 53 日後 60 日後 定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.947 不明 8,300 14,000 18,000 17,000 15,000 16,000 18,000 
17,000 

31,000 
31,000 

46,000 
41,000 

4,600 
4,700 

0.1 0.0931 不明 9,500 16,000 22,000 17,000 17,000 17,000 21,000 
42,000 

19,000 
33,000 

27,000 
45,000 

5,300 
9,700 

※分散剤：HCO-40、2-メトキシエタノール 
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■対象物質：PFPeDA（C15） 
判定：高濃縮性であると判断される物質 
試験結果等：未掲載 

 

■対象物質：PFHxDA（C16） 
判定：高濃縮性であると判断される物質 
試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 
設定

濃度 
(μg/L) 

定常状態

での平均

実測濃度 
(μg/L) 

分散

剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

14 日後 28 日後 42 日後 53 日後 60 日後 定常 
状態 外皮 頭部 内臓 可食部 

1 0.984 不明 2,100 3,700 4,400 4,400 5,600 4,800 5,000 
6,100 

4,400 
4,700 

5,200 
5,300 

1,600 
1,800 

0.1 0.0985 不明 2,000 3,400 4,300 4,200 5,500 4,700 5,100 
4,300 

4,500 
5,200 

12,000 
8,400 

2,200 
2,500 

※分散剤：HCO-40、N,N-ジメチルホルムアミド 

 

■対象物質：PFODA（C18） 
判定：高濃縮性ではないと判断される物質 
試験魚種：コイ、試験法：OECD 305（流水式）、曝露期間：60 日間 

設定濃度 
(μg/L) 

定常状態での

平均実測濃度 
(μg/L) 

分散剤 
(μg/L) 

濃縮倍率 

7 日後 19 日後 33 日後 46 日後 60 日後 定常状態 

1 0.973 不明 390 330 460 380 460 430 

0.1 0.0985 不明 250 310 300 290 360 320 

※分散剤：HCO-40、N,N-ジメチルホルムアミド 

 

■対象物質：PFHpDA（C17）、PFNDA（C19）、C20 PFCA、C21 PFCA 
J-CHECK に未掲載 

 

(3) データ不足への対応 

• 他の調査では、研究者は検出限界値を使って BAF を算出している。 

 水中の非検出濃度を検出限界値で代用し、海産プランクトンの BAF を導出(Zhang et 

al. 2019)。 

• 水生生物における PFASs の BCF や BAF の最近のレビュー(Burkhard 2021) 

 水中や組織中の検出限界値未満の濃度に基づくデータを含めずに、最大で C10 まで

の報告に制限。 

 より大きな鎖長の BCF や BAF を実験的に測定するため、環境中濃度に限らない実

験室での曝露を活用して、この問題を回避。 

• しかしながら、実験室での BCF の測定値は、一定にはならず、曝露濃度の上昇に伴い減少

する。PFAS の体内負荷が受動的輸送と能動的輸送の両方によって制御されており、後者

が濃度依存性であることが仮定される。 
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• 高用量では、より迅速な排泄と低い蓄積の結果、活性タンパク質による輸送は飽和状態と

なる(Liu et al. 2011a)。 

• 結果として、高濃度を用いた実験室での BCF は、実環境のシナリオよりも低くなると予測

される。 

 

2 BMF、TMF 

(1) BMF／TMF の妥当性 

• 魚類や水生無脊椎動物の BCF/BAF データを鳥類や陸上/海洋哺乳類への外挿は、長鎖

PFCAs の生物濃縮性を過小評価する可能性がある。 

• 非極性で非揮発性の中性の有機化学物質（例：PCB）では、生物濃縮は、一般的に、水呼

吸の生物（例：魚類、水生無脊椎動物）や空気呼吸の生物（例：陸上/海上の哺乳類、鳥類）

において同じメカニズムで起こる。 

• 中性の化学物質は、水や大気への排泄率が低く、その結果、大気呼吸生物と水呼吸生物の

両方で、類似した生物濃縮性となる(Kelly et al. 2004; Mackay and Fraser 2000)。 

• しかしながら、イオン化し、極性を持ち、不揮発性の長鎖 PFCA は、中性の化学物質に比

して高い水溶性となる。 

• 水呼吸生物にとって、このことは長鎖 PFCA のより迅速な水相への排除に続いて、生物濃

縮性を減少させる結果となる可能性がある。 

• 適度な水溶解度の長鎖 PFCA は鰓から水へ移行する傾向が比較的高いが、このメカニズム

は、親油性が高くなる非常に長鎖の PFCA ではあまり重要でない可能性がある。 

• このことは、ホッキョクグマやアザラシの油脂中でより長鎖の PFCA(C11-14)が優占的であ

る一方で、それらの肝臓では C9-11の PFCA が優占的であった(Boisvert et al. 2019)ことと

矛盾しない。 

• 逆に、長鎖 PFCA は、蒸気圧が低く、負の電荷を帯びていることから、肺の肺胞膜から大

気に移行する傾向が比較的低いと考えられる。 

• 空気呼吸生物での生物濃縮は、主に極性よりも揮発性によって進むため、長鎖 PFCA の非

揮発性は、比較的緩慢な大気への排泄を助長し、空気呼吸生物でより高い生物濃縮をもた

らす(Kelly et al. 2004)。 

• つまりは、魚類の鰓は、鳥類や陸上・海生哺乳類のような生物種には備わっていない長鎖

PFCA の追加的な排泄の機構を与えてくれている(Martin et al. 2003a)。 

• さらには、魚類の BCF/BAF の海生／陸上哺乳類への外挿は、高次と低次の栄養段階での

生物学的差異（例：摂餌速度、同化効率、浄化速度）のため、実施すべきではない(Martin et 

al. 2003a)。 

• 従って、長鎖 PFCAsの全体的な生物濃縮性を判定するには、野外での生物増幅係数（BMF、

単位なし）や食物連鎖による蓄積係数（TMF、単位なし）がより適切と考えられる。 
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• それにもかかわらず、条約附属書 D の BCF の基準を超える全体の BCF が実験室で導き出

されている。 

 

(2) BMF／TMF データ 

• 長鎖 PFCA（C18 PFCA まで）の野外での生物増幅や食物連鎖による蓄積の研究では、複数

の魚種や上位捕食種（例：鳥類、陸上/海生哺乳類）で高い生物増幅性があることを示して

いる(Martin et al. 2004, Houde et al. 2006a, Haukås et al. 2007, Butt et al. 2008, Powley et 

al. 2008, Kelly et al. 2009, Tomy et al. 2009b, Loi et al. 2013; Müller et al. 2011, Fang et al. 

2014, Xu et al. 2014, Munoz et al. 2017b, Simonnet-Laprade et al. 2019b, Ren et al. 2022)。 

• １を超える BMF や TMF は、生物蓄積性ありと見なされる。 

 中国の遼東湾の海洋食物網での上位捕食種であるウミネコ(Larus crassirostris) 

(Zhang et al. 2015) 

 TMF（C9-14）：1.78～4.88（筋肉と肝臓のデータより全体を推定） 

 フランスのオルジュ川の食物網での様々な摂食行動をもつ上位捕食種の 8 種の淡水

魚(Simonnet-Laprade et al. 2019a) 

 BMF (C11-14)：0.3～25.2 

 TMF (C11-14)：1.5～3.0 

 フランスの他の 5 つの河川食物網での上位捕食種であるチャブ（ウグイ亜科）

(Squalius cephalus)とバーベル（コイ亜科）(Barbus barbus) (Simonnet-Laprade et al. 

2019b) 

 TMF（C9-14）：0.9～14.9 

 グリーンランドでの限られた試料によるアザラシ肝臓とホッキョクグマ肝臓の比較 

(Boisvert et al. 2019) 

 平均 BMF（C16-18）：約 2～3 

• 全世界でのいくつかの食物網での TMF や BMF の報告は、参考資料 4 の 2.2.3 を参照。 

• 全体として、C9-14で利用可能な TMF は 0.3～19.8、C9-16で利用可能な BMF は 0.1～25.2

で、上位捕食種（例：ウミネコ、サギ、肉食魚、ワモンアザラシ、 シロイルカ、ホッキョ

クグマ、オオカミ）は常に 1 以上である。 

 

3 オクタノール－水分配係数(log Kow) 

• C16超の長鎖 PFC には、その測定の分析困難性により、生物増幅や食物連鎖による蓄積の

データがない。 

• しかしながら、C17–21の PFCA も鳥類や陸上/海生哺乳類で生物増幅している可能性が見込

まれる。 

• さらに、野生動物での長鎖 PFCA に関連する化合物の存在と代謝変換により、長鎖 PFCA
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の体内負荷が増加する可能性がある(Nabb et al. 2007; Letcher et al. 2014)。 

• 生物濃縮の指標としてオクタノール-水分配係数（log Kow）値が伝統的に用いられている

が、長鎖 PFCA のような界面活性物質や電離性物質では意味のある log Kow が確実に測定

又はモデル化できない。 

• 長鎖 PFCA ではモデルによる Kow 値のみが利用可能（例：Wang et al. 2011）。 

• 長鎖の PFCA は、有機相（脂質）と水相での分配よりも、有機相と水相の界面に移動する

傾向がある(Houde et al. 2006a; OECD 2002)。 

• ペルフルオロ分子の一部はリン脂質との相互作用が可能である(Armitage et al. 2012; 

Dassuncao et al. 20192017; Droge 2019)が、ほとんどの研究で、非常に高い疎水性の尾部

と極性の頭部が疎水性並びにタンパク質とのイオン性相互作用を促進していることによっ

て、脂質よりもタンパク質に富む組織（すなわち、卵黄、肝臓、血液）が、長鎖 PFCA の

主要な貯蔵場所であることを示している(Jones et al. 2003; Bischel et al. 2010; Woodcroft 

et al. 2010; Bischel et al. 2011; Ng and Hungerbuhler 2013; Cheng and Ng 2018; Zhong et 

al. 2019)。 

• したがって、長鎖 PFCA においては、生物蓄積性の特徴付けや予測目的（例：Kow に基づ

く生物蓄積性モデル）に log Kowを使用することは不適切である(OECD 2002; Conder et al. 

2008)。 

• それよりむしろ、実験に基づく生物蓄積データの方がより適切である。 

• 詳細は参考資料 4 の 2.2.3 を参照。 

 

4 モデルによる BCF 予測 

• 一連の PFCA の化学的類似性の高さは先に述べたとおりで、類似の生物濃縮特性を持つこ

とが示唆される。 

• PFOA のような短鎖の PFCA では、低い鰓の取込み速度や、活発な腎臓でのクリアランス

によって、BCF が低減化されることが知られている(Consoer et al. 20212014)。 

• より長鎖の PFCA では、取込み効率を高めて、腎クリアランス速度を低下させる可能性が

ある疎水性分配を増加させることを示す。 

• C17-21 の実験による生物濃縮の測定値が欠如しているため、BIONIC v3.0 を使用して魚類

BCF値のモデリングを実施した。このモデルはイオン性の有機化学物質を対象に開発され、

一連のペルフルオロアルキル酸に適用されている(Armitage et al. 2013)。この機構モデルは、

pKa を組込むことや、貯蔵脂質－水（Kslw）、膜－水（Kmw）、血漿アルブミン－水（Ksaw）、

構造タンパク質－水（Kspw）といったイオン性化合物に関連した特定の分配係数を使うこ

とにより、BCF の pH 依存性に対応できる。これらの入力は、貯蔵脂質の分配のみに着目

した従来の BCF モデルよりも、魚類でのイオン性化合物の実際の分配をよりよく説明する。

モデル化された PFCA（C17-21）における実験に基づいた分配入力パラメータは、利用不可
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であり、他の長鎖 PFCA の観測された分配に基づいて開発されている(Droge 2019; 

Allendorf et al. 20201)。また、BIONIC モデルでは、Arnot ら(2009)に記載されているマス

バランス法を用いて算出した魚類の代謝速度定数（kM）の入力も要求される。すべての入

力データは参考資料 4 の表 6 を参照。 

 予測 BCF：C17で最大 129,000 

C18で最大 130,000 

C19で最大 26,800 

C20で最大 27,600 

C21で最大 28,500 

• 魚類の BCF 予測値は、通常は、炭素鎖が長くなるに従い減少するが、C17–21の PFCA の高

い生物濃縮性を裏付け、すべての予測値が 5,000 を超えている。 

 

5 生体内への取込みの可能性 

• C16までの長鎖 PFCA の生物蓄積性の実験による証拠がある。 

• C17–21の PFCA に関する使用又は排出の証拠がある。 

 C17–21：雪や土壌で検出(Plassman and Berger 2013) 

 C9–11、C14、C18：北極圏の大気で検出(Wong et al. 2018) 

 C16–18：上位捕食種で検出(Greaves et al. 2013; Letcher et al. 2015; Su et al. 2017; 

Letcher et al. 2018; Boisvert et al. 2019; Sun et al. 2020) 

 

• 直鎖のペルフルオロアルキル鎖の PFCA（C8-18の PFCA：有効径 Deff＝0.61–0.96 nm）は、

生体膜の通過が可能(Inoue et al. 2012)。 

• カナダ環境・気候変動省(ECCC)により OASIS software (TIMES 2020)を用いて Deff を予測。 

 C19：1.18 nm、C20：1.22 nm、C21：1.25 nm 

• 炭素－炭素立体配座は、フルオロカーボン鎖が長くなるにつれて変化し、より長い鎖ほど

より螺旋状になるため、断面径が小さくなる(Wang and Ober 1999)。 

• これらの立体的な考察は、分子量や他の物理化学的な考察に基づいて予想されるよりも大

きな生物濃縮性につながる(Anliker et al. 1988; Dimitrov et al. 2003)。 

 

• 分析上の限界から実験に基づいた判定が困難であることを認識した上で、C17-21 の PFCA

は生物濃縮性を有すると結論付けられる。 

 

6 体内動態及び体内半減期 

• ヒトでは、長鎖 PFCA は血液、並びに肝臓、腎臓、肺などの灌流組織に蓄積される(Pérez et 

al. 2013; Kudo 2015)。 
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• 長鎖 PFCA は、強いタンパク質結合親和性と肝臓、腸、腎臓レベルで起こる再吸収プロセ

スによって、人体から非常にゆっくりと排泄される(EFSA 2020)。 

• C9の PFCA のヒト体内の平均半減期は 2.5～4.3 年で、C10と C11ではどちらも 4.5～12 年

(Zhang et al. 2013)。 

• いくつかの動物試験では、炭素鎖が長いほど、PFCA の排出が遅くなり、その結果、生物

濃縮性がより高くなることが示唆されている。これらの研究は、C7–10 (Ohmori et al. 2003)、

C6–9 (Kudo et al. 2006)、C8と C10 (Yeung et al. 2009)で実施されている。 

• C4–10の in vitro 試験では、炭素鎖が長いほどより強くタンパク質へ結合することが示され

ている(Chen et al. 2020)。 

• しかしながら、他の研究では、同じような直線的な増加傾向は確認されていない(Bischel et 

al. 2011; Jackson et al. 2021)ため、この傾向がすべての長鎖 PFCA に適用できるかは不透

明である。 

 

7 ヒト体内への蓄積 

• ヒトにおける長鎖 PFCA の生物蓄積は、加齢とともに長鎖 PFCAs の濃度の上昇を示す生

体モニタリング研究により証明されている。 

 カナダの一般人を対象とした調査（3 サイクルのモニタリング）(Health Canada 

2021a,b) 

 C9と C10の濃度：最も高齢層（60～79 歳）で最も高濃度 

 2017 年にカナダのヌナヴィクに住むイヌイットの成人を対象に行った健康調査

(Aker et al. 2021) 

 男女の C9-11の血漿濃度の合計：年齢とともに有意に上昇 

最も高齢層（50 歳以上）で最も高濃度 

• ヒトでの C12-21の PFCA の生物濃縮に関する情報は不足しているが、データ不足に対処す

るためのリード・アクロス論が展開され得る。 

• 一連の PFCA の化学的類似性の高さは上述のとおりで、同様の生物濃縮特性が示唆される。 

• ヒトでの C9、C10、C11の PFCA の長い半減期の直接的な証拠があり、生体モニタリング研

究では、特定の長鎖 PFCA の血中濃度が年齢とともに上昇することが示されている。 

• 動物実験では、鎖長の増加（C4-C12）に伴い排泄が遅くなる証拠がある。 

• 鎖長の上昇に伴いタンパク質結合が増加するという in vitro の証拠もいくつかあるが、この

傾向がすべての長鎖 PFCA で正しいかどうかは不確実である。 

• したがって、炭素数 21 までの長鎖 PFCA がヒトで生物濃縮すると予想することは妥当で

あるが、生物濃縮性は必ずしも鎖長の増加に伴って上昇するとは限らない。 
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8 各国の基準への適合状況等 

• 長鎖 PFCA は、いくつかの管轄区域において生物濃縮性に関する規制基準に適合している。 

• EU では長鎖 PFCA（C9-C14）が評価され、REACH 規則で定められた基準に従って、生物

蓄積性（C9、C10）または非常に生物蓄積性（C11-14）として特定されている（ECHA 2012a,b,c,d, 

2015, 2016）。 

• カナダでは、長鎖 PFCA、その塩及びその前駆体の生態リスク評価（Environment Canada 

2012）において、長鎖 PFCAs とその塩が鳥類及び陸上/海生哺乳類に蓄積し生物増幅する

と結論付けるために、BMF や TMF データに基づく証拠の重み付けアプローチを用いてい

る。 

 

9 情報の統合 (生物蓄積性に関連する部分のみ抜粋) 

• 淡水性及び海生の水生生物における C9-14 の PFCAs において、5000 を超えるいくつかの

BCF 及び BAF の測定値が報告されている。 

• 上位捕食種に焦点を当てた研究では、C9-16の PFCA で 1 以上の TMF と BMF が報告され、

長鎖 PFCA が空気呼吸生物で生物増幅するという証拠を提供している。 

• C18 までの PFCA は、ホッキョクグマ、セグロカモメ、ハヤブサなどの上位捕食種で測定

されている。 

• ヒトでは、長鎖 PFCA は血液と灌流組織に蓄積され、体内から非常にゆっくりと排出され

る（すなわち、C9の PFCA の推定平均半減期は 2.5～4.3 年、C10と C11の両方の平均半減

期は 4.5～12 年）。 

• 実験に基づく情報は、C16までの長鎖 PFCA の生物濃縮性を示している。 

• 他の情報でも、C17-21の予測 BCF が 5000 を超えるなど、これらの PFCA の高い生物濃縮

性を支持している。 

• 炭素数 21 までの長鎖 PFCA が、水生及び陸上生物並びにヒトにおいて生物濃縮性を有す

ると見込むことは妥当である。 
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発生源等の概要 (クロルピリホス) 

1. エグゼクティブサマリー

• クロルピリホスは、1965 年に Dow Chemical 社によって初めて商業生産された。クロルピリ

ホスの商業的な製造方法は多数報告されているが、一般的な方法は炭酸ナトリウムの存在下

で 3,5,6-トリクロロ-2-ピリジノールとホスホロクロリドチオ酸ジエチルの反応である

(ATSDR, 1997)。米国農務省の調査によると、クロルピリホスは 1995 年に米国で最も使用さ

れた殺虫剤であり、630 万ポンドが畑作に使用された (USA, 1996)。五大湖流域の 4 州（ウ

ィスコンシン、イリノイ、インディアナ、ミシガン）では、1996 年のクロルピリホスの使用

量は 145 万 6 千ポンドだった (USA, 1997)。

• 世界の総生産量に関するデータはないが、中国作物保護工業会 (CCPIA) のデータによると、

2007 年以前の世界の使用量は年間約 1 万トンであった。

• 中国では毒性の強い 5 種類の有機リン系農薬の禁止後、クロルピリホスが主に使用されるよ

うになり (Chen et al., 2012)、現在の世界の使用量は年間 5 万トンと推定 (CCPIA, 2022)。

• Corteva (旧 Dow Chemical) が 2021 年末までにクロルピリホスの生産を終了すると発表して

から、中国とインドがクロルピリホスの二大生産国であるとみなされている。

2. 製造、流通、ストックパイル

• クロルピリホスは、1965 年に米国の Dow Chemical 社によって初めて商業生産された。クロ

ルピリホスの商業的製造方法は多数報告されているが、一般的な方法は炭酸ナトリウムの存

在下かつ塩基性条件下で 3,5,6-トリクロロ-2-ピリジノールをホスホロクロリドチオ酸ジエチ

ルと反応させる方法である (ATSDR, 1997)。

• 世界の総生産量に関するデータはないが、2007 年以前は世界で年間約 1 万トン使用され、そ

の後世界の推定生産量・使用量は年間約 5 万トンに増加 (CCPIA, 2022)。

• 中国では毒性の強い 5 種類の有機リン系農薬が禁止された後、クロルピリホスが殺虫剤の主

流となった (Chen et al., 2012)。中国では 2016 年に野菜へのクロルピリホスの使用が禁止さ

れたが、中国殺虫剤情報ネットワークによれば、現在も他の用途で 1,127 個のクロルピリホ

ス系製品が登録されており、アベルメクチン（1,651 個）とイミダクロプリド （1,362 個）

に次いで多い。

• 現在、クロルピリホスの世界的な生産量は、中国とインドが二大生産国であるとみなされて

いる。

 インドにおける 2021 年のクロルピリホスの総生産量は 24,000 トンと報告されており、

そのうち国内使用量は 11,000 トン、輸出量は 12,000 トン、備蓄量は 1,000 トンであっ

た (PMFAI, 2022)。

 中国におけるクロルピリホスの生産量と使用量に関するデータは提供されていない。し
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かし、2019 年には、合計 32,500 トンのクロルピリホスが中国から輸出されたと推定さ

れている。主な輸出先は、ブラジル、ベトナム、インドネシア、タイであった。ただし、

その後、ベトナム、インドネシア、タイでの使用は段階的に廃止されているか、または

その途上である。輸出額が多い製品は、クロルピリホス 97％TC、クロルピリホス 40％

EC、クロルピリホス 95％TC であった。 

• 米国におけるクロルピリホスの生産量は明らかにされていないが、米国での生産量は過去 25

年間で大幅に減少。1987 年~1998 年の米国におけるクロルピリホスの年間使用量は約 9,500

トン (US EPA, 2006)、2014 年~2018 年の年間使用量は約 2,300 トン (US EPA, 2020) であ

ると報告。

 住宅用処理剤として登録されていたクロルピリホス製品の大半は、1997 年から

2001 年の間に登録者によって自主的に撤廃又は段階的に廃止 (US EPA, 2006)。

 カリフォルニア州などの州レベルでの規制、減産、代替製品の開発等により、

使用申請が減少していると報告。

 近年、複数の製造業者が米国での生産を自主的に停止

• カナダでは生産量は報告されていない。全てのクロルピリホスの有効成分及び大半のクロル

ピリホスの最終使用製品は、2021 年に中止される前にカナダに輸入された。

 カナダにおける 2020 年のクロルピリホスの年間販売量は、有効成分で算出すると

133 トン。

• オーストラリアは 2020 年~2021 年にクロルピリホス（製品／活性剤）2,131 トンを輸入した

と報告 (Australia, 2022)。

• 2020 年に欧州連合でクロルピリホスの認可が更新されなかったことにより、欧州各国でのク

ロルピリホスの使用・生産・輸入が中止されたと予想。

 英国での使用量は近年顕著な減少を示しており、2016 年に報告された 17 トンを超

えた使用量は 2020 年には 0.1 トン未満に減少していることが指摘。

• FAO によると、クロルピリホスは 2008 年~2015 年の間に、ヨーロッパ（セルビア、トルコ）、

近東（レバノン）、アフリカ（ブルンジ、マラウィ、マダガスカル、セネガル）、ラテンアメリ

カとカリブ海（エクアドル）、アジア（タイ、バングラディッシュ、ミヤンマー、マレー）な

どの 12 の途上国や経済移行国が輸入した。2015 年のこれらの市場への輸入総量は、～7,000

トンと推定される（欧州委員会、2017 年）。2008 年~2015 年にかけて、これらの国への輸入

総量は、一般的な傾向として輸入量が増加 (European Commission, 2017)。

 トルコの輸入量は、2008~2015 年の期間に明確な増加傾向。

 マレーシアとミャンマーの輸入量は、いくつかの年に若干の減少があったものの、

この期間にわたって増加傾向。

 ブラジルでは、2009 年~2020 年の国内生産量は 1,467~12,989 トン、輸入量は

8~6,441 トン、国内使用量は 2,449~1,652 トンであった。
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3. 用途 

• クロルピリホスは広く用いられている塩素化有機リン酸系殺虫剤で、芝生や観賞植物だけで

なく、様々な作物の害虫駆除に使用 (EM & Shaike, 2015)。クロルピリホスを含む農薬製品

は、トウモロコシ、大豆、アルファルファ、オレンジ、リンゴ、バナナ、小麦、クルミなど多

くの農作物に使用登録されている (US EPA, 2020a; Foong et al, 2020)。さらに、クロルピリ

ホス製品は、苗床の観賞用植物、ゴルフ場の芝生、木材処理剤、牛の耳標など、非食用部位

での使用も登録されている。また、空中及び地上での蚊の成虫に対する殺虫剤の噴霧、ヒア

リ駆除、ライム病などの病気を媒介する可能性のある一部のダニの種に対する使用など、公

衆衛生としての用途もある (US EPA、2020a)。 

• 米国では 1987 年~1998 年の間に、年間約 9,500 トンのクロルピリホスが使用され、そのう

ち約 25％がトウモロコシに、25％がシロアリ防除に、12.5％が芝生に使用されたと推定 (US 

EPA, 2006)。米国 EPA の農薬プログラムの推計によると、2007 年時点でも米国内で最も使

用された殺虫剤であった (Alavanja, 2013)。米国におけるクロルピリホスの住宅用途の廃止

とシロアリ用途の段階的廃止を実施した結果、約 4,500 トンのクロルピリホスが市場から排

除されたと推定される。2014 年~2018 年の間に、クロルピリホスの使用量は 2,300 トンまで

減少し、主に大豆、アルファルファ、トウモロコシに使用され、総使用量の約 50%を占めて

いた。この推定値の中で、大豆は全散布量の約 25%を占めていた (US EPA, 2020)。2021 年

8 月、US EPA は国内の全食品へのクロルピリホス製品の使用を停止した。US EPA は非食品

用途について登録審査を進める予定である。 

• 欧州委員会は 2020 年 1 月に施行規則 EU 2020/18 を採択し、EU 加盟国は有効成分としてク

ロルピリホスを含む植物保護製品の認可をすべて取り消した。欧州のいくつかの国では、以

前よりクロルピリホスの使用を制限又は禁止していた。 

 オーストリアは 2020 年にすべての農薬使用を中止した (Austria, 2022)。 

 オランダでは 1971 年から広く使用されていたが、EU レベルでの使用禁止を受けて使用

を中止し、代替殺虫剤の開発が進められている。 

 スウェーデンとノルウェーでは、クロルピリホスは植物防護製品として認可されていな

い (Sweden, 2022, Norway, 2022)。 

 ベラルーシでは、穀物、トウモロコシ、菜種、果物、野菜の処理に農業で使用されてお

り、2018 年の総使用量は 64.6 トンであった (Belarus, 2022)。 

• インドで 2021 年に生産されたクロルピリホス 24,000 トンのうち、11,000 トンが国内で使用 

(PMFAI, 2022)。インドではクロルピリホスが多くの特定農業用途に承認されているとの報告

あり。インドで使用が承認されている特定の製品、作物、対象害虫等の概要は、参考資料 5 の

表 3 に記載。 

• インドではこのほか、非農業用途として、建築工程前後におけるシロアリ被害からの建物保

護、蚊の成虫とその媒介虫の防除においてクロルピリホス製品が使用されている。 

• 米国においてクロルピリホスのシロアリ防除剤としての使用は、2000 年に段階的に廃止され
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た。 

• 他のいくつかの国でもシロアリ防除のためのクロルピリホスの使用は段階的に廃止されてい

るが、インド、オーストラリアや、ザンビアやジンバブエなどアフリカの多くの国ではシロ

アリ防除剤として現在も使用されている (India, 2020, Rother, 2020)。 

• オーストラリアでは、毒性学、労働安全衛生、化学、残留、環境に関する懸念に基づいて、現

在見直しが進められている (Australia, 2019)。 

• 中国では 2017 年にいくつかの作物（主に米、野菜、果物、綿）に適用された本物質の国内総

消費量は~18,000 トン。一方で、中国では 2016 年 12 月からクロルピリホスの野菜への使用

が禁止 (CCPIA, 2022)。 

 

4. 環境への放出 

• 農薬として使用された場合、クロルピリホスは環境に直接放出され、いくつかの経路を経て

さらに分布する可能性がある。土壌粒子や堆積物に付着し、土壌から地下水に浸出し、流出

した灌漑水を通じて水生環境に到達し、拡散や揮発によって空気中を移動 (Nandhini et al., 

2021; Das et al., 2020; Gebremariam et al., 2012; Otieno et al, 2012)。  

• 製造時の環境への潜在的な排出を把握するためのデータは限られている。米国では、1980 カ

所の製造施設からのデータを報告し、クロルピリホスの製造量 1 トンあたり 0.5 kg が大気中

に放出されると見積り、世界の製造量が年間 5 万トンであることから、製造時の大気への放

出量は最大 25 トンと推定されている (ATSDR, 1997)。 

• 2007 年~2017 年の間に欧州では、欧州汚染物質排出移動登録（E-PRTR）に関する規則に基

づいて報告されたクロルピリホスの水域への排出は、5 カ国で 24 回記録され、年間総排出量

は 28~82 kg が記録。排出量の前年比は変動しているが、全体として減少傾向にあり、主な排

出源は都市部の下水処理場であることが示唆。2016 年、水枠組み指令のデータセットレビュ

ーによると、クロルピリホスの排出値がゼロを超えたのは 9 カ国であった。しかし、農業活

動による汚染物質の排出を報告したのは 1 カ国だけで、3 カ国は河川負荷による汚染物質の

排出を報告した。 

 

5. 情報の統合 (発生源等に関連する部分のみ抜粋) 

• クロルピリホスは、1965 年に Dow Chemical 社によって初めて商業生産された。クロルピリ

ホスの商業的製造方法は多数報告されているが、一般的な方法は炭酸ナトリウムの存在下な

どの塩基性条件下で 3,5,6-トリクロロ-2-ピリジノールとホスホロクロリドチオ酸ジエチルを

反応させる方法である (ATSDR, 1997)。 

• 世界の総生産量に関するデータはないが、CCPIA（2022）のデータによると、2007 年以前の

世界の使用量は年間約 10,000 トンであった。 

 中国では毒性の強い 5 種類の有機リン系農薬の禁止後、クロルピリホスが殺虫剤の主流

となり (Chen et al.、2012)、現在の世界使用量は年間 5 万トンと推定されている (CCPIA、
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2022)。 

 現在、中国とインドが世界的にクロルピリホスの二大生産国であるとみなされている。 

• 有機リン系殺虫剤に属するクロルピリホスは、農業用殺虫剤及び非農業害虫の防除剤として

広く使用されている。2008 年には、88 カ国以上で使用が許可されていた。 

 欧州連合では、欧州委員会決議（2007/565/EC）により、殺生物剤としての使用は 2008

年までに段階的に廃止された (European Union, 2007)。 

 米国環境保護庁は 2000 年に非農業用途の大半を段階的に廃止することを決定した (US 

EPA, 2006)。 

 他の国もクロルピリホスを禁止している。しかし、殺生物剤（建物でのシロアリ駆除等）

として、一部の国でまだ使用されている。 
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残留性等の概要 (クロルピリホス) 

1. エグゼクティブ・サマリー（残留性に関連する部分のみ抜粋）

• クロルピリホスの環境中での分解半減期は、散布量、生態系の種類、土壌または堆積物

の特性、及び温度などの環境要因によって、数日から数年（シロアリ防除の場合）の範

囲である。

• 北極及び南極のモニタリングデータから、クロルピリホスは遠隔地まで長距離移動する。

クロルピリホスの分解は温度に依存するため、これらの地域では長期間にわたり残留す

ることが予想される。北極圏では、あらゆる媒体からクロルピリホスが頻繁に検出され

ることもクロルピリホスの残留性を裏付けている。さらに、北極及び亜北極の湖の年代

測定された堆積物コアからクロルピリホスが検出されている (Landers, 2008)。 

• クロルピリホスはストックホルム条約の基準から、一部の環境下では難分解性であると

考えられる。

2. 残留性

• クロルピリホスは好気的条件及び嫌気的条件において土壌中で徐々に分解。水溶性は低

く、土壌への結合力は高い。浸出及び吸脱着に関する情報から、土壌または堆積物中の

クロルピリホスはほとんど移動しない (Spain 2017a, 2017b, US EPA, 2006)。

• クロルピリホスの環境中での分解半減期は数日から数年であり、散布量、生態系の種類、

土壌または堆積物の特性、温度などの環境要因など、幅広い要因に依存する。

 水溶性は低く、土壌結合能は高く、KOC値は 2,785~31,000 であり、クロルピリホス

は土壌中で不動又はわずかに移動すると考えられる（PRMA, 2019）。

 クロルピリホスは、散布時にスプレードリフト（散布時に起こる漂流飛散）を介し

て、または土壌に吸着して、散布後数ヶ月で流出水となって地表水を汚染する可能

性がある。

 利用可能なデータは、ほとんどのクロルピリホスの流出が、一般に流出水への溶解

ではなく、浸食土壌への吸着を経由していることを示している。以下で言及されて

いるすべての半減期は、参考資料 5 の表 4-9 に記載。

2.1. 環境分布 

• 蒸気圧とヘンリー定数から、クロルピリホスは揮発性があり、揮発が環境での拡散プロ

セスに関与していると判断される。

• 米国では、2011 年からカリフォルニア州農薬規制局の大気モニタリングネットワークが

構築されている。特定の郡における各季節での大気モニタリングと、カリフォルニア州

の主要な農業地域に位置する地点で年間を通じて週 1 回の無作為な大気サンプリングの

両方が実施され、クロルピリホスは様々な地点で定期的に検出 (California Department of
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Pesticide Regulation, 2018) 

 

2.2. 非生物的な分解 

• 非生物学的な分解に関する詳細は、参考資料 5 を参照。 

• クロルピリホスの光分解はマイナーな分解経路である。 

• 加水分解はアルカリ性では pH に依存するが、pH7 以下では pH に依存しない。 

• 加水分解の半減期は、pH<5 では一般に長く（16~210 日）、pH>9 では短い（0.1~10 日）。 

• 複数の研究での報告から揮発による損失が大きい。 

 

2.3. 生分解 

2.3.1. 水 

• クロルピリホスの水中での分解に関する報告 (Spain, 2017b)。 

 表流水での半減期：21 日、46 日（OECD TG 309、推定値、好気性、22℃） (Gassen, 

2015) 

 未変化体の最大 28.5%が培養期間中に水層からの蒸発により試験系から徐々に失わ

れた 

 50%の損失は分解のみを意味するのではなく、分解だけでなく揮発による損失も含

む散逸を意味している 

 フォローアップ試験では、40 日目に揮発性有機炭素トラップに 95.7%までの放射性

物質（同位体標識したものかと思われる）が検出され、100%の未変化のクロルピリ

ホスであった 

• クロルピリホスの散逸は主に表層水からの揮発による (Caviezel, 2015)。 

 61 日間の培養後、標識された放射性物質（AR）の 58.6％及び 64.4％に相当 

 試験終了時には、1.7%未満が CO2に無機化 

• 3つの海水を用いた止水式試験系での半減期は45日（河口域、15℃）、35日（沿岸、12℃）、

75 日（外洋、8℃）と推定 (Swales, 2003) 

 14C は急速に減少し、水中での生物分解ではなく、実質的に揮散することが指摘さ

れた。トラップは使用されなかった。 

 20℃におけるヘンリー定数を 1.1 Pa m³/mol とすると、これらの観測結果は妥当。 

• 蒸留水を入れた開放ビーカーでの実験室での半減期：8~24 時間 (Schimmel et al., 1983) 

 加水分解としては短すぎることから、揮発を反映していると考えられる。 

 50 ppb の溶液 10 L を 80 mL/min で通気すると、24 時間後には適用量の 15％未満し

か残らなかった。 

• 通気した海水溶液を入れた瓶に取り付けた樹脂トラップから標識されたクロルピリホス

の 63％が回収されたことが有力な証拠になる (Schimmel et al., 1983, Racke 1993, 

Australia, 2000a)。 
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 上記の半減期は、参考資料 5 の表 4 に記載 

• 環境条件下での自然水における散逸半減期は約 4~10 日（幾何平均 5 日） (Mackay et al., 

2014) 

 屋外試験や開放試験系では、上記に詳述したように揮発が全体の散逸にかなり寄与

するため、屋外系での試験結果は分解による半減期と関連性がないと推測。 

• 評価した全ての研究において、揮発による散逸が大きく寄与しているため、信頼性のあ

る水中での分解半減期のデータは収集できなかった。 

• 分解性試験で残存したクロルピリホスの推定半減期が 75 日（8℃）であったことが認め

られれば、これは附属書 D の水中半減期 2 ヶ月以上という基準を超えており、クロルピ

リホスは 8℃の外洋水中で難分解性であると推定。水系では、クロルピリホスの水相か

らの主な散逸経路は揮発と底質への分配（10-52％）である (Australia, 2022)。 

 

参考）化審法におけるクロルピリホスの分解度点検結果を下表に示す。難分解性であると判定されて

いるが、詳細な試験条件については確認できなかった（J-CHECK）。 

 

表 化審法の分解度試験結果（J-CHECK より） 

被験物質名称 チオりん酸 O,O-ジエチル-O-(3,5,6-トリクロロ-2-ピリジル)（別名クロルピリホス） 

CAS 番号 2921-88-2 
官報公示整理番号 5-3724 

判定 難分解性 
分解度（BOD） 0.2% 
分解度（GC） 9.3% 
試験法/試験条件 試験法：告示に基づく※ 

試験条件：未記載 
※告示とは、「微生物等による化学物質の分解度試験」（環保業第 5 号、薬発第 615 号、49 基局第 392 号）

をいう。 

 

2.3.2. 土壌 

• クロルピリホスの分解経路と分解速度の評価については、公表された論文や登録のため

に実施された独自の研究など数多くの研究がある。 

 研究の多くは OECD TG 307 に従って実施 (OECD, 2002) 

 米国のガイドラインや Biologische Bundesanstalt für Land- und Forstwirtschaft 

(BBA)ガイドラインのような古いガイドラインにも準拠 

 マスバランス、回収率、損失、有効性基準に関するその他の情報の詳細を含む独自

の研究の要約は、European Union RAR 等に記載 (Spain, 2017b) 

 

2.3.3. 研究室での試験―分解速度 

• 4 つの土壌で分解経路と分解速度の研究を実施 (De Vette and Schoonmade, 2001, B. 

Clark, 2013) 
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 分解速度論は Abu（2015）が FOCUS 分解速度論（FOCUS, 2006）に従って再評価。  

 分解半減期：5.96~110.3 日（20℃） 

• 他の研究でも土壌における分解半減期：11-141 日 (Bidlack, 1979) 

• 上記の半減期は、参考資料 5 の表 4 に記載。 

 比較可能なように、より温和な地域で予想される分解を反映するために、分解半減

期を 12℃で標準化した列が盛り込まれている。 

• 土壌における分解は温度依存性 (Getzin, 1981) 

 空気乾燥した土壌（シルトローム）の分解半減期：42 日（35℃）、91 日（25℃）、

175 日（15℃） 

 これらはストックホルム条約附属書 D の基準値よりわずかに低い値 

 研究著者らは、「殺虫剤を添加する前に土壌を空気乾燥させることで、殺虫剤を分解

する能力を持つ生物種（微生物群）の活動が乱れ、16 週間の培養期間の初期に殺虫

剤を代謝することができなくなった可能性がある。(Getzin 1981)」としている。 

 微生物活性の高い土壌での分解半減期：4 週間（粘土ローム）、12 週間（シルトロー

ム土壌） 

 滅菌土壌での分解半減期：25 週間（粘土ローム及びシルトローム土壌）。 

 北極環境の気温である 5℃では土壌での分解半減期は 50 週間程度と予想され、温度

を 10℃下がるごとに分解半減期は約 2 倍になる (Getzin, 1981) 

 Racke ら(1994)も 10℃下がるごとに分解半減期が 2 倍になると報告。 

• マレーシアの湿潤熱帯土壌3種におけるクロルピリホスの分解を検討 (Chai et al., 2013) 

 分解半減期：49.5~120 日（乾燥土壌）、63.0~124 日（湿潤土壌、重量水分率 61~68%） 

 湿った土壌で最も速く分解。 

 分解は温度が高いほど顕著に進行し、クロルピリホスの投与量が多いほど分解は進

行しなかった。 

• クロルピリホスは土壌に強く結合し、土壌中で KOC 値は 2,785～31,000 (Canadian 

Proposed Re-Evaluation Decision (PRVD2019-05)) 

 主要代謝物である TCP（弱酸性）は土壌への吸着が弱く、移動性が高く（Koc：27-389）、

pH が高くなるにつれて移動性は高くなる。 

 分解過程はアルカリ性土壌では加水分解の影響を受け、酸性土壌では加水分解と生

分解の影響をうけると予想。 

 水分含量の少ない土壌や低温での実験では分解が減少する。土壌中のクロルピリホ

スの主な分解生成物は TCP（試験物質の最大 40％）。 

 

2.3.4. フィールドスタディ 

• 一般に、野外試験における半減期は、実験室での試験よりも低い。しかし、フィールド

スタディでは、試験は閉鎖系で行われず、揮発などによる損失は考慮されない。そのた
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め、半減期は分解ではなく散逸を指すことに留意する必要がある (Mackay et al., 2014)。 

• 野外試験での分解半減期：2~56 日 (PRMA, 2019) 

• 3 つの土壌（参考資料 5 の表 6 を参照）及び 4 つの土壌での散逸半減期：0.3～89 日 (Old, 

2002a, 2002b, 2002c) 

• インドでは、独自研究、公表研究など様々な現地調査が行われ、散逸半減期は 0.44～16

日（Menon et al., 2004; Vijyalakshmi et al., 1996; Balasubriam et al., 1995 and 1996, 

Sardar et al., 2005, Upendra Kumar et al., 2017）。 

• クロルピリホスの散布後、揮発は土壌表面（24~48 時間以内に最大 25％）及び植物表面

（24~48 時間以内に 80％）から発生し、クロルピリホスの早期損失に大きく寄与すると

考えられる (Australia 2022) 

 気象条件を考慮したジャガイモの圃場実験でも確認 (Leistra et al., 2006) 

 クロルピリホスの累積揮散量は、散布量の約 65％と推定 

 米国での生物学的評価で引用された DOW の独自研究では、標識されたクロルピリ

ホスの約 28％が最初の 24 時間以内に揮発することが観察。 

 

2.3.5. シロアリ防除に用いられる使用量におけるクロルピリホスの分解 

• クロルピリホスの土壌分解に関する多数の研究が整理され、評価された(Giesy et al. 

(2014)。 

 これは主に Racke (1993) によるレビューに依拠している。 

 すべての経路を介した土壌からの散逸の半減期：1.1~1,576 日 

 最大の半減期は、最も高い適用率（シロアリの防除に用いられる適用率を再現する

ための試験で 1,000 mg/kg まで）で報告。 

 散布量は、農業用散布の 0.28~2.24 kg/ha に対し、シロアリ用の土壌トレンチ

散布では 392 kg/ha (Racke, 1993)。 

 これらの結果は、1,000、100、10 mg/kg の散布量に対して 385 日、155 日、

41 日の半減期であった他の研究でも確認 (Murray et al., 2001)。 

 詳細は参考資料 5 に記載 

• 高い散布量でクロルピリホスの分解性が低下するのは、生分解性をもつ微生物に対して

クロルピリホスの毒性が影響している可能性があるため。 

 

2.3.6. 嫌気性分解 

• 実験室において、嫌気性条件下（湛水）と好気性条件下（30 日間）、好気性条件後に嫌

気性条件下で稲作に使用する 2 つの土壌でクロルピリホス分解を比較 (未発表、Bidlack, 

1979)。 

 粘土質の土壌での分解半減期：107 日（好気性）、51 日（嫌気性）、58 日（好気性/

嫌気性） 
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 ローム質土壌での分解半減期：11 日（好気性）、39 日（嫌気性）、15 日（好気性/嫌

気性） 

 

2.3.7. 堆積物・底質 

• OECD TG 308 の採用前に使用されていた BBA Part IV Section 5-1 に従って、水-底質の

試験を実施 (Reeves and Mackie, 1993, Spain, 2017b)。 

 Brown Carrick Sediment の砂質ロームと Auchingilsie Sediment の粘土質ロームを使

用。 

 回収率が低いためこの研究は完全に有効とは言えないが、一つの指標にはなる。 

 クロルピリホスは好気的な水条件下で分解し、半減期：22 日（砂質ローム）、51 日

（粘土ローム） 

 90%分解値：72 日（砂質ローム）、168 日（粘土ローム） 

 水層での散逸はより速く、半減期：3 日（砂質ローム）、6 日（粘土ローム）。 

 これは底質への吸着、揮発、分解のいずれかだと推測。 

 相当量の放射性標識された物質が試験系から消失。 

 放射性標識された物質は、接続された PVC チューブで一部保持されただけであ

った。この放射性標識された物質は揮発性クロルピリホスと同定。 

 試験中、低濃度の 14CO2（全体の 1%未満）が生成。 

 主な分解生成物はTCPであり、砂壌土Total systemでは0時間で最大 16.86%、

粘土壌土 Total system では 100 日で 9.89% AR を占めた。 

 その他の研究で、クロルピリホスが水ではなく底質（シルト質粘土ローム）に適用

され、同様にかなりの量の放射性物質が損失 (Kennard, 1996)。 

 試験系（底質及び水）における半減期：30.5 日 

 14CO2への無機化はごくわずかしか観察されなかった 

 主な分解生成物は TCP であり、培養期間終了時（36 日）の試験系における標

識された放射性物質は最大で 44％を占めた。 

 2 つの底質/水の試験系でも試験された (Kang, 2015)。 

 英国の Calwich Abbey 湖、Swiss 湖から採取された底質 

 好気性条件下で最大 150 日間、堆積物/水の比率が 1:3 で、20±2℃の暗所で培

養され、設定濃度 0.50 mg/L の 14C で標識されたクロルピリホスが投与。 

 この研究の生データは Abu（2015）により再評価され、系全体の半減期：30.7

日、58.3 日と推定。  

• 米国カリフォルニア州南部の 2 つの小川から採取した都市部の底質での分解試験 

(Bondarenko and Gan, 2004) 

 好気的条件下での半減期：20.3 日、23.7 日 

 嫌気的条件下での半減期：223 日、57.6 日 
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 半減期は 1 次分解反応速度論に基づき、複数の時点の濃度測定値から算出 

 本研究は天然の底質を原水ではなく脱イオン水で補給し、マスバランスは報告され

ず、揮発による潜在的損失は考慮されなかった。  

• 海水/底質の比較分解試験において、半減期は 24 日と報告 (Schimmel et al., 1983)。 

 10 g の底質、100 mL の海水溶液を使用 

 ホルマリン処理（無菌処理）した土砂を用いた対照試料では、28 日後にクロルピリ

ホスの顕著な損失は観察されなかった。このことから著者らは微生物による分解で

あると結論づけた。 

• クロルピリホスの半減期は、屋外の海水溶液の曝露では屋内実験よりも短かった（太陽

光に曝された系で半減期 4.6 日）。海水からのクロルピリホスの揮発率は高いが（最大

63％）、試験系内に土砂が存在する場合には、その損失は無視できる程度。 

• クロルピリホスは沈殿物や浮遊物にかなり強く吸着  (Dabrowski et al., 2002; 

Gebremariam et al., 2012; Readman et al., 1992) 

 堆積物の特性により、吸着と脱着の程度は異なる可能性がある。 

 吸着により微生物による吸着物質の利用可能性を低下させることから、分解プロセ

スに大きな影響を与える可能性あり。 

 クロルピリホスの吸着は、土壌や堆積物の有機炭素含有量と強い相関がある。 

 土壌中のクロルピリホスの吸着係数は 2 桁に及ぶ。 

 有機炭素量に基づいて標準化したクロルピリホスの分配係数（KOC）の平均値（中

央値）は、土壌で 8,163 L/kg（7,227 L/kg）、堆積物で 13,439 L/kg（15,500 L/kg） 

(Gebremariam et al., 2012). 

 Mackay（2014）は KOCを 8,500 と記載。 

• ATSDR (1997) により「表流水から揮発可能なクロルピリホスの量は、土砂の吸着によ

って減少する。クロルピリホスは、有機炭素-土壌収着係数（KOC）の範囲が 973~31,000

であり、土壌コロイドに対して強い親和性を持っている ((Felsot & Dahm, 1979; Kenaga, 

1980; P. J. McCall et al., 1980) in (Racke, 1993)」と報告されている。これは、自然の水

生態系におけるクロルピリホスが懸濁物や沈殿物に強く吸着し、吸着によって相当量の

クロルピリホスが水中から懸濁物などの粒子状物質へ輸送される可能性があることを示

唆。 

 

2.4. 残留性に関するその他の根拠 

• EU 承認に向けた評価報告書案 (Spain, 2017b)は、土壌浸出の挙動（カラム浸出研究）

に関する研究が挙げられている (Reeves & O’Connor, 1994a, 1994b; Pike and Getzin, 

1981; Racke, 1993; Fenoll et al. 2011; Rani et al., 2014 )。 

 クロルピリホスは土壌中で移動せず、地下水への溶出が起こりにくいことを示唆。 

 一方で近年の研究では、クロルピリホスが高い吸着能を有するにもかかわらず、地
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下水中で検出。 

 トルコの地中海沿岸で採取された地下水及び表流水サンプルの大半から検出 

(Tuncel et al., 2008)。 

 ブラジルのリオグランデ・ド・スル州の飲料水用井戸水試料では、クロルピリ

ホスの検出頻度が地表水試料の検出頻度を上回った (Bortoluzzi et al., 2007)。 

 オーストラリアの井戸水からも多くのクロルピリホスが検出 (Wightwick & 

Allinson, 2007)。  

 土壌や堆積物からのクロルピリホスの脱着は少ないが、重要であることを明ら

かにした(Gebremariam et al., 2012)。モデル予測によると、土壌や堆積物が水

にさらされる脱着現象が継続的に起こると、固相のクロルピリホスは最終的に

水相に分配される。 

 クロルピリホスは吸着能が高いため溶出可能性は低いが、汚染された土壌や堆

積物が二次的な長期的な汚染源となる可能性。  

• 南アフリカのルーレンス川において、降雨後にクロルピリホスの濃度が非検出から 0.19 

µg/L まで上昇することを確認 (Dabrowski et al. 2002)。 

 クロルピリホスは水試料の 1 つからしか検出されなかったが、懸濁物試料の大部分

から検出され、最大濃度は 152 µg/kg 

• 土壌や水よりも堆積物に吸着した方がクロルピリホスは難分解性であるため、浮遊物質

との強い結合は水環境に特有の移動経路の可能性を示し、井戸や海底の底質でのクロル

ピリホスの検出報告の説明となる可能性もある (Gebremariam et al., 2012; Readman et 

al., 1992; Tuncel et al., 2008)。 

• 西太平洋熱帯域の 3 地点の表層堆積物から検出 (Ge et al., 2021)。 

 サンプルは深さ 0~2 cm、深度 2,169 m~566 m で採取 

 検出濃度は 362.6 pg/g dw~1,700 pg/g dw  

• 北極圏のモニタリングデータは、クロルピリホスが遠隔地までの長距離移動性を示唆 

 クロルピリホスの分解は温度依存性であるため、北極域では長期間にわたり残留す

ると想定。 

 北極圏では様々な媒体でクロルピリホスが高頻度で検出され、残留性が裏付けられ

る。 

 北極及び亜北極の湖の年代測定された堆積物コアからクロルピリホスが検出 

(Landers, 2008)。 

 上記の堆積物コア中の濃度は低いが、クロルピリホスの局所的な使用に由来す

るものではなく、数十年前にさかのぼることが可能である。 

 このことからクロルピリホスが堆積物中に残留することを示唆。 
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3. 結論 

• 本文書で評価した水中での分解試験では、揮発が散逸に大きく寄与しているため、信頼

性のある水中での分解半減期を収集できなかった。クロルピリホスの 8℃条件下での半

減期の推定が 75 日であると認められると、附属書 D の水中半減期 2 ヶ月の基準を超え

ており、クロルピリホスは 8℃の外洋水中で残留性があると見なされる。 

• 土壌のクロルピリホスの分解半減期は、散布量が多い時（シロアリ防除に用いられる散

布量を再現するために選定されたラボ試験で 100~1,000 mg/kg 使用し、最大 392 kg/ha）

に最大の半減期（385 日）を確認 (Racke, 1993)。 

 これらの高い散布量はシロアリ防除に使用され、現在でも複数の国で使用が認めら

れている。 

 散布量が多い時にクロルピリホスの分解性が低下するのは、分解性のある微生物に

対してクロルピリホスの毒性が影響している可能性がある。 

 農業用途の散布量（0.28～2.24 kg/ha）での半減期：6 日（20℃）~224 日（15℃） 

• EU の REACH 規則で定められたガイダンスが示唆するように、比較のため、または温帯

地域で予想される分解を反映するために 12℃で標準化すると、土壌での半減期は

12.7~483 日となり、北極の条件である 5℃で標準化した半減期はより大きくなると予想。 

 「情報要件と化学物質安全性評価に関するガイダンス（Guidance on Information 

Requirements and Chemical Safety Assessment）」（ECHA, 2017）の R.7b 章及び

R.11 章に記載。 

 欧州の機関（authorities）において 12℃は欧州における表流水の平均温度であ

ると現在考えられており、ECHA の加盟国委員会において新規の分解性試験の

シミュレーションとして使用することが求められている。 

 ここでの評価した多数の土壌研究のうち、15～35℃の温度で実験した 21 の土壌に

おいて、実験温度 15℃での半減期が 6 ヶ月以上という土壌中の残留性基準を超えた

ものは 1 つだけであった。 

 土壌中のエンドポイントの約半数で、12℃で標準化した後に難分解性の基準を超え

ていた。クロルピリホスは、環境によっては土壌中半減期が 6 カ月を超え、残留性

の基準を満たす。 

• 実験室での好気的な底質分解試験での分解半減期は、ストックホルム条約の基準である

180 日（6 ヶ月）を下回る。 

 嫌気的条件下では半減期の値はより長く、いくつかの研究では上記の閾値を超えた。 

 沈殿物に強く収着し、長期間残留する可能性あり。 

 流出水に頻繁に検出され、沈殿物と関連あり (Dabrowski et al., 2002; Readman et 

al., 1992)。 

 井戸水や海底堆積物からクロルピリホスが検出されることが報告されているが、ク

ロルピリホスは特に堆積物に強く吸着し、その吸着画分は微生物に利用されない可
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能性があるためと思われる。検出頻度が高いのは、広く使用されていることもある

が、堆積物と吸着し、温度が低い場所で残留性が高いためと思われる。  

• 環境中での分解半減期は、散布量、生態系の種類、土壌や堆積物の特性、温度などの環

境要因によって、数日から数年（シロアリ防除の場合） (Gebremariam et al., 2012)。 

 北極圏のモニタリングデータから遠隔地まで長距離移動性あり 

 分解は温度に依存するため、北極圏等では長期間残留すると予想。 

 北極圏であらゆる媒体で頻繁に検出 

 北極及び亜北極の湖における堆積物コアで年代測定した結果クロルピリホスが検出 

(Landers, 2008)。 

• クロルピリホスはストックホルム条約の定義上、一部の環境下では残留性がある。 
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生物蓄積性の概要 (クロルピリホス) 

1. エグゼクティブ・サマリー（生物蓄積性に関連する部分のみ抜粋）

• クロルピリホスの log KOW から生物蓄積性が示唆。

 log KOW が 4.7~5.2 であり、log Koa が 8.3~8.9 であることが報告されており、これ

は水生生物及び陸上生物における生物濃縮の可能性を示唆。

• 様々な種やライフステージにおいて生物濃縮係数（BCF）が 5,000 を超える報告もある

が、入手可能な実験データに基づくと、魚類に対する BCF が 5,000 を超えるとは結論づ

けられない。

 魚類の研究において、毒性の見られる濃度において BCF は 1,000~2,000 の範囲であ

り、中程度の生物蓄積性を示唆。

 魚類の BCF>2,000 が検出されるのは初期の発達段階で確認。

• 中程度の生物蓄積性であっても強い毒性が組み合わさることにより、有害な影響を引き

起こす体内濃度になる可能性がある。

2. 生物蓄積性

(1) 実験室での試験における生物蓄積性（参考資料 5 の表 1 を参照）

• log KOW（オクタノール/水分配係数）：4.7~5.2

 5.11 (KOWWIN v1.68 estimate)

 4.7（20°C、中性の pH） (EC 2005)

 5.0（24.5°C、純度 98%） (WHO 2009)

 4.96~5.11（20°C） (Gebremariam et al., 2012)

 5.2~5.267（25°C） (Gebremariam et al., 2012)

• log Koa（オクタノール/大気分配係数）：8.3~8.9

• 水生生物及び陸上生物における潜在的な生物濃縮性を示唆。

• 魚類における生物濃縮は、多くの種、発達段階、曝露シナリオで研究。

 利用可能な生物濃縮係数（BCF）は幅広い範囲で報告されているが、多くの研究に

おいて低用量で毒性が発現しているため、十分に有効であるとは言えない。

 本資料で評価した全ての生物濃縮に関する研究の概要については、参考資料 5 の表

10 を参照。

• 米国、カナダ、オーストラリア、EU における規制時の評価では、魚類におけるクロルピ

リホスの BCF は 5,000 未満の中程度と判定。

 大多数の魚類の研究において BCF は 2,000 未満だと結論づけられているが、これら

の実験では非常に低い用量で毒性作用が発生。

• EU RAR で検討された重要な BCF：1,374±321（ニジマス（Onchorhynchus mykiss））
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(Spain, 2017b) 

 流水式条件下で 0.3 µg/L で 30 日間曝露後、16 日間浄化した水で成育し、定常状態

に達した。

 本試験は EPA Guideline No. 72-6 及び 165-4 に従って実施。

 数値は脂質含量及び成長による希釈について標準化されていない。

 本試験は稚魚のニジマスで実施されたため、成長による希釈により BCF が過小評価

されている可能性あり。

• 高い生物濃縮が魚類のエレウテロ胚において確認

 ゼブラフィッシュ（Danio rerio）の動的生物濃縮係数（kinetic BCF）：3,548、6,918

(El-Amrani et al., 2012)

 メダカ（Oryzias latipes）の kinetic BCF：2,187 (Alharbi et al., 2017)

 曝露濃度は 1 µg/L と 10 µg/L

 曝露時間は 48 時間（半止水式）、静置時間は 24 時間

 各濃度で 20 個体を入れた 4 つのプール試料と対照試料を準備

 曝露時間が 0，2，6，21，29，45，48 時間及び静置時間 2，4，24 時間において試

料を採取。

 クロルピリホスは高速液体クロマトグラフィーを用いて分析。

 水試料中のクロルピリホスの検出限界値：0.5 μg/L、魚類胚の検出限界値：3 ng/g

 定常状態に達しなかったため，動的 BCF を算出。

 BCF はいずれの実験でも脂質含量で標準化していない。

 魚類胚の脂質含量は平均 11-20% (El-Amrani et al., 2012)。

• 様々な研究において、非常に低濃度で魚類に対する毒性が示唆 (参考資料 5 の表 10 や

Eaton et al., 1985 等を参照)

 ニジマスに対する 96 時間の 50%致死濃度（LC50）：8 µg/L (Spain 2017b)

 河口魚のトウゴロイワシ（Leuresthes tenuis）に対する無影響濃度（NOEC）：0.14

µg/L（胚重量）、0.3 µg/L（致死）(Goodman, Hansen, Cripe, et al., 1985b)。

 クロルピリホスの種感受性分布（SSD）：0.812 µg/L (Giesy et al., 2014)

• 中等度の生物濃縮では、毒性の強さにより、毒性効果が生じる体内濃度に達する可能性

があるという懸念がある。クロルピリホスの高い毒性は、中程度の生物濃縮においても、

毒性の低い化学物質で高い生物濃縮があることと同様の影響を与える可能性があること

を意味し、附属書 D の基準（c）(ii)を満たしている。

• 魚類以外の水生生物においてもクロルピリホスに対して高い感受性が示唆。

 オオミジンコ（Daphnia magna）の EC50：0.1 µg/L (Spain, 2017a)

 アフリカツメガエル（Xenopus laevis）の LC50（96 時間）：0.564 mg/L (Richards and

Kendall, 2002)

• 陸上生物における毒性も実証

資料9-2



黒字：リスクプロファイル案（UNEP/POPS/POPRC.18/4/Add.1）に記載された情報 
取消線：リスクプロファイル案に記載があるが、記載ミスと考えられる情報 
下線：受託者による修正又は追加情報 破線の下線の文献：入手済み文献 無印の文献：未入手の文献 

 

 ミツバチへの接触毒性（LD50）：0.068 µg (Bell, 1994) 

 ボブホワイトウズラの LD50：39.24 mg/kg-bw (Spain 2017b)。 

 マウスの急性経口投与による LD50：64~71 mg a.s./kg-bw 

 ラットの急性経口投与による LD50：66~192 mg a.s./kg-bw (European Commission, 

2005) 

• カナダのバサースト地域（ヌナブト準州）において植物-カリブー-オオカミの食物連鎖に

おけるクロルピリホスの生体内濃縮を調査 (Morris et al., 2014) 

 生物相からのクロルピリホスの分析回収率：52±17% 

 最小検出限界（MDL）：0.18 ng/g lw（植物）、0.13 ng/g lw（カリブー）、0.054 ng/g lw

（オオカミ） 

 植物での MDL を超えた検出頻度：地衣類と緑色植物で約 50％、キノコ類で 80％ 

 全濃度についてブランクで補正し、脂質換算して幾何平均値±標準誤差（ng/g lw）

で算出 

 地衣類：0.25 ± 0.21 ng/g lw 

 ヤナギ、コケ、イネ科植物：0.24 ± 0.088 ng/g lw 

 キノコ類：0.85 ± 0.52 ng/g lw →いずれも高い濃度で検出 

 カリブー（n=5）：0.40 ± 0.16 ng/g lw、筋肉で検出されたが肝臓では検出されず 

 オオカミ 1 頭の肝臓から MDL 以下で検出 

 地衣類-カリブー-オオカミの食物連鎖は、筋肉、肝臓及び全身への負荷に対する栄養

学的拡大係数（TMF）が 1 未満であることを意味。 

• 底生生物における生物濃縮は水生ワーム種（Lumbriculus variegatus）で測定 (Jantunen 

et al., 2008) 

 4 種類の堆積物を用いて、0.06~1.1 µmol/kg dw で 10 日間曝露（止水式） 

 定常状態に達せず、生物濃縮性を過小評価した可能性 

 生物濃縮は生物相-底質蓄積係数（BSAF）として測定 

 BSAF：6~99（土壌及びクロルピリホス濃度に依存）  

 この BSAF は高い生物濃縮性を示唆 (ECHA, 2017).  

• ミミズ種（Eisenia Andrei）において OECD 317 に従って定常状態での BAF を測定 

(Svobodová et al., 2018) 

 土壌はガンマ線で滅菌され、設定濃度：5 mg/kg dw に設定 

 2 つの異なる土壌における定常状態での BAF：6.34±1.30、4.51±0.76 
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参考）化審法の濃縮度試験結果（J-CHECK より） 
判定：濃縮性が中程度と判断される物質 
試験魚種：コイ、試験法：流水式、曝露期間：8 週間、脂質補正：不明 
設定

濃度 
(μg/L) 

実測

濃度 
(μg/L) 

分散剤 
(CHO 40) 

(μg/L) 

濃縮倍率 供試物質重量比(%) 

1 週後 2 週後 4 週後 6 週後 8 週後 外皮 頭部 内臓 可食部 

10 6.55 50 864 
957 

1,700 
2,210 

1,820 
1,780 

1,650 
2,880 

1,490 
853 6.92 60.4 5.98 26.6 

1 0.655 5 177 
49 

313 
493 

120 
285 

94.1 
73.6 

206 
67.1 5.42 65.1 3.09 26.8 

※10μg/L区で25尾中5尾が斃死、残り20尾に全て異常あり。背骨湾曲が認められた。⇒2週間の追加試験の5μg/L
区でも全個体に異常あり。 

※BCF が試験濃度依存性の傾向あり。⇒5μg/L と 0.2μg/L で 2 週間の追加試験を実施して確認 

 

3. 結論（附属書 D の基準である生物蓄積性について） 

• クロルピリホスの log KOW が 5 を超える値もあり、生物濃縮の可能性を示唆。 

• クロルピリホスは、遠隔地での様々な栄養レベルでの生物相、世界中での食物連鎖の頂

点にあたる捕食者で検出。 

• 現在入手可能なデータに基づくと、魚類に対して BCF が 5,000 を超えるとは結論づけら

れないが、一部の種や発達段階において BCF が 5,000 を超える報告もある。 

• 魚類の研究では、毒性効果を示す濃度での BCF は 1,000~2,000 の範囲であり、中程度の

生物濃縮を示唆。2,000 を超える BCF は、初期の発達段階で観察。 

• 高い毒性が組み合わさることにより、中程度の生物濃縮でも有害な影響を引き起こす体

内濃度になる可能性があるため懸念されている。 

• 魚類を始めヒトを含む哺乳類や無脊椎動物、両生類、鳥類などの種における高い毒性と、

魚類の中程度の BCF や底生生物に対する 6 以上の BSAF の報告から、クロルピリホスは

附属書 D の生物蓄積性の基準（c）(ii)を満たす。 

 

（参考） 

POPs 条約附属書 D スクリーニング基準（抜粋） 

(c) 生物蓄積性 i) 水生生物における BCF※又は BAF※＞5,000（BCF 又は BAF データがない

場合、log KOW＞5） 

ii) 他の生物における高い生物蓄積性や生態毒性を示す根拠、又は 

iii) 生物蓄積性の可能性を示す、生物相におけるモニタリングデータ 
※ BCF；Bioconcentration factor 水からの取込みに関する濃縮係数 

BAF；Bioaccumulation factor 水及び餌を含む全ての経路からの取込みに関する濃縮係数 
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